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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人物質・材料研究機構 
評価対象事業年度 
 

年度評価 平成 28 年度（第４期） 
中長期目標期間 平成 28～34 年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付、齊藤康志 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、松岡謙二 

 
３．評価の実施に関する事項 
平成 29 年７月 14 日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第７回）において、法人による自己評価の結果について、理事長・監事による説明を含むヒアリングを実施すると

ともに、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成 29 年７月 26 日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第８回）において、法人による自己評価の結果について追加ヒアリングを実施するとともに、委員から、主務大臣

による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成 29 年８月３日 文部科学省国立研究開発法人審議会総会（第 10 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
平成 28 年 10 月１日 国立研究開発法人物質・材料研究機構が特定国立研究開発法人に指定。 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定※１ 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

 

 

 

Ｂ （参考）本中長期目標期間における過年度の総合評定の状況※２ 
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

B ― ― ― ― ― ― 

評定に至った理由 法人全体の評価に示す通り、全体として中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施されたと認められるため。 
 
２．法人全体に対する評価 
・我が国の社会のあらゆる分野を支える基盤である物質・材料分野における基礎・基盤研究の中核機関として、研究領域の重点化、国際化、人材育成の強化等により、めざましい研究成果が得られて

いる。研究組織の改組により各研究拠点のミッション、目標、具体的課題が明確になったことで、今後の更なる研究成果の発展が期待される。 
・理事長の強力なリーダーシップにより、材料分野における基盤的研究と産業支援を橋渡しするという法人のミッションがさらに明確化された。我が国における産学官連携プラットフォームとして、

研究開発成果が確実に実装化へつながるよう、産業界との連携のさらなる強化と効率的な研究開発マネジメントの推進を期待する。 

 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
２．に記載のとおり。 

 
４．その他事項 
研究開発に関する審議会

の主な意見 
・今中長期目標期間では前期より高い目標が設定されており、B 評定の項目においても顕著な成果が得られている。 
・物質・材料研究機構の特定国立研究開発法人としての位置付けとして、アカデミアと産業界の両者の機能に貢献するという設定は適切であると考えられる。特に産業界で

必要とされる基礎研究力を補う機能は今後さらに重要性が増すと考えられる。以上の観点からの連携強化をさらに進めることを期待する。 
・物質・材料研究に対する計算科学やインフォマティクスは重要性がますます高まっており、海外との競争の要点になっていると考えられる。引き続き、この領域の強化へ

の注力を期待する。また、知的財産としての保護・活用の戦略についての議論を進めていくことも期待する。 
・第 4 次産業革命として議論されている産業構造の変化と対応して、物質・材料科学分野の成果を社会実装していく進め方が大きく変わりつつあると考えられる。優れた機

能の材料を開発するだけではなく、産業システムを変える機能をどのように材料で実現するかという視点からの研究戦略の構築が産官学全体に求められている状況を踏ま

え、産業界との議論をさらに活性化していくことを期待する。 
・日本の強みである物質･材料技術､データ､ノウハウ等の中核的組織としての役割のほか、国益を優先した研究戦略、人材育成の方向性を示していくことを期待する。 

監事の主な意見 
 

・機構の業務は法令等に従い適正に実施され、中長期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されている。 
・事業報告書は機構の状況を正しく示しており、予算の区分に従い作成した決算報告書及び財務諸表は機構の財産及び損益の状況を適正に表示している。 
・独立行政法人改革等に関する基本的な方針等、過去の閣議決定において定められた事項についての機構の取組は妥当である。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。  

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。  
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別調書№ 

 
備

考 
 
 

 中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別調書№ 
 

備

考 
 
 

２８

年度 
２９

年度 
３０

年度 
３１

年度 
３２

年度 
３３

年度 
３４

年度 
 ２８

年度 
２９

年度 
３０

年度 
３１

年度 
３２

年度 
３３

年度 
３４

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大

化その他の業務の質の向上

に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

― ― ― ― ― ― ―    Ⅱ．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべき

措置 

― ― ― ― ― ― ―   

 
 
 
 
 

１．物質・材料科学技術

に関する基礎研究及び基

盤的研究開発 

― ― ― ― ― ― ―     １．組織編成の基本方針 B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－１  

１．１ 重点研究開発領

域における基礎研究及び

基盤的研究開発 

― ― ― ― ― ― ―     ２．業務運営の基本方針 ― ― ― ― ― ― ―   

１．１．１ 機能性材料

領域における研究開発 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－１    （１）内部統制の充実・強

化 
B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（１）  

１．１．２ エネルギ

ー・環境材料領域におけ

る研究開発 

A ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－２    （２）機構の業務運営等に

係る第三者評価・助言の活

用 

B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（２）  

１．１．３ 磁性・スピ

ントロニクス材料領域に

おける研究開発 

A ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－３    （３）効果的な職員の業務

実績評価の実施 
B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（３）  

 
 
 
 

１．１．４ 構造材料領

域における研究開発 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－４    （４）業務全体での改善及

び効率化 
― ― ― ― ― ― ―   

１．１．５ ナノ材料領

域における研究開発 
A ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－５    ①経費の合理化・効率化 B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 

① 
 

１．１．６ 先端材料解

析技術領域における研究

開発 

A ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－６    ②人件費の合理化・効率化 B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 
② 

 

１．１．７ 情報統合型

物質・材料研究領域にお

ける研究開発 

B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－１－１－７    ③契約の適正化 B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 
③ 

 

 ２．研究成果の情報発信

及び活用促進 
― ― ― ― ― ― ―     ④保有資産の見直し等 B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（４） 

④ 
 

 ２．１ 広報・アウトリ

ーチ活動及び情報発信 
― ― ― ― ― ― ―     （５）その他の業務運営面

での対応 
B ― ― ― ― ― ― Ⅱ－２－（５）  

 ２．１．１ 広報・アウ

トリーチ活動の推進 
S ― ― ― ― ― ― Ⅰ－２－１－１   Ⅲ．財務内容の改善に関する目

標を達成するためにとるべき措

置 

― ― ― ― ― ― ―   
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２．１．２ 研究成果の

情報発信 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－２－１－２    １．予算（人件費の見積も

りを含む。）、収支計画及び

資金計画 

B ― ― ― ― ― ― Ⅲ－１  

２．２ 知的財産の活用

促進 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－２－２    ２．短期借入金の限度額 ― ― ― ― ― ― ― Ⅲ－２  

３．中核的機関としての

活動 
― ― ― ― ― ― ―     ３．不要財産又は不要財産

となることが見込まれる財

産がある場合には、その処

分に関する計画 

― ― ― ― ― ― ― Ⅲ－３  

３．１ 施設及び設備の

共用 
A ― ― ― ― ― ― Ⅰ－３－１    ４．前号に規定する財産以

外の重要な財産を譲渡し、

又は担保に供しようとする

ときは、その計画 

― ― ― ― ― ― ― Ⅲ－４  

 ３．２ 研究者・技術者

の養成と資質の向上 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－３－２    ５．剰余金の使途 B ― ― ― ― ― ― Ⅲ－５  

 ３．３ 物質・材料研究

に係る学術連携の構築 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－３－３   Ⅳ．その他主務省令で定める業

務運営に関する事項 
― ― ― ― ― ― ―   

 
 
 
 

３．４ 物質・材料研究

に係る産業界との連携構

築 

A ― ― ― ― ― ― Ⅰ－３－４    １．施設及び設備に関する

計画 
B ― ― ― ― ― ― Ⅳ－１  

３．５ 物質・材料研究

に係る分析・戦略企画及

び情報発信 

B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－３－５    ２．人事に関する計画 B ― ― ― ― ― ― Ⅳ－２  

３．６ その他の中核的

機関としての活動 
B ― ― ― ― ― ― Ⅰ－３－６    ３．中長期目標期間を超え

る債務負担 
― ― ― ― ― ― ― Ⅳ－３  

            ４．積立金の使途 B ― ― ― ― ― ― Ⅳ－４  
 
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
 

※評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月３０日文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－１ 機能性材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 126(126) 

/154(25) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 357.2 

(139) 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  37       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 133       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

本領域では、経

済・社会的課題の

解決や新たな産業

のコアとなる技術

の創出を目指し、

電子機器や光学機

器に用いられる電

子材料や光学材料

から、溶液中のイ

オンや分子の分

離・選別、生体内で

の細胞との相互作

用まで、広く「外場

に対して物理的、

化学的な応答を示

す材料一般」を機

能性材料と定義

し、それらの研究

開発を総合的に推

進する。具体的に

は、省エネルギー

のための高出力半

導体や高輝度発光

材料、自動運転や

安全確保のための

センサ材料、省資

源のための物質分

離膜や高性能吸着

材、再生医療のた

めの生体接着剤や

骨折治癒材料等、

幅広い材料におい

て、その機能性の

さらなる顕在化を

行う。また、これら

の機能を持った材

料を開発し、さら

に社会実装へと繋

 本領域では、経

済・社会的課題の

解決や新たな産業

のコアとなる技術

の創出を目指し、

電子機器や光学機

器に用いられる電

子材料や光学材料

から、溶液中のイ

オンや分子の分

離・選別、生体内で

の細胞との相互作

用まで、広く「外場

に対して物理的、

化学的な応答を示

す材料一般」を機

能性材料と定義

し、それらの研究

開発を総合的に推

進する。具体的に

は、省エネルギー

のための高出力半

導体や高輝度発光

材料、自動運転や

安全確保のための

センサ材料、省資

源のための物質分

離膜や高性能吸着

材、再生医療のた

めの生体接着剤や

骨折治癒材料等、

幅広い材料におい

て、その機能性の

さらなる顕在化を

目指す。また、これ

らの機能を持った

材料を開発し、さ

らに社会実装へと

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

計画以上の進捗が認められた主な実績について挙げる。 

・先進金属系超伝導線材の高性能化 

ブロンズ法 Nb3Sn 線材の製造プロセスにおいて、世界最高 Sn濃度での

良好な塑性加工性を実現し、極細多芯線材への展開が可能であることを

確認した。また、急熱急冷変態法により線材強度を大幅に向上させるこ

とに成功した。 

 

・高品位蛍光体の創製 

 Ce:YAG の Yを Gd（ガドリニウム）で置換する（Ce:YGdAG）が単結晶蛍

光体の赤色化に有用であり、従来のセラミックス蛍光体に対する優位

性、適用可能色温度を示した。粉末状単結晶蛍光体を開発し、それを有

機物フリーで凝集することに成功した。これにより、既存の蛍光体チッ

プでは達成し得ない50Wの青色レーザー照射下での駆動という極めて高

い熱安定と高出力動作を実現した。 

 

・金属伝導を示す単一性純有機物質の開発 

 立体的に造り込まれた分子、高分子の合成を行い、物性・機能の評価

を行った。そのうち、常圧下で金属伝導を示す純有機テトラチアフルバ

レン誘導体を世界で初めて発見した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・機能性材料研究拠点として新たに組織が整備され、プロセス技術開発、

機能化、基礎･基盤の各プロジェクトの位置付けが明確になっている。基

礎・基盤技術から多様な機能が開発され、社会実装に向けたプロセス技

術開発が進展する、という流れの定着のための今後の取組と成果を期待

する。 

・実用化後、または使用中に想定される経年変化等を客観的に評価し、

信頼性を保証するための仕組みづくりを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・計画以上の進捗が認められる研究成果はいずれも社会実装時の価値が

高いものであり、新たな組織ミッションに沿った実用化研究や研究開発
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

げるため、機能最

大化に向けた化学

組成・構造の最適

化と平行して、材

料開発のための合

成手法、さらには、

スマート生産シス

テムへの対応や経

済合理性等を考慮

した製造技術の開

発等にも注力す

る。これらの開発

を一体で推進する

ことにより、機能

発現の本質と製造

プロセスに用いら

れる要素反応・要

素過程の理解を同

時に進め、その知

見に基づき、製造

プロセスや経済合

理性までを考慮し

た高機能材料を開

発する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

・機能性材料創出

のための基礎・基

盤技術 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

繋げるため、機能

最大化に向けた化

学組成・構造の最

適化と平行して、

材料開発のための

合成手法、さらに

は、スマート生産

システムへの対応

や経済合理性等を

考慮した製造技術

の開発等にも注力

する。これらの開

発を一体で推進す

ることにより、機

能発現の本質と製

造プロセスに用い

られる要素反応・

要素過程の理解を

同時に進め、その

知見に基づき、製

造プロセスや経済

合理性までを考慮

した高機能材料を

開発する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

・機能性材料創出

のための基礎・基

盤技術 

に取り組み、平成

28 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジメントを期待する。その意味で研究計画の目標を順調に達成して

いることを評価する。 

・多岐に渡るテーマにおいて多くの材料シーズや評価技術が提案され

た。また基礎基盤研究拠点としての機能も世界トップクラスであること

を評価する。 

・医工学連携、多国籍オープンイノベーション、企業連携センターなど

広範に外部との連携活動を行ったことを評価する。 

・世界最高スズ濃度（18.5%）ブロンズの極細多芯線材を実現し、超電導

性能を向上させたことを評価する。 

・高品位蛍光体の創製に成功し現行の液晶テレビと同じ蛍光体 LED 方式

でのバックライトの実用化に目処がたったことを評価する。 

・ドーピングフリーの単一有機物質導電体の開発に世界で始めて成功し

たことを評価する。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

成する。 

・セキュリティ向

上等に資する高効

率のテラヘルツ

（遠赤外線）発振

素子や、現行素子

に含まれる水銀や

カドミウム等の有

毒元素を含まずに

現行性能（量子効

率 10％級）を実現

する赤外検出器等

を開発する。 

・高効率なパワー

エレクトロニクス

素子に向けた高絶

縁破壊電界（ 10 

MV/cm 級）の高品位

ダイヤモンドや、

輸送機器内等の高

温環境下（400°C

程度）でも高い絶

縁抵抗を有する高

品位圧電材料等を

開発する。 

・導入後１年程度

で吸収されて消失

する骨折治癒材料

や、高い接着強度

を持ちつつ２ヶ月

程度で体内に吸収

される外科用接着

剤等を開発する。 

・超スマート社会

の要素技術となる

センサ等に向けた

部素材・素子の開

発を進め、常温で

も迅速に反応する

加温不要な水素セ

ンサ等を開発す

る。 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

本プロジェクト

では、機構で見出

された様々な機能

性材料の社会実装

を加速するととも

に、スマート生産

システムへの対応

を進めるため、性

能／品質／生産性

の３つの要素を満

たす高度かつ先進

的なプロセス技術

を開発する。また、

急速な温度変化や

成形加工時の熱力

学、界面現象を解

明し、高性能化の

阻害要因を克服す

るための基盤技術

を強化しつつ、産

学の先端技術を結

集することで、早

期の量産化を目指

す。具体的には、架

橋高分子や硬質カ

ーボン、エレクト

ロクロミック材料

の薄膜形成プロセ

スを高度化するこ

とで、分離機能材

料や表示材料とし

ての実用化を目指

し、無機コーティ

ング技術の高度化

により、機械、光、

電気、生体、防汚な

ど複数の要求性能

の向上と最適化を

「機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出」 

① 汎用高分子の

メソ多孔体を製造

し、電子ビーム架

橋により吸着材と

しての耐久性、耐

溶媒性を向上させ

る 

 

② 連続キャステ

ィング装置を設計

し、ドライプロセ

スに利用可能な高

分子非対称膜の製

造とその大面積化

を検討する。 

 

③ 電気泳動堆積

装置を開発し、ナ

ノ構造成膜プロセ

スを高度化するこ

とで、蛍光体や光

学材料のアセンブ

ルと高性能化、機

能性ガラスや複合

材料の薄膜化を検

討する 

 

 

④ アパタイト／

コラーゲンナノ複

合粉体の調製条件

の最適化し、自己

硬化型人工骨への

適用を検討する 

 

 

⑤ 高強度導電材

料や生体金属材料

 

 

 

 

高分子メソ多孔体に電子線照射

を施すことで、良溶媒に対する安

定性が顕著に向上した。特に、溶

解パラメーターが小さなヘキサ

ンの吸着性能が向上し、ガス田開

発における可燃性ガス回収技術

としての有用性が確認された。 

 

幅 50ｃｍの連続キャスティング

装置を設計し、ロール状の不織布

の片面に高品質の高分子非対称

膜を製造することに成功した。不

織布に PP／PE のコア／シェル繊

維を用いることでオイル耐性が

大幅に向上した。 

 

独自の電気泳動堆積装置を設計

し、金属ナノ粒子や無機ミクロ粒

子に対して表面修飾技術、無機イ

オンによる高分散スラリー調整

技術を開発することで、高品質か

つ高速で成膜できることを実証

した。この技術は、スラリー状の

蛍光体や光学材料だけでなく、高

分子ナノファイバーやコラーゲ

ン複合体などの生体材料にも適

用できることが明らかとなった。 

 

水酸アパタイト／コラーゲン骨

類似ナノ複合体において、塗布性

に優れたペーストを調整した。ま

た、生分解性骨ペーストとしての

実使用に十分なレベルの接着強

度をもつコーティングプロセス

が実現できることを確認した。 

 

ブロンズ法 Nb3Sn 線材の製造プ

ロセスにおいて、世界最高 Sn 濃

 

 

 

 

計画以上の進捗： 吸着したオイ

ルが減圧下で容易に脱着するた

め、社会的インパクトが大きな高

効率オイル／ガス回収技術を提

案。 

 

 

 

計画通りの進捗： 膜厚 150μm 

の均質な塗布が可能であり、予備

実験ではドライプロセスへの適

合性を確認。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 電気泳動堆積

装置により、無機・高分子・生体

材料から幅広い高品質薄膜が製 

造できるようになった。次年度

は、この技術を一層拡大し、コロ

イド結晶などの光学材料にも応

用する予定である。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： ナノ複合体の

コーティングにおいて、十分な接

着強度が確認され、かつ性能が 

徐々に向上。 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 超伝導臨界電

流密度を向上させるために必要
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る。 

 

【機能性構造領域】 

広範な材料を対象と

して、材料の持つ特性

を最大限引き出すこと

により多様な機能を実

現する材料を開発する

ものとする。また、機能

性材料の開発に必要な

プロセス技術を開発

し、次世代の技術シー

ズを探索するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・量産化が可能な

成膜プロセスにお

いて有機溶媒耐性

ナノ濾過膜の性能

を 250 L/m2h まで

向上させるなど、

開発技術の社会実

装に向けたプロセ

ス開発を推進す

る。 

・粉体調製プロセ

スやコーティング

技術等の先鋭化に

より、LED や生体材

料に要求される性

能や品質、耐久性

の向上を達成す

る。 

・超大型加速器等

の高磁場応用に向

けた16テスラ級超

伝導線材の製造プ

ロセスを確立し、

高磁場磁石への応

用を推進する。 

また、シーズ育

成研究として、上

記の目的に資する

ための機能探索型

や手法探索型の研

究を行う。具体的

には、放射光技術

等の先端材料解析

技術との連携によ

り表面反応の理解

を進め、新たなセ

ンサ材料の技術シ

ーズを探索するほ

か、マテリアルズ・

インフォマティク

スを用いた材料開

発と超高圧・超高

目指す。さらに、次

世代超伝導線材の

製造プロセスを開

発し、輸送、エネル

ギー、医療など幅

広い分野での応用

を目指す。 

特に、分離機能

材料では、油田や

ガス田開発におけ

る随伴水処理、有

価資源の分離と精

製、あるいは土壌

改質に利用可能な

有機溶媒耐性ナノ

濾過膜、高分子や

無機系の高性能吸

着材の量産化を目

指す。また、酸化還

元ポリマーのスイ

ッチング機能を利

用して、省エネル

ギーの建材用スマ

ートウインドウを

開発する。一方、電

気泳動法による無

機ナノ粒子の塗布

プロセス、ナノ構

造成膜プロセスの

高度化により、LED

の発光効率を向上

させ、アパタイト

系コーティング膜

の長期安定性を実

現することで、早

期骨癒合などへの

実用化を推進す

る。さらに、16 テ

スラ級高性能超伝

導線材の製造プロ

セスを確立し、超

大型加速器などの

等の幅広い新金属

系材料の創出に展

開可能な特殊熱処

理装置の設計を行

う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度での良好な塑性加工性を実現

し、極細多芯線材への展開が可能

であることを確認した。また、急

熱急冷変態法により線材強度を

大幅に向上させることに成功し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な高 Sn 濃度線材製造技術実現

の糸口を見出す、という大きな成

果が得られ、実際に臨界電流の上

昇を確認。 
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温等の極限合成技

術を融合した構

造・物性相関のデ

ータ化等により、

次世代の機能性材

料開発に向けた知

的基盤を拡充す

る。 

産業界・大学と

の連携では、機構

内の産学連携フレ

ームワークの活用

や、公募型研究制

度を活用した産業

界との連携を推進

し、多機関、異業種

の協働による社会

実装の加速を図

る。特に、企業から

の技術者を領域内

に積極的に受け入

れることにより、

シーズ技術の段階

から産業界との連

携を図り、社会実

装の実現に繋げ

る。また、限られた

研究資源を有効活

用するため、国内

外の大学や公的研

究機関との連携に

より不足部分を相

互に補完する関係

を構築し、グロー

バルな視点での研

究成果の最大化に

努める。 

 

 

 

 

 

高磁場応用に向け

た基盤技術の開発

を推進する。また、

超伝導材料の微小

領域での評価を行

うため、高分解能

STM-SQUID ハイブ

リッド磁気顕微鏡

を開発する。 

平成 28 年度は、

ナノ結晶化相分離

法を用いて汎用高

分子のメソ多孔体

を製造し、電子ビ

ーム架橋により吸

着材としての耐久

性、耐溶媒性を向

上させる。また、幅

50 cm の連続キャ

スティング装置を

設計し、ドライプ

ロセスに利用可能

な高分子非対称膜

の製造とその大面

積化を検討する。

一方、ナノ粒子や

ミクロ粒子の積層

膜を製造するため

の電気泳動堆積装

置を開発し、ナノ

構造成膜プロセス

を高度化すること

で、蛍光体や光学

材料のアセンブル

と高性能化、機能

性ガラスや複合材

料の薄膜化を検討

する。また、アパタ

イト／コラーゲン

ナノ複合粉体の調

製条件の最適化

し、自己硬化型人
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工骨への適用を検

討する。さらに、

Nb3Al 線材のため

に開発された連続

通電加熱装置を核

として、超伝導線

材の更なる高性能

化に挑み、高強度

導電材料や生体金

属材料等の幅広い

新金属系材料の創

出に展開可能な特

殊熱処理装置の設

計を行う。 

 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

本プロジェクト

では、広義の機能

性材料を対象とす

る研究開発におい

て、高度な電子機

能、光学機能、熱・

機械機能、生体機

能等の具現化を目

指し、薄膜、バルク

結晶質材料、粉体・

セラミックス、生

体材料各分野の研

究者が有機的に連

携した研究開発を

進める。具体的に

は、高温動作する

センサ材料、パワ

ーデバイス・遠紫

外線光源用ワイド

ギャップ材料、高

輝度照明用発光材

料、難削材の機械

加工用超硬質材料

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「結晶・界面の階

層的構造制御によ

る機能顕在化のた

めの研究」 

 

＜局所的０次構造

＞ 

① ガスセンサ向

け無機薄膜の成長

技術の整備 

 

 

 

 

 

② 超低欠陥ダイ

ヤモンド合成(窒

素、ホウ素不純物

濃度 1ppb 以下) 

 

 

 

③ 希土類ドーパ

ントと欠陥挙動に

着目した高品位蛍

光体単結晶開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センサに応用される ZnO 膜のス

パッタ成長について、基板種や成

長時の外部電界による膜構造変

化を総合的に検討し、所望の構

造・特性や表面構造を持った ZnO

膜を得るためのプロセス設計指

針を確立した。 

 

3 段真空排気システムの導入と、

ロードロックチェンバーを整備

することで、CVD 成長ダイヤモン

ド薄膜の高純度化を図り、窒素濃

度が 0.1ppb 以下という高純度を

実現した。 

 

Ce:YAG の Y を Gd で置換する

（Ce:YGdAG）が単結晶蛍光体の赤

色化に有用であり、従来のセラミ

ックス蛍光体に対する優位性、適

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 企業との共同

研究への進展が見込まれ、社会実

装への展開が期待される。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 得られた高純

度ダイヤモンド試料を世界中の

50 以上の研究機関に提供し、ダ

イヤモンド研究の進展に寄与。 

 

 

 

計画以上の進捗： 有機物フリー

凝集体は、今後のデバイス応用、

製品応用において大きな意味を

持つ。LD 照射下での安定性実現
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などの省エネルギ

ーのための機能材

料、及び、生体接着

剤、骨補填材等の

生体機能材料など

を開発対象とす

る。これらの機能

を顕在化させるに

は、ドーパントや

点欠陥という局所

的０次元構造、表

面・界面という２

次元構造、さらに

それらを含む３次

元の複合構造、と

いうナノからマク

ロに至る各次元、

各階層での構造制

御にとどまらず、

各階層間の相互作

用の制御も必要で

あるため、材料自

身をシステムとし

て捉え、マルチス

ケールにわたる材

料開発プロトコル

の構築を意識した

研究開発を推進す

る。 

平成 28 年度は、

局所的 0 次元構造

の視点からは、ガ

スセンサ向け無機

薄膜の成長技術の

整備、超低欠陥ダ

イヤモンド合成

(窒素、ホウ素不純

物濃度1ppb以下)、

希土類ドーパント

と欠陥挙動に着目

した高品位蛍光体

単結晶開発や、単

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 単粒子診断法

の嫌気性材料への

適用の実現による

無機蛍光粉体の探

索組成域の拡張 

 

 

 

＜２次元構造＞ 

⑤ 低速イオンビ

ームを用いた最表

面原子層の構造解

析手法を開発・整

備 

 

 

⑥ ダイヤモンド

FET、ダイヤモンド

/窒化物などのヘ

テロ接合形成等の

試作 

 

＜３次元構造形成

＞ 

⑦ 結晶配向と微

構造を制御した緻

密なイオン導電体

を得るための湿式

プロセスによる粒

子作製法の開発 

 

 

 

用可能色温度を示した。粉末状単

結晶蛍光体を開発し、それを有機

物フリーで凝集することに成功

した。これにより、既存の蛍光体

チップでは達成し得ない 50W の

青色レーザー照射下での駆動と

いう極めて高い熱安定と高出力

動作を実現。 

 

グローブボックス中で大気に触

れること無く焼成物から単結晶

を採取し、ガラスキャピラリー中

に封入する手法を確立した。これ

により、嫌気性材料の結晶構造解

析が可能となり、探索組成域が拡

張された。 

 

 

低速イオンビームの表面散乱を

利用する最表面原子層の構造解

析手法を開発し、薄膜をベースに

したモデル化表面において、その

最表面原子層の構造解析に成功

した。 

 

MOCVD での成長条件最適化によ

り、単結晶 AlN/ダイヤモンドヘ

テロ構造の形成に成功し、得られ

たヘテロ接合界面に 1014/cm2 

の正孔伝導層が形成されること

を発見した。 

 

 

大気中で操作可能な原料の組み

合わせと粉砕プロセス条件の最

適化により 1400～1600℃で焼結

可能なランタン・シリケート粉末

の製造に成功した。さらに、強磁

場を用いた結晶配向付与により

YSZ と同等のイオン伝導度が得

られた。 

 

により、H30 年度の達成目標の一

部を達成したことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 構造解析に次

いで、光学特性も計測できるよう

に装置および手法を拡張する予

定。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 最表面原子層

の構造解析手法の開発等を達成。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 界面制御によ

る新規ダイヤモンド FET の開発

の道筋を立てることができた。ま

た、ゲート絶縁膜の膜厚制御によ

り MOSFET の高耐圧化への指針

を得た。 

 

 

計画通りの進捗： 今後、易焼結

性粉末の分散制御による結晶配

向性の向上と微構造制御を行う

ことで、イオン伝導度向上を目指

す。 
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粒子診断法の嫌気

性材料への適用の

実現による無機蛍

光粉体の探索組成

域の拡張等に取り

組む。材料の実装

に重要となる 2 次

元構造について

は、センサ機能解

明のための理想表

面での解析のため

に低速イオンビー

ムを用いた最表面

原子層の構造解析

手法を開発・整備

する。パワーデバ

イス開発を目的と

して、ダイヤモン

ド FET、ダイヤモン

ド/窒化物などの

ヘテロ接合形成等

の試作を行う。疑

似体液中での表面

被覆Mg合金の腐食

評価や、微細構造

を制御した細胞足

場材料の設計、生

体接着剤の生体ブ

タ血管組織に対す

る耐圧強度評価等

の材料/生体界面

の反応や相互作用

の解明・制御を進

める。さらに、より

複雑な 3 次元構造

形成に関しては、

セラミックス中の

３次元組織制御に

ついて、結晶配向

と微構造を制御し

た緻密なイオン導

電体を得るための

⑧ 特殊焼結技術

を適用した際の特

異点における緻密

化挙動の解析 

 

 

 

 

 

⑨ 超高圧力を利

用した超硬質材料 

（ cBN.Zr3N4,TaN 

等）、半導体(窒化

物、カルコパイラ

イト系) 、イオン

導 電 体 結 晶 (WO3 

系等)の創製 

 

 

 

 

 

 

⑩ ダイヤモンド

アンビルによる構

造化学的知見の集

積 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜生体応用＞ 

⑪ 疑似体液中で

の表面被覆 Mg 合

金の腐食評価 

 

 

 

緻密で微細な組織を持つセラミ

ックスの焼結の予測や挙動解析

への応用が可能な、緻密化最終段

階を記述するモデルを提案した。

さらに、外部電場の効果によっ

て、正方晶ジルコニア焼結体の超

塑性が 800℃でも発現すること

を見出した。 

 

TaN(NaCl 型及び WC 型構造)焼結

体を合成し、従来の WC 系超硬合

金を上回る硬度を得た。ZnSnN2半

導体を高圧合成し、結晶構解析を

行った上で、バンドギャップの真

値が 0.7-1.2eV であることを導

いた。また、12(SrO)7(Al2O3)結晶

が約500℃でYSZに匹敵するイオ

ン伝導性を持つことや、WO3 系で

の 4 つ の 新 規 物 質

(MgNaWO4.5,Ca2NaWO5.5 等)の存

在を見出した。 

 

 

高圧下メタテシス反応で合成さ

れた W-N ならびに Ta-N 系におけ

る各種構造の高圧下で圧縮挙動

を精査し、いずれもモノナイトラ

イドでプリズム六配位連結構造

を有する空間群 P6m2 の構造が最

も体積弾性率が高いことが明ら

かとなった。他方、今回の測定値

は数々の既報値が過大であるこ

とも示唆しており、今後も様々な

系でさらなるデータの蓄積が必

要である。 

 

Mg 合金の水酸アパタイト被覆に

より、合金の初期強度を 1週間保

持し、骨修復に要する 4週間後も

既存の生体吸収性材料のポリ乳

酸よりも高い強度を保持できる

ことを明らかにした。 

計画以上の進捗： ジルコニア粉

体の焼結時に起こる緻密化挙動

の全過程が再現・予測できる解析

手法の開発に向け、大きな進展。

さらに、酸化／還元雰囲気の効果

の検証を実施し、フラッシュ焼結

の現象解明を進める。 

 

 

計画通りの進捗： 今後は ZrN 系

硬質材料の合成を始め、新規半導

体やイオン導電体の探索的研究

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 4d, 5d 金属

窒化物における構造―体積弾性

率相関についてのデータが集積

され、大型プレスでの実用大焼結

体合成に指針をあたえることに

成功しており、超硬質材料開発に

おいて、良い連携研究となってい

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 今後は、高分

子との複合化により強度劣化を

緩和させるための材料表面修飾

手法について検討する。 
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湿式プロセスによ

る粒子作製法の開

発や特殊焼結技術

を適用した際の特

異点における緻密

化挙動の解析、ま

た生体応用につい

ては、骨芽細胞の

増殖を活性化する

無機ナノ粒子と生

体吸収性高分子か

ら成る複合骨ペー

ストの調整と特性

評価等を進める。

また、こうした階

層構築のベース、

すなわち、ホスト・

マトリックスとな

る結晶の高品位

化、本質的な機能

評価についても、

超高圧力を利用し

た 超 硬 質 材 料

（ cBN.Zr3N4,TaN 

等）、半導体(窒化

物、カルコパイラ

イト系)、イオン導

電体結晶(WO3 系

等)の創製、ダイヤ

モンドアンビルに

よる構造化学的知

見の集積を進め

る。 

 

・機能性材料創出

のための基礎・基

盤研究 

本プロジェクト

では、未来の超ス

マート社会の実現

に向け、多大なイ

ンパクトをもたら

 

⑫ 微細構造を制

御した細胞足場材

料の設計 

 

 

⑬ 生体接着剤の

生体ブタ血管組織

に対する耐圧強度

評価等の材料/生

体界面の反応や相

互作用の解明・制

御 

 

⑭ 骨芽細胞の増

殖を活性化する無

機ナノ粒子と生体

吸収性高分子から

成る複合骨ペース

トの調整と特性評

価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「機能性材料創出

のための基礎・基

盤技術」 

① 新規超伝導体

発見を目指した

種々の化合物合

 

細胞が配向した組織を再生する

ため、氷を鋳型としたマイクロ溝

パターンを有するコラーゲン足

場材料を作製した。 

 

スケソウダラ由来ゼラチンに疎

水基を導入した接着剤を用いる

ことにより、ブタ血管および肺組

織に対して効果的に耐圧強度を

増加できることを明らかにした。 

 

 

 

リン酸カルシウム粒子、高分子濃

度、固液比等を制御することによ

り、海綿骨の圧縮強度に相当する

骨ペーストが得られることを明

らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規超伝導体発見を目指し、様々

な酸化物、金属間化合物の合成を

行った。特に、極めて高品質な

 

計画通りの進捗： 今後は、得ら

れたマイクロ溝パターンを有す

るコラーゲン足場材料上におい

て細胞を用いた機能評価を行う。 

 

計画以上の進捗： 筑波大および

医療機器メーカーとの協働にお

いて、ブタ摘出肺に形成した胸膜

欠損に開発剤を適用し、生物組織

に近い耐圧、すなわち、実用に好

適な強度であることを実証。 

 

 

計画通りの進捗： 今後の医学応

用を見据え、医学部整形外科との

共同研究へ発展させていきたい

と考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： Sr2RuO4の高磁

場領域における新奇超伝導相の

発見はこの物質の超伝導メカニ
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し得る革新的な次

世代機能性材料の

開発を目指す。具

体的には、機構が

すでに先導的地位

を保っている「超

伝導機能材料」「強

相関機能材料」「分

子性機能材料」「ナ

ノ構造機能材料」

の４つの材料に関

して、新規材料合

成、単結晶育成、構

造・組成解析、微細

加工技術の高度

化、伝導・磁性・光

学物性評価、デバ

イス応用など、一

連の研究を総合的

に遂行する。これ

によって、IoT や

自動運転などで求

められるセンサ

や、次世代の省電

力コンピューティ

ングなどに向けた

量子機能に資する

新規機能材料を創

出する。 

特に「超伝導機

能材料」では、新超

伝導材料や新機能

の探索、超伝導体

の電子状態や超伝

導メカニズムの解

明を通して、テラ

ヘルツ発振素子、

ボルテックスを利

用した次世代高速

省電力デバイス等

の研究開発を行

う。「強相関機能材

成、超伝導体の高

品質化、高 Tc化を

達成する 

 

 

② 鉄系超伝導体、

有機超伝導体等の

超伝導相図の決定

や、微小高温超伝

導体中に閉じ込め

られた渦糸量子系

の相状態の決定、

さらに高機能固有

ジョセフソン接合

での THz 発振特性

を解析する 

 

③ 顕著な電子相

関を期待できる新

規遷移金属化合物

等の合成と新規機

能性の探求や、第

一原理計算による

特性予測、発現機

構の解明を進める 

 

 

④ 立体的に造り

込まれた分子構造

と物性・機能相関

の精査、およびそ

の精密集積構造を

可能とする集積化

手法の確立、高度

化を通して所望の

電気的、光化学的

特性を示す分子性

機能材料を開発す

る 

 

⑤ 広いπ平面を

有する大環状化合

Sr2RuO4 の単結晶合成に成功し、

高品質な単結晶のみで発現する

新奇超伝導相を高磁場領域で発

見した。 

 

鉄系超伝導体 FeSe の高圧反強磁

性相のフェルミ面観測に成功し

た。高圧下超伝導体κ-(BEDT-

TTF)2Cu2(CN)3 においてスピンの

量子臨界現象を発見した。微小

Bi2212 単結晶の渦糸格子融解温

度に特異な渦糸数依存性を発見

した。固有ジョセフソン接合スタ

ックへの弱磁場印加による安定

高出力発振を実現した。 

 

 

顕著な電子相関を特徴とする強

磁性絶縁体の創製に成功した。ま

た、第一原理計算を含む理論的研

究によって、発現機構の解明が進

展した。マルチフェロイック酸化

物の強誘電/強磁性ドメインスイ

ッチの可視化に成功した。新規の

非鉛圧電材料を創製した（特許出

願中）。 

 

立体的に造り込まれた分子、高分

子の合成を行い、物性・機能の評

価を行った。そのうち、常圧下で

金属伝導を示す純有機テトラチ

アフルバレン誘導体を発見した。

また、π電子系物質の 1 次元、2

次元精密集合体構築とその電子

状態制御、広いπ平面を有するフ

タロシアニンを用いた有機フラ

ッシュメモリの開発、ポリアニオ

ンを検出可能な白色発光性有機

ナノ粒子の開発に成功した。 

 

1 次元、2 次元精密超分子重合系

のメカニズム解明、共役高分子の

ズムの解明に大変重要な知見を

もたらした。 

 

 

 

計画通りの進捗： FeSe は鉄系

超伝導体の電子状態解明の鍵と

なる物質で、フェルミ面を観測し

たことは重要である。弱い磁場で

THz 発振が強化できることは今

後の発展につながる成果である。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 技術的重要度

が高い室温磁性半導体の開発に

向けた新展開が得られた。さら

に、理論予測、関連物質・周辺物

質の研究を通して、材料化に向け

た基盤整備、特性向上を図る予定

である。 

 

 

 

計画以上の進捗： 常圧下で金属

伝導を示す、新規テトラチアフラ

バレン誘導体の発見は、新規な有

機導電性材料の設計に大変重要

な知見をもたらすもので、計画以

上の進展があった。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 1 次元、2 次

元のリビング超分子重合系のメ
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料」では電子の強

相関性に基づく新

たな量子機能を見

出し、そのメカニ

ズム解明を通し

て、メモリ、センサ

等の次世代量子機

能性デバイスを目

指した研究開発を

行う。「分子性機能

材料」では、立体的

に造り込まれた分

子構造と物性・機

能相関の精査とそ

の精密集積構造を

可能とする集積化

手法を高度化・確

立し、高電気伝導

性を持たせる等革

新的分子性機能材

料の研究開発を行

う。「ナノ構造機能

材料」では、セン

サ、無線通信、情報

処理などの要素技

術を発展させ、半

導体ナノ構造、フ

ォトニック結晶、

非線型光学材料等

の研究開発を行

う。具体的には、電

子冷却可能な 80 K 

以上の高温で動作

し、かつ現行の 2 

倍の高輝度の量子

光源の実現に向け

た技術開発を行

う。また、水銀、カ

ドミウム等の有毒

元素を含まない量

子効率 10 %級の赤

外検出器や現行の

物を利用した精密

超分子重合系のメ

カニズムを明らか

にしつつ、既存有

機・ナノ物質の精

緻なプロセス制御

法を利用したデバ

イス応用を試みる 

 

⑥ III-V 族半導

体系量子ドットを

用いた量子光子源

の開発を進め、50K 

超での動作実証及

び、電流注入型量

子光発光素子構造

の創製とそれを用

いた単一量子ドッ

トからの単一光子

発生を実証する 

 

⑦ 極薄ノンアロ

イオーミックコン

タクト界面の設

計・製作方法を確

立する 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる機能探索型や

手法探索型の研究 

 

 

 

 

末端処理による有機薄膜太陽電

池特性の向上、有機トランジスタ

の高移動度化に有効な高撥水性

表面への高分子有機半導体の塗

布法の確立、1.5 インチ基板上へ

の金ナノ粒子 2 次元集積化手法

の確立とインフルエンザ A 検出

への応用を行った。 

 

GaAs 量子ドットにおける量子も

つれ光子対発生の耐温度特性お

よび耐環境特性の評価を行い、当

年度の目標動作温度を上回る

60K での動作を実証した。また、

(111)面成長におけるドーピング

手法を高度化することで、高対称

量子ドットを発光源とする LED

構造を実現し、電流駆動での単一

光子発生および量子もつれ対発

生の観測に成功した。 

 

電子・光制御ナノ構造の融合によ

る赤外検出器の実現に向けて、シ

リコンデルタドーピング技術を

適用することにより、厚さ 30nm

の極薄ノンアロイオーミックコ

ンタクト（接触抵抗値 8x10-5[Ω・

cm2]）を実現。また、このドーピ

ング技術を適用して、極薄低抵抗

電流入出力構造を持つメタ表面

赤外線検出器素の試作に成功し

た。 

 

 

 

シーズ育成研究の特徴的成果 

① 層状無機化合物と金属錯体ポ

リマーを複合し、エレクトロクロ

ミックデバイスの動作電圧の低

下に成功。 

 

② センサ材料開発の過程で見出

カニズム解明と、そのサイズ制御

に関する成果は、分子からなる精

密集積構造構築に大変重要な知

見をもたらした。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 今後は H28 年

度に作製した電流駆動素子の温

度特性、耐環境特性を評価する。

実用化への問題点を抽出し、特

に、さらなる温度特性向上へ向け

た新設計を提案する。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 今後はメタ表

面・量子ナノ構造双方の最適構造

設計手法の構築、赤外検出器評価

システムの構築、赤外検出器の検

出効率の評価を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 目的としたセ
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10 倍以上の感度

を持つセンサ材料

の作製技術を確立

する。 

平成 28 年度は、

新規超伝導体発見

を目指した種々の

化合物合成、超伝

導体の高品質化、

高 Tc 化を達成す

る。鉄系超伝導体、

有機超伝導体等の

超伝導相図の決定

や、微小高温超伝

導体中に閉じ込め

られた渦糸量子系

の相状態の決定、

さらに高機能固有

ジョセフソン接合

での THz 発振特性

を解析する。顕著

な電子相関を期待

できる新規遷移金

属化合物等の合成

と新規機能性の探

求や、第一原理計

算による特性予

測、発現機構の解

明を進める。立体

的に造り込まれた

分子構造と物性・

機能相関の精査、

およびその精密集

積構造を可能とす

る集積化手法の確

立、高度化を通し

て所望の電気的、

光化学的特性を示

す分子性機能材料

を開発する。広い

π平面を有する大

環状化合物を利用

 

 

 

した Ti4O7の合成法が触媒開発の

視点で注目され、企業連携研究と

してスピンアウトした。 

 

③ 量子ビット実現に向けた Si

結晶中への高濃度ビスマス層の

形成について、放射光を使った構

造解析に成功した。 

 

④ ポラリトンを伝搬する結晶の

エバネッセント光を、ガラス微小

球を用いて捉える手法を開発し、

ポラリトンは励起位置から等方

的に伝搬していることが初めて

明らかにした 

 

⑤ La 添加 BaFiO3薄膜で、応力を

印加することによって、強誘電性

ドメイン、強磁性ドメインが同時

にスイッチする様子を捕らえる

ことに成功した。 

 

⑥ Ba(Al,Si)7N10:Eu,Li蛍光体の

組成・構造・物性相関を検討し、

Li 添加量による発光特性変化を

見出し、白色発光する蛍光体実現

の可能性を示した。 

 

⑦ ダイヤモンド表面の洗浄工程

での液滴泳動の観察から、比較的

低温での Leidenfrost 効果発現

を見出し、そのモデルを構築。 

 

⑧ 添加物の検討により、難焼結

性の SnO2 の高密度焼結体の作成

や、La2O3 セラミックスの潮解性

の抑制に成功。 

ンサ材料にとどまらず、触媒応用

の技術シーズとして発展。 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 左記の発見は、

開発過程でのセレンディピティ

ー(副産物)として得られ、学界で

注目されている。 

 

計画通りの進捗 
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した精密超分子重

合系のメカニズム

を明らかにしつ

つ、既存有機・ナノ

物質の精緻なプロ

セス制御法を利用

したデバイス応用

を試みる。III-V 

族半導体系量子ド

ットを用いた量子

光子源の開発を進

め、50K 超での動

作実証及び、電流

注入型量子光発光

素子構造の創製と

それを用いた単一

量子ドットからの

単一光子発生を実

証する。電子・光制

御ナノ構造に関し

ては、設計手法の

基本部分を構築

し、両ナノ構造の

集積化の基盤要素

となる極薄ノンア

ロイオーミックコ

ンタクト界面の設

計・製作方法を確

立する。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－２ エネルギー・環境材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 32(31) 

/94(42) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 102.2

（65） 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  15       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 27       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、エ

ネルギーバリュー

チェーンの最適化

に向け、多様なエ

ネルギー利用を実

現するためのネッ

トワークシステム

の構築に向けたエ

ネルギー・環境材

料の開発を行う。

具体的には、太陽

電池、全固体二次

電池、空気電池、燃

料電池、水素製造

システム、熱電デ

バイス等に関わる

材料を開発し、そ

のシステム化やデ

バイス化の実現を

目指す。また、エネ

ルギー変換・貯蔵

の基盤としての電

極触媒を開発する

ほか、理論計算科

学による機構解

明・材料設計やマ

テリアルズ・イン

フォマティクスの

活用等により、エ

ネルギー・環境材

料の開発を加速す

る。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

に取り組む。 

 本領域では、エ

ネルギーバリュー

チェーンの最適化

に向け、多様なエ

ネルギー利用を実

現するためのネッ

トワークシステム

の構築に向けたエ

ネルギー・環境材

料の開発を行う。

具体的には、太陽

電池、全固体二次

電池、空気電池、燃

料電池、水素製造

システム、熱電デ

バイス等に関わる

材料を開発し、そ

のシステム化やデ

バイス化の実現を

目指す。また、エネ

ルギー変換・貯蔵

の基盤としての電

極触媒を開発する

ほか、理論計算科

学による機構解

明・材料設計やマ

テリアルズ・イン

フォマティクスの

活用等により、エ

ネルギー・環境材

料の開発を加速す

る。 

 TIA の中核的プ

ロジェクトでもあ

るナノ材料科学環

境拠点（GREEN）、及

び、次世代蓄電池

研究開発支援のた

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・無劣化ペロブスカイト太陽電池の実現 

ペロブスカイト太陽電池では、塩化メチルアミン（MACｌ）雰囲気下で

のプロセスを導入することによって低欠陥で 1000 時間を超える安定性

を示す高品位セルの作製に成功し、計画より大きな進展を得た。この成

果は、実使用に耐えるペロブスカイト太陽電池を量産可能なプロセスで

初めて実証したものである。 

 

・超高エネルギー密度リチウム空気二次電池のための正極開発・反応解

析 

 空気電池の研究において、空気正極におけるカーボンナノチューブ

（CNT）の採用と分散状態の制御により 30 mAh/cm2に迫る大容量化に成

功した。この値は現行リチウムイオン電池の 10 倍以上であり、リチウ

ム空気電池が真に高エネルギー密度の電池となりうることを世界で初

めて示したものである。 

 

・理論と実験の融合による高活性非白金電極触媒の開発 

酸素還元電極触媒として実証済の絶縁性窒化ホウ素（BN）ナノシートが、

水素発生電極触媒としても機能することを見出し、理論計算に基づき活

性点が BN のエッジであることを示した。BN のサイズ制御によるエッジ

割合増加の結果、過電圧が白金に対して僅か 30mV に迫るという、非白

金電極では世界トップクラスの画期的な特性を得た。また、計算化学的

予測に基づく金ナノ粒子による BN の酸素還元活性向上とグラファイト

状窒化炭素による金電極の活性化を実現した。理論計算に基づきこれま

での常識を覆す電極触媒設計の提案を行い、実験的に実証した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・エネルギー、環境材料は、過酷環境下での長時間の特性変化を慎重に

見極めた上での実用化判断が不可欠と考えられるため、使用中に想定さ

れる経年変化等を客観的に評価し、ゼロリスクと信頼性を保証するため

の仕組みづくりを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

このプロジェクト

により、2022 年度

までに特に以下の

技術目標を達成す

る。 

・水素製造触媒・分

離膜、及び水電解

用電解質膜材料を

確定し、長期運転

可能でかつプロト

タイプで社会実装

への検証が可能な 

1 L/min の流量を

もつ水素製造可能

デバイスを実現す

る。 

・現行リチウムイ

オン電池のエネル

ギ ー 密 度 （ 200 

Wh/kg）を全固体電

池で、現行電池の

延長線上では到達

不 可 能 な  500 

Wh/kg を空気電池

で、コミューター

等への利用を可能

とする 150 Wh/kg 

をスーパーキャパ

シタで実現するた

めの材料を開発す

る。 

・低温排熱で発電

可能な現行熱電材

料の室温～600 K 

域における有効最

大出力（温度差 

50 °C で 2～3 

W/m 、 温 度 差 

250 ° C で  50 

W/m）をユビキタス

元素系熱電材料で

達成し、それを用

めに設置された設

備群である蓄電池

基盤プラットフォ

ーム（蓄電 PF）を

領域内に取り込

み、他機関や産業

界と連携しつつ、

エネルギー・環境

材料の開発に必要

な基盤研究を推進

する。GREEN で確

立したオープンラ

ボ等の支援システ

ムを GREEN の対象

外の研究について

も適用するととも

に、蓄電 PFの技術

支援を充実させる

ことで、人材育成

を含めた拠点機能

及び橋渡し機能を

強化し、社会実装

につなげる。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

に取り組み、平成

28 年度においては

以下の研究を実施

する。 

 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

 本プロジェクト

では、エネルギー

バリューチェーン

の最適化に向け、

多様なエネルギー

利用を実現するた

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「エネルギー変

換・貯蔵システム

用材料の基盤研

究」 

＜太陽電池＞ 

① 高品位ペロブ

スカイト薄膜の作

製法ならびに原子

スケールでの構造

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ペロブスカイト太陽電池では、

MACl 雰囲気下でのプロセスを導

入することによって低欠陥で

1000 時間を超える安定性を示す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 高い安定性を

有する高品位セルの作製、および

傾斜組成ヘテロ接合技術による

世界レベルの効率を達成し、計画

・エネルギー・環境材料開発という明確な目標を設定した組織編成で研

究を進め、期待以上の成果を挙げた。特に、ペロブスカイト型太陽電池

実用化の必須要件である耐久性を飛躍的に向上させたことを高く評価

する。 

・具体的な材料開発と並行して、理論（計算化学）による材料設計指針・

パラダイムを確立していく研究手法は、新たな BN 電極触媒を見出した

成果もさることながら、今後の研究開発における強力な推進手法として

期待できる取組である。 

・多岐に渡るテーマにおいて多くの材料シーズや評価技術が提案された

ことを評価する。また基礎基盤研究拠点としての機能も世界トップクラ

スであることを評価する。 

・CNT を用いた電極大容量化（30mAh/cm2)技術の開発を評価。Newton で

紹介されるなど、科学的意義が認められる。 

・ペロブスカイト薄膜の量産可能プロセス開発と耐久性確保の実現を評

価する。 

・ＧＲＥＥＮ、蓄電池基盤プラットフォームの運用への貢献を評価する。 

・テーマ設定（社会実装ターゲット、そのための研究テーマ）、資金（外

部連携の活用）、人材（海外連携、国内大学からの受け入れ）が明確な方

針のもと運用されており、マネジメントは良好である。 

・シーズ研究でも成果が出たことを評価する。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

いた素子の開発を

行う。 

・燃料電池酸素極

及び水電解水素極

の過電圧が白金比

100 mV 以下で現行

白金触媒を費用対

効果で上回り、か

つ現行触媒と同等

の安定性を持つ非

白金触媒を実現す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、中

温燃料電池用の無

加湿電解質膜や完

全非貴金属の電極

触媒など、最終シ

ステムを意識しつ

つ、エネルギーの

高効率変換と貯蔵

に関わる大きなブ

レークスルーに繋

がるような探索研

究を行う。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、産学独

が連携する研究拠

点として設置さ

れ、TIA の中核的プ

ロジェクトでもあ

るナノ材料科学環

境拠点（GREEN）、及

び、次世代蓄電池

研究開発支援のた

めに設置された設

備群である蓄電池

基盤プラットフォ

ーム（蓄電 PF）を

領域内に取り込

み、活用する。

めのネットワーク

システムの構築を

意識したエネルギ

ー・環境材料の開

発を行う。クリー

ンで経済的なエネ

ルギーネットワー

クシステムを実現

する上において材

料科学が大きな役

割を担う太陽電

池、全固体二次電

池、空気電池、燃料

電池、水素製造シ

ステム、熱電デバ

イス等に関わる材

料開発を、システ

ム化・デバイス化

を明確に目指して

行う。さらに、エネ

ルギー変換・貯蔵

の基盤としての電

極触媒の開発、理

論計算科学による

機構解明・材料設

計、及びマテリア

ルズ・インフォマ

ティクスの活用等

により、材料開発

を加速する。 

 特に、太陽電池

では、ペロブスカ

イト型太陽電池の

効率・安定性の向

上のためのメカニ

ズム解明と材料開

発を行う。化合物

半導体太陽電池で

は、Ⅲ族窒化物系

ならびに量子ドッ

ト系の開発を進め

る。水素製造・利用

観察や計測技術を

確立し、薄膜伝導

特性等の評価から

デバイスの基礎物

性を明らかにする 

 

 

 

 

 

② 化合物半導体

材料の混晶化によ

るバンドギャップ

の制御性の検討と

高品質化を行う 

 

 

 

 

 

＜水素関連材料＞ 

③ 水素製造用触

媒では触媒反応温

度領域においてマ

ルテンサイト相変

態が期待される金

属間化合物を調査

し、ナノ相分離触

媒のコーキング耐

性と反応温度低下

に向けた指針を得

るとともに、V合金

膜の水素透過精製

におけるメタノー

ル分解への適合性

を評価する 

 

④ 高温水電解用

電解質膜の合成指

針、量子ビームに

よる CeO ナノワイ

ヤ電極表面の活性

高品位セルの作製に成功した。ま

た傾斜接合ヘテロ界面制御技術

の開発・高効率化を実現するとと

もに、正孔輸送層の開発、プロー

ブ顕微鏡による観察技術の構築

を行った。またキャパシタンス測

定によるデバイス評価、プローブ

顕微鏡によるデバイス物性の解

明に取り組んだ。 

 

InGaN 窒化物混晶を対象に、バン

ドギャップ内の欠陥評価のため

のシステム構築を進め、欠陥準位

の定量化および基板材料による

欠陥密度の相違を明らかにした。

また GaAs に窒素を導入した新規

太陽電池において、開放電圧が実

効バンドギャップの変化と相反

する振る舞いなど特異な特性を

見出した。 

 

水素製造触媒では有望な Cu-Zn-

Al 合金を選定し、相変態挙動を

昇温XRDなどで評価した。Ni-Y合

金のナノ相分離構造制御によっ

て、低温活性メタン転換触媒を創

成した。本触媒は従来触媒より

200 度以上低温において、メタン

転換効率 95％超を実現。水素透

過膜ではメタノール分解反応へ

の適用は水蒸気の影響で困難で

あるが、アンモニア分解ガスから

の水素抽出に有望であることを

明らかにした。 

 

 

 

水電解では安価なエンジニアリ

ング・プラスチックのポリフェニ

ルスルホン（PPSU）構造に注目し、

モノマーから合成して高イオン

交換容量（5.35 meq/g）を持つ電

より大きな進展を得た。また計測

手法、デバイス物性についても着

実な進展が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 当初研究計画

のメタン／水素転換反応の低温

化への材料設計指針の獲得に加

え、H28 年度に発見した新規触媒

である Ni-Y 合金触媒において、

従来の動作温度（800℃以上）を

大きく下回る 600℃以下でのメ

タンから水素への転換効率 95%

以上を達成した。水素製造工程に

おける天然ガス燃焼損失の大幅

削減に道を拓く成果と評価でき

る。 

 

 

 

 

計画通りの進捗 
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る。 

 

【エネルギー・環境材

料領域】 

多様なエネルギー利

用を実現するための材

料開発を行うものとす

る。また、最終システム

を意識しつつ、エネル

ギーの高効率変換等に

関わる大きなブレーク

スルーに繋がる次世代

の技術シーズを探索す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GREEN では、計算－

計測－材料開発の

融合研究を推進す

るオールジャパン

のイノベーション

ハブとして、太陽

光から出発するエ

ネルギーフローの

共通課題解決を参

画機関、招聘研究

者、さらにはオー

プンラボ研究者の

参画を得て進め

る。GREEN で確立し

たオープンラボ等

の支援システムを

GREEN の対象外の

研究についても適

用するとともに、

蓄電PFの技術支援

を充実させること

で、人材育成を含

めた拠点機能及び

橋渡し機能を強化

し、社会実装につ

なげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料では、水素製

造触媒・分離膜な

らびに水電解用電

解質膜の材料系を

確定し、デバイス

を試作するととも

に、長寿命化を図

る。蓄電材料では、

現行デバイスと差

別化可能な全固体

電池、空気電池、ス

ーパーキャパシタ

のための材料系を

確立する。熱電材

料では、熱エネル

ギー回収用に向

け、室温～600 K の

範囲における現行

材料の性能をユビ

キタス元素系材料

で達成し、その材

料を用いて素子の

開発を行う。これ

ら各デバイスに特

化した材料開発に

加え、共通基盤材

料として燃料電池

酸素極を、また、水

電解水素極として

小さな過電圧と安

定性を示す非貴金

属触媒を、それぞ

れ実現するととも

に、これらの材料

開発を加速するた

めの界面現象に対

する理論計算技

術、新規材料探索

手法及び高効率大

規模計算技術を確

立する。 

 平成 28 年度は、

化評価から、燃料

電池の省白金化へ

の指針を得る 

 

 

 

 

 

＜蓄電材料＞ 

⑤ 全固体電池に

おける課題抽出、

空気電池における

充電過電圧の理解

を進める 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 強酸化処理に

よるキャパシタ用

単層グラフェンの

合成条件を確立す

る 

 

 

 

 

＜熱電材料＞ 

⑦ 現行のBi-Te系

材料における熱電

特性を計算科学お

よび輸送特性評価

で精査するととも

に、結晶異方性が

熱電特性に与える

影響を調べること

で材料の理解を深

め、物質探査の基

礎的知見とする 

解質を開発した。20 kGy(キログ

レイ)の電子線を照射すること

で、Pt-CeOx 界面特有の表面状態

が形成されることを電子分光法

による分析で確認し、併せて酸素

還元活性の向上も確認した。この

結果をもとに特許１件を出願し

た。 

 

空気電池の研究では、空気正極に

おける CNT の採用と分散状態の

制御により 30 mAh/cm2に迫る大

容量化に成功するとともに、リチ

ウム負極の研究では蒸着膜を用

いた配向性制御による電析過程

の改善効果を確認した。また、固

体電池においてはケイ素負極に

おけるサイクル特性を向上させ、

高エネルギー密度化の可能性を

明らかにした。 

 

グラファイトからの電極用グラ

フェンの量産化、ナノポアの高密

度導入、カーボンナノチューブス

ペーサーグラフェン積層化検討

に加え、グラフェン積層電極にお

けるポアサイズと電解液イオン

の吸着特性を明らかにした。 

 

 

 

BiTe 系材料を用いた基礎的検討

から、電子構造、結晶対称性、組

成および複合構造に関する有益

な物質探査・材料設計の指針を得

た。これに基づいて Fe-Al 系、Fe-

Si 系、Al-Fe-Si 系、Mg-Si 系お

よび Si クラスレート系で物質探

査を行い、Al-Fe-Si 系で有望な

新規半導体相を見出すと共に、バ

ンド構造制御により Fe-Si 系の

高性能化と低温度領域化を同時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： リチウム・空

気電池では、計画した充電過電圧

の理解を進める中において、現行

リチウムイオン電池と比較して

10 倍以上の高容量化が可能であ

ることを実証した。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 計画は Bi-Te

系材料の基礎的検討と新物質の

探索であったが、並行して進めた

高温用（800～1100 K）材料であ

る Fe-Si 系材料の適用温度域の

低温度化と高性能化の検討にお

いて、400 K で Bi-Te 系の約 1/3

の出力因子を示す材料を前倒し

で開発した。 
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太陽電池関連の研

究として高品位ペ

ロブスカイト薄膜

の作製法ならびに

原子スケールでの

構造観察や計測技

術を確立し、薄膜

伝導特性等の評価

からデバイスの基

礎物性を明らかに

する。また、化合物

半導体材料の混晶

化によるバンドギ

ャップの制御性の

検討と高品質化を

行う。水素関連材

料として、水素製

造用触媒では触媒

反応温度領域にお

いてマルテンサイ

ト相変態が期待さ

れる金属間化合物

を調査し、ナノ相

分離触媒のコーキ

ング耐性と反応温

度低下に向けた指

針を得るととも

に、V 合金膜の水

素透過精製におけ

るメタノール分解

への適合性を評価

する。また、高温水

電解用電解質膜の

合成指針、量子ビ

ームによる CeO ナ

ノワイヤ電極表面

の活性化評価か

ら、燃料電池の省

白金化への指針を

得る。蓄電材料の

研究では、全固体

電池における課題

 

＜電極触媒＞ 

⑧ 計算化学と実

験を融合して新た

な非貴金属触媒の

開発を進める。具

体的には種々の窒

化ホウ素ナノ構造

体について燃料電

池用酸素還元反応

触媒としての高活

性発現の最適条件

を探るとともに、

他反応への展開を

図る。また、窒素、

硫黄、ホウ素ドー

プカーボンを材料

とした、リチウム

空気電池用非金属

触媒の合成に着手

する。 

 

＜計算科学＞ 

⑨ バイアス印加

効果を考慮可能な

連続体近似を包含

した第一原理電気

化学反応計算手法

の開発、第一原理

計算をベースにし

た配置空間を広範

囲にカバーできる

古典力場の開発を

進める。 

 

⑩ リチウムイオ

ン電池、全固体電

池等の出口課題に

おける電極-電解

質（電解液）界面現

象の解明に取り組

む 

に実現した。 

 

酸素還元電極触媒として実証済

の絶縁性 BN ナノシートが、水素

発生電極触媒としても機能する

ことを見出し、理論計算に基づき

活性点が BN のエッジであること

を示した。BN のサイズ制御によ

るエッジ割合増加の結果、過電圧

が白金に対して僅か 30mV に迫る

画期的な活性を示した。また、計

算化学的予測に基づく金ナノ粒

子による BN の酸素還元活性向上

とグラファイト状窒化炭素によ

る金電極の活性化を実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

DFT-MD コードへの vdW 相互作用

の導入、大規模 GW 計算プログラ

ム WEST の展開およびスピン・軌

道相互作用の機能の実装を行い、

インフォマティクスのため高精

度機械学習古典ポテンシャル作

成手法の開発および機械学習に

対する線形回帰による全状態解

析法を準備した。 

 

 

 

金属担持酸化物触媒における特

異な水分解挙動、蓄電池系におけ

る正極界面イオン分布、溶媒和イ

オン液体の微視的溶媒和構造を

明らかにした。また、超濃厚電解

液の高電圧耐性、水を含んだ新た

な濃厚電解液の微視的機構の解

 

 

計画以上の進捗： 計算化学と実

験との連携により、絶縁体である

BN ナノシートが計画時における

酸素還元のみならず水素発生触

媒としても機能し、さらに白金に

迫る性能を示したことは、電極触

媒探索の可能性を予想を超えて

広げ、電極触媒研究に大きなイン

パクトを与えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 実験との共同

研究においてはインパクトの高

い成果が得られている。 
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抽出、空気電池に

おける充電過電圧

の理解を進める。

さらに、強酸化処

理によるキャパシ

タ用単層グラフェ

ンの合成条件を確

立する。熱電材料

の研究では、現行

の Bi-Te 系材料に

おける熱電特性を

計算科学および輸

送特性評価で精査

するとともに、結

晶異方性が熱電特

性に与える影響を

調べることで材料

の理解を深め、物

質探査の基礎的知

見とする。触媒材

料に関しては、酸

素還元反応に対す

る種々の窒化ホウ

素ナノ構造体にお

いて燃料電池用触

媒としての高活性

機能が発現する最

適条件を探るとと

もに、窒素、硫黄、

ホウ素ドープカー

ボンを材料とし

た、リチウム空気

電池用非金属触媒

の合成に着手す

る。また計算化学

を利用した新たな

非貴金属触媒の開

発を進める。計算

科学の分野では、

バイアス印加効果

を考慮可能な連続

体近似を包含した

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よるエネルギーの

高効率変換と貯蔵

に関わる大きなブ

レークスルーに繋

がるような探索研

究 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

ナノ材料科学環境

拠点（GREEN） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池基盤プラッ

トフォーム（蓄電

PF） 

析を行った。 

 

 

 

微生物を利用した電極触媒に関

する研究では、小分子による電子

移動速度の自在制御を達成し、新

規な触媒反応としてアンモニア

酸化反応を見出した。 

 

 

 

 

 

 

ナノ材料科学環境拠点では、従来

からの 4分野すなわち計算分野、

計測分野、電池分野、太陽光利用

分野に加えて、新たに技術統合化

ユニットを 2016 年 10 月に設置

して、社会システム全体を俯瞰し

た技術統合と理論・計測・材料創

製との協働による材料開発への

取り組みを開始した。オープンラ

ボによる外部研究者の受け入れ

などを継続し、開かれた研究拠点

として大学や企業における研究

開発の加速にも貢献した。特にマ

イクロ電極を用いた金属負極の

研究では、金属リチウムの析出形

態に関する新たな知見が得られ、

金属リチウム負極開発の重要な

指針となった。 

 

蓄電池基盤プラットフォームで

は、「JST 先端的低炭素化技術開

発（ALCA）特別重点技術領域 次

世代電池（次世代蓄電池研究加速

プロジェクト（SPRING））」と連携

し、同プロジェクトで実施される

次世代蓄電池の研究開発を優先

的に支援した他、蓄電池の開発に

 

 

 

 

計画以上の進捗： 微生物利用電

極触媒に関する有望シーズの探

索・発見を数年後の目標としてい

たところ、一年度目に新規な触媒

反応を見出した。エネルギー創出

型の排水中アンモニア処理に繋

がる社会的インパクトの大きい

成果である。 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 
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第一原理電気化学

反応計算手法の開

発、第一原理計算

をベースにした配

置空間を広範囲に

カバーできる古典

力場の開発を進め

るとともに、リチ

ウムイオン電池、

全固体電池等の出

口課題における電

極-電解質（電解

液）界面現象の解

明に取り組む。 

関わる大学、独法、民間企業等へ

の支援を行った。支援件数は

ALCA-SPRING 関係が 24 件（延べ

880 日）、それ以外が 40件（延べ

669 日）であった。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－３ 磁性・スピントロニクス材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 15(13) 

/56(32) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 71.3 

(40) 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  12       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 9       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、ク

リーンで経済的な

エネルギーシステ

ムの実現に貢献す

る磁性材料の開発

と情報通信技術分

野の省エネに繋が

る大容量メモリ、

ストレージ技術に

不可欠なスピント

ロニクス素子を開

発する。磁石、メモ

リ、ストレージデ

バイスでは、原子

レベルで構造を制

御した強磁性体と

非磁性体の複相構

造を大量生産に向

く手法で作り込ま

なければならない

ため、そのための

ナノ構造制御技

術、成膜技術、微細

加工技術を発展さ

せる。材料・デバイ

スの構造をミク

ロ・ナノ・原子レベ

ルのマルチスケー

ルで評価し、強磁

性／非磁性複合構

造から得られる磁

気特性・伝導特性

を理論的に予測

し、それを指針と

しつつ、材料のポ

テンシャルを最大

限に生かした磁

気・伝導特性を発

 本領域では、ク

リーンで経済的な

エネルギーシステ

ムの実現に貢献す

る磁性材料の開発

と情報通信技術分

野の省エネに繋が

る大容量メモリ、

ストレージ技術に

不可欠なスピント

ロニクス素子を開

発する。磁石、メモ

リ、ストレージデ

バイスでは、原子

レベルで構造を制

御した強磁性体と

非磁性体の複相構

造を大量生産に向

く手法で作り込ま

なければならない

ため、そのための

ナノ構造制御技

術、成膜技術、微細

加工技術を発展さ

せる。材料・デバイ

スの構造をミク

ロ・ナノ・原子レベ

ルのマルチスケー

ルで評価し、強磁

性／非磁性複合構

造から得られる磁

気特性・伝導特性

を理論的に予測

し、それを指針と

しつつ、材料のポ

テンシャルを最大

限に生かした磁

気・伝導特性を発

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・次世代磁気記録技術のためのホイスラー合金を用いた面直電流型巨大

磁気抵抗素子（CPP-GMR 素子）開発 

 2Tbit/in2を超えるハードディスクドライブ（HDD）用再生ヘッド開発

を目的として、高スピン分極材料のホイスラー合金と非磁性スペーサー

を用いた CPP-GMR 素子を開発した。物質・材料研究機構開発のホイスラ

ー合金 Co2FeGa0.5Ge0.5電極と Ag スペーサー界面に極薄の NiAl 層を挿入

することにより、磁気抵抗比を 82%（従来の 1.5 倍、世界最大値）まで

増大させることに成功した。 

 

・新規トンネルバリア MgGa2O4を用いた低抵抗トンネル磁気抵抗素子 

 垂直強磁性トンネル接合の要素技術として、Fe系合金を中心とした新

規垂直磁化電極材料やスピネル酸化物などの新規トンネルバリア材料

の開発を推進した。素子化プロセスの検討も行っており、従来材料であ

る CoFeB/MgO において素子抵抗の低減が未達であるものの、150%の磁気

抵抗比を示す素子を実現した。世界初 MgGa2O4 などの新規バリア材料の

開発により、素子抵抗を低減することに成功した。 

 

・化合物半導体 CuIn0.8Ga0.2Se2（CIGS）を障壁層に用いた超低抵抗・高出

力強磁性トンネル素子 

 世界で初めて、CIGS 半導体スペーサーを用いたエピタキシャル巨大磁

気抵抗素子で磁気記録に最適な低抵抗（RA ～0.1-0.2mΩμm2）で最大出

力 25mV を実現した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・それぞれの領域でいくつかの画期的な成果が得られており、今後の社

会実装で大きな価値形成をするための研究開発マネジメントを期待す

る。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・「磁性・スピントロニクス材料研究拠点」という第 4期の組織体制は研

究目標が明確で、成果の位置づけもわかりやすい。 

・世界最高水準のスピントロニクス材料、新規バリア材料、ネオジム磁
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

現する磁石やメモ

リ・ストレージデ

バイスを開発す

る。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究に取

り組む。 

このプロジェクト

により、2022 年度

までに特に以下の

技術目標を達成す

る。 

・ネオジム磁石に

ついて、複相構造

の界面を原子レベ

ルで制御すること

により、希少金属

を使わずに現行の

ジスプロシウム含

有磁石よりも優れ

た特性（200 C にお

いて、保磁力 μ

0Hc>0.8 T、最大エ

ネ ル ギ ー 積 

(BH)max>150 

kJ/m3）の磁石を開

発する。また新規

磁石化合物の探索

を行う。 

・室温ハーフメタ

ル材料を開発し、

それを用いて従来

よりも飛躍的に優

れた特性の磁気抵

抗素子やスピント

ルク発信素子を実

証する。具体的に

はホイスラー合金

現する磁石やメモ

リ・ストレージデ

バイスを開発す

る。元素戦略磁性

材 料 研 究 拠 点

（ESICMM）の運営

を通して、次世代

永久磁石開発に必

要な基盤研究を他

機関ならびに産業

会と連携しつつ推

進する。また、次世

代省エネメモリと

して注目されてい

る磁気メモリや磁

気ストレージ技術

を実現させる磁気

抵抗素子開発の基

盤研究では、他法

人・産業界と連携

するオープンイノ

ベーション活動に

より社会実装を促

進する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては 

・省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究 

に取り組み、平成

28 年度において

は以下の研究を実

施する。 

 

・省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究 

 本プロジェクト

では、クリーンで

経済的なエネルギ

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「省エネデバイス

のための磁性・ス

ピントロニクス材

料の基盤研究」 

① 様々な物性を

持つスピントロニ

クス材料を探索

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2Tbit/in2 を超えるハードディス

クドライブ(HDD)用再生ヘッド開

発を目的として、高スピン分極材

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上。新規スペーサー材料で

面直電流巨大磁気抵抗素子(CPP-

GMR)のチャンピオンデータ 82%

石に変わる高保持力を有する粉末の設計など、当初の計画以上の成果が

得られたことを評価する。 

・世界初の CIGS 半導体スペーサーを用いた巨大磁気抵抗素子で HDD 再

生ヘッドに最適な低抵抗(RA ～0.1-0.2 Wmm2)で最大 MR比 40%と実用レ

ベルの磁気抵抗出力を実現したことを評価する。 

・既存 MgO より抵抗の低い新バリア材料 MgGa2O4 を強磁性金属層で挟ん

だ高品質な単結晶素子を世界で始めて実現したことを評価する。 

・現行の MgO バリアや NIMS 開発のスピネルバリア（MgAl2O4）に比べ、

素子抵抗を約 1/50 に低減することに成功したこと、また、室温におい

て TMR 比＞120％を同時に達成したことを評価する。 

・テーマ設定（社会実装ターゲット、そのための研究テーマ）、資金（外

部連携の活用）、人材（クロスアポイントメントなど）が明確な方針のも

と運用され、マネジメントは良好である。 

・企業からの共同研究資金並びに企業研究員の受け入れ連携活動が活発

であることを評価する。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

を用いた面直電流

巨大磁気抵抗素子

(CPP-GMR) で 室 温

100 %を超える磁気

抵抗比、20 mV を超

える電圧出力な

ど、通常の強磁性

材料を用いた素子

では実現できない

高い値を示し、ハ

ーフメタルスピン

トロニクス素子の

優位性を示す。 

・トンネル磁気抵

抗素子や半導体を

スペーサとした

CPP-GMR 素子で、10 

nm ノードの STT-

MRAM セルに要求さ

れる、面積抵抗 RA 

~ 0.1-0.5 Ω μ

m2、磁気抵抗変化比 

MR ~ 300 %の垂直

磁気抵抗素子を開

発する。 

・大容量ストレー

ジデバイスとし

て、次世代ハード

ディスクに求めら

れる 4 Tbit/in2に

対応できる超高密

度磁気記録媒体を

試作するととも

に、そのような高

密度磁気記録に対

応できる磁気セン

サ用高出力磁気抵

抗素子を開発す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、物

質の磁性を学術基

ーシステムの実現

に貢献する磁性材

料の開発と情報通

信技術分野の省エ

ネに繋がる磁気・

スピントロニクス

デバイスの開発に

資する基盤研究を

実施する。磁石特

性、メモリ特性、ス

トレージ特性、磁

気センサ特性、磁

気抵抗特性などの

磁気に起因する機

能を省エネデバイ

スやメモリ・スト

レージデバイスに

応用するために

は、強磁性体と非

磁性体の複相構造

を原子レベルの精

度で制御しなけれ

ばならない。この

ような磁気・スピ

ントロニクス素子

を作製するための

ナノ構造制御技

術、成膜技術、微細

加工技術を発展さ

せるとともに、材

料・デバイスの構

造をミクロ・ナノ・

原子レベルのマル

チスケールで評価

し、材料のポテン

シャルを最大限に

活かした磁気・伝

導特性を発現する

材料とそれを用い

た素子を開発す

る。そのために、強

磁性／非磁性複合

し、それらを用い

て低抵抗高出力磁

気 抵 抗 素 子 で

>100%磁気抵抗比

の実現を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 2 T bit/in2に

対応できる超高密

度磁気記録媒体構

造を実現する 

 

 

 

 

③ 省エネコンピ

ューティングに寄

与するSTT-MRAMや

ストレージクラス

メモリの基盤技術

となる垂直強磁性

トンネル接合で

150%以上の磁気抵

抗比を実現 

 

 

 

 

料のホイスラー合金と非磁性ス

ペーサーを用いた面直電流型巨

大磁気抵抗素子(CPP-GMR 素子)

を開発。NIMS 開発のホイスラー

合金 Co2FeGa0.5Ge0.5 電極と Ag ス

ペーサー界面に極薄の NiAl 層を

挿入することにより、磁気抵抗比

を 82%(従来の 1.5 倍、世界最大

値)まで増大させることに成功。

CIGS 半導体スペーサーを用いた

エピタキシャル巨大磁気抵抗素

子で磁気記録に最適な低抵抗(RA 

~ 0.1-0.2mΩμm2)で最大出力

25mV を実現した。さらに、InZnO

透明酸化物スペーサーを用い、よ

り実用レベルに近い膜厚やアニ

ール温度の制限を考慮した多結

晶巨大磁気抵抗素子を作製し、室

温で 28%の MR 比を実現した。 

 

 

FePt-C 系熱アシスト磁気記録媒

体でも、2 Tbit/in2の実現に必要

とされる平均粒子径 6 nm・サイ

ズ分散 20%・アスペクト比 1.5 以

上の極めて均質な微細組織を持

った FePt-C 媒体の合成に成功し

た。 

 

垂直強磁性トンネル接合の要素

技術として、Fe 系合金を中心と

した新規垂直磁化電極材料やス

ピネル酸化物などの新規トンネ

ルバリア材料の開発を推進した。

素子化プロセスの検討も行って

おり、従来材料である CoFeB/MgO

において素子抵抗の低減が未達

であるものの、150%の磁気抵抗比

を示す素子を実現した。世界初

MgGa2O4 などの新規バリア材料の

開発により、素子抵抗を低減する

ことに成功。 

を実現。世界初の CIGS 半導体ス

ペーサーを用いた巨大磁気抵抗

素子で HDD 再生ヘッドに最適な

低抵抗(RA ~ 0.1-0.2 Wmm2)で最

大 MR 比 40%と実用レベルの磁気

抵抗出力を実現。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り。2 Tbit/in2の実現に必

要とされる媒体構造を実現した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上。新バリア材料の開発と

平行して素子化プロセスも検討

し、150%の磁気抵抗比を得た（既

存材料）。世界初 MgGa2O4などの新

規バリア材料の開発により、素子

抵抗を低減することに成功。 
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る。 

 

【磁性・スピントロニ

クス材料領域】 

クリーンで経済的な

エネルギーシステムの

実現に貢献する高性能

な磁性材料やスピント

ロニクス素子の開発を

目指すものとする。ま

た、新しい材料・デバイ

スの原理検証や、新規

磁性化合物の開拓等の

技術シーズを探索する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盤とする新規シー

ズの創出を行う。

具体的には、スピ

ン軌道相互作用を

利用して、これま

での技術では実現

不可能だった小さ

な電流や電圧で磁

化を制御できる技

術の可能性を検討

する。また、巨大な

スピン軌道相互作

用を利用して、従

来のスピントロニ

クスデバイスでは

なし得なかった発

光、発電といった

機能性をもつ材

料・デバイスの原

理検証や、新規磁

性化合物の発見な

どのシーズ技術を

育成する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、元素戦

略磁性材料研究拠

点（ESICMM）を磁石

材料研究のハブ機

能として活用す

る。また、次世代省

エネメモリとして

注目されている磁

気メモリや磁気ス

トレージ技術を実

現させる磁気抵抗

素子開発の基盤研

究では、他法人・産

業界と連携するオ

ープンイノベーシ

ョン活動により社

会実装を促進す

構造から得られる

磁気特性・伝導特

性を理論的に予測

し、それを指針と

しつつ、開発研究

を効率的に推進す

る。 

 特に、ネオジム

磁石の保磁力を向

上させるための微

細構造制御、さら

に、Nd-Fe-B 系以

外の高性能磁石開

発のための基礎研

究を行い、希少金

属を使わずに現行

の市販磁石よりも

優れた特性の磁石

開発を目指す。ま

た、高スピン偏極・

低磁気緩和・低飽

和磁化・高磁気異

方性など、スピン

トロニクスデバイ

スで要求される

様々な磁気物性を

持つ新材料を探索

し、それらを用い

た低抵抗高出力磁

気抵抗素子開発に

繋げるほか、大容

量データストレー

ジにおける省エネ

を実現するため

に、ハードディス

クドライブにおい

て 4 T bit/in2に

対応できる超高密

度磁気記録媒体を

試作、そのような

高密度磁気記録に

対応できる磁気セ

 

④ 実験研究を効

率良くすすめるた

めの、理論計算に

よる物性予測と実

験結果の理論的解

釈を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 試作材料・素子

の構造を３次元ア

トムプローブ、

TEM、SEM/FIB を補

完的に用いてマル

チスケール解析を

進めるとともに、

MOKE による動的磁

区観察、有限要素

マイクロマグネテ

ィクスシミュレー

ション手法の高度

化に取り組む 

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる物質の磁性を

学術基盤とする新

規シーズの創出 

 

 

 

 

 

 

磁気トンネル接合おける磁気抵

抗効果の第一原理計算を行い、特

にCuGaSe2が高磁気抵抗(MR)比を

示すことを見出した。また半導体

CIGS を磁気トンネル接合の障壁

層として用いた場合、MgO 障壁と

比較して面積抵抗(RA)を 4 桁以

上小さくなることを明らかにし

た。スピネル MgAl2O4(MAO)絶縁体

障壁を用いた磁気接合のトンネ

ル磁気抵抗効果のバイアス依存

性の解析を行い、バイアス耐性が

高いことを見出した。 

 

 

共晶合金拡散処理を行った熱間

加工ネオジム磁石、重希土類元素

拡散処理を行ったネオジム焼結

磁石、デバイス構造を制御した磁

気抵抗素子等の組織と特性の関

係を理解するために、TEM、SEM、

アトムプローブによる相補的な

組織解析を実施した。また、磁石

の組織解析から明らかになった、

組織的特徴をマイクロマグネテ

ィック計算に取り込むためのモ

デル作成手法を検討した。 

 

 

 

 

 

超スマート社会で必要とされる

高感度磁気センサを様々な用途

を想定して開発することを目標

とし、可能性のある要素技術とし

ての CPP-GMR、CIP-GMR、スピンホ

ール磁気抵抗効果、熱スピン効

果・熱電効果について実験及びシ

ミュレーションにより検討した。 

 

 

計画通り。磁気物性の温度依存性

の理論解析の手法の確立に向け

て着実に進捗。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り。材料・デバイス試作グ

ループから試料の提供を受け、計

画通りに推進。デバイス設計に

critical な構造情報を提供し、

それにより電圧磁化反転材料の

開発に寄与。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り。磁気センサのための材

料や素子構造の検討、熱測定のた

めの動的赤外線計測システムの

新規立ち上げ等計画通り進んで

いる。 
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る。そのために、研

究者を連携機関と

相互に併任させる

ことで組織的連携

を強め、スピント

ロニクス素子開発

におけるハブ機

能・人材育成機能

を高める。また、磁

性理論において

は、大学で活発に

活動している理論

研究者をクロスア

ポイントメント制

度等により招聘す

ることで、研究を

加速させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンサ用高出力磁気

抵抗素子を開発す

る。併せて、省エネ

コンピューティン

グ に 寄 与 す る 

STT-MRAM やスト

レージクラスメモ

リの基盤技術とな

る垂直強磁性トン

ネル接合の材料・

素子化の研究開発

を行う。これらの

実験研究と平行し

て、理論計算によ

る物性予測と実験

結果の理論的解釈

を行うことによ

り、成果の創出を

加速する。また、材

料・素子化には構

造を原子レベルで

解析・評価する必

要があるので、そ

のための３次元ア

トムプローブ、

TEM、SEM/FIB を補

完的に用いて行う

マルチスケール組

織解析技術、磁区

イメージング技

術、有限要素マイ

クロマグネティク

スシミュレーショ

ン手法の高度化に

取り組み、プロジ

ェクト内で創製、

試作される材料・

デバイスの特性向

上に必要な解析研

究を実施する。 

 平成 28年度は、

ネオジム磁石の結

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

 元素戦略磁性材

料 研 究 拠 点

（ESICMM） 

 

① ネオジム磁石

の結晶粒界の磁性

の制御により、室

温 2.5 T の保磁力

と残留磁化 1.3 T

以上の実現を目指

す 

 

② Sm2Fe17N3のサブ

ミクロン磁粉で

2.3 T 以上の保磁

力の実現と、保磁

力発現のメカニズ

ム解明を目指す 

 

 

 

 

文科省委託事業「元素戦略磁性材

料研究拠点」(総額 5.9 億、内再

委託 2.9 億)の 5 年度目を遂行。 

 

NIMS では、Dy フリーのネオジム

磁石で保磁力>2.5 T は達成。た

だし、残留磁化は 1.3 T に達し

ていない。今後、さらなる微細組

織最適化により、保磁力と残留磁

化の両立を目指す。 

 

 

サブミクロンの Sm2Fe17N3 磁粉で

2.3 T の保磁力は達成。ただし、

バルク磁石へ移行するための焼

結時の相安定性の問題から、今後

は窒化せずに優れた磁石特性の

得られる Sm(Fe,Co)12の磁石化の

検討に移行。 

事業全体では古典スピンモデル

に基づく原子論的保磁力理論お

よび 2-14-1 系磁石材料の高保磁

力化のための組織およびメカニ

ズム解析から配向軸に平行な主

相粒界にある粒子間相の非強磁

性化の重要性がさらに明確にな

るなどの成果があった。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り。ネオジム磁石で Dy フ

リーで保磁力>2.5 T は達成。今

後は残留磁化の両立を目指し産

業界の目標となる究極特性の達

成を目指す。 

 

 

 

計画以上。サブミクロンの

Sm2Fe17N3 磁粉で 2.3 T の保磁力

は達成。実用的な観点から今後は

窒化せずに優れた磁石特性の得

られる Sm(Fe,Co)12の磁石化の検

討に移行。本拠点は磁石研究の世

界最高水準の研究機関との評価

が定まっており、過去７年に集中

したネオジム磁石に関する学術

論文の被引用件数もこの分野ト

ップレベルである。 
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晶粒界の磁性の制

御により、室温 2.5 

T の保磁力と残留

磁化 1.3 T 以上の

実現を目指す。さ

らに、Sm2Fe17N3のサ

ブミクロン磁粉で 

2.3 T 以上の保磁

力の実現と、保磁

力発現のメカニズ

ム解明を目指す。

また、高スピン偏

極・低磁気緩和・低

飽和磁化・高磁気

異方性など、スピ

ントロニクスデバ

イスで要求される

様々な磁気物性を

持つ新材料を探索

し、それらを用い

た低抵抗高出力磁

気 抵 抗 素 子 で 

100%以上の磁気抵

抗比の実現を目指

すとともに、2 T 

bit/in2に対応でき

る超高密度磁気記

録媒体構造を実現

する。また、そのよ

うな高密度磁気記

録に対応できる 14 

mV 以上の出力を

出せる磁気センサ

用磁気抵抗素子を

開発する。併せて、

省エネコンピュー

ティングに寄与す

る STT-MRAM やス

トレージクラスメ

モリの基盤技術と

なる垂直強磁性ト

ンネル接合で 150%
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以上の磁気抵抗比

を実現する。これ

らの実験研究を効

率良くすすめるた

めの、理論計算に

よる物性予測と実

験結果の理論的解

釈を行う。また、試

作材料・素子の構

造を３次元アトム

プローブ、TEM、

SEM/FIB を補完的

に用いてマルチス

ケール解析を進め

るとともに、磁区

イメージング技

術、有限要素マイ

クロマグネティク

スシミュレーショ

ン手法の高度化に

取り組む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－４ 構造材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 82(72) 

/153(56) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 140.4 

(59) 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  18       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 75       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

  



37 
  

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、社

会インフラ材料、

輸送機器材料、エ

ネルギーインフラ

材料等、国土強靱

化や我が国の国際

的産業競争力の強

化に資する高性能

構造材料開発と構

造材料周辺技術の

研究開発を行う。

構造材料は長期に

渡って安定に性能

を発揮することが

求められることか

ら、精緻な特性評

価技術や組織解析

技術等を活用して

材料の劣化機構の

解明を進めるとと

もに、その知見に

基づいた材料の高

信頼性化を進め

る。また、省エネル

ギー・低環境負荷

の実現のため、輸

送機器材料の軽量

化・高強度化、エネ

ルギーインフラ材

料の耐熱性向上に

取り組む。一方、輸

送機器からインフ

ラ構造体まであら

ゆる分野でのマル

チマテリアル化の

急速な進展に対応

するため、金属と

樹脂等の異種材料

 本領域では、社

会インフラ材料、

輸送機器材料、エ

ネルギーインフラ

材料等、国土強靱

化や我が国の国際

的産業競争力の強

化に資する高性能

構造材料開発と構

造材料周辺技術の

研究開発を行う。

構造材料は長期に

渡って安定に性能

を発揮することが

求められることか

ら、精緻な特性評

価技術や組織解析

技術等を活用して

材料の劣化機構の

解明を進めるとと

もに、その知見に

基づいた材料の高

信頼性化を進め

る。また、省エネル

ギー・低環境負荷

の実現のため、輸

送機器材料の軽量

化・高強度化、エネ

ルギーインフラ材

料の耐熱性向上に

取り組む。一方、輸

送機器からインフ

ラ構造体まであら

ゆる分野でのマル

チマテリアル化の

急速な進展に対応

するため、金属と

樹脂等の異種材料

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

計画以上の進捗が認められた主な実績について挙げる。 

・機械学習を利用した溶接・接合部特性の予測 

 ファジィ推論ニューラルネットワーク法の有効性を確認し、溶接残留

応力データベースを構築した。ガラス繊維強化プラスチック（GFRP）を

用いた接着継ぎ手の静的／疲労荷重下での力学特性評価を実施（巨視的

力学特性）した。単繊維 GF と樹脂（熱可塑エポキシ）のせん断強度評価

を実施（微視的力学特性）した。芳香族バイオマスを原料とする接着剤

の創出に成功した。 

 

・強度-靭性バランスに優れた鉄鋼材料の開発 

温間鋼のスケールアップを可能とする初期組織、複層材の最適な板厚

組織分布の方向性を明確化した。熱処理条件を変化させた高 Mn オース

テナイト鋼で、低サイクル疲労寿命×応力振幅を向上させた。化学的界

面による高性能化を可能とする Ti 合金の合金組成についての基礎的な

知見を取得した。各種添加元素が粒界偏析した微細結晶粒長尺バルク Mg

合金材の創製に成功した。 

 

・様々な組み合わせの低温大気圧接合の実現 

 異種材料接合では、有機構造材料のポリエーテルエーテルケトンにつ

いて、金属やセラミック構造材料との間に低温大気圧ハイブリッド接合

を達成するための極薄水和物架橋層の形成条件最適化を行った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・それぞれの領域で期待通りの成果が得られたが、特に、機械学習を利

用した溶接・接合部特性の予測研究では、将来の AI 利用の可能性を示

す成果が得られており、この分野の進展を大きく期待する。 

・実装化に向けては、過酷環境下での長時間の特性変化を慎重に見極め

た上での実用化判断が不可欠と考えられるため、実用化に向けた研究マ

ネジメントの一層の強化を期待する。 

・機械学習などを構造・材料評価へ取り入れるなど、蓄積データの有効

活用による、各種材料や加工技術の産業適用への短期間化を期待する。 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

を構造体化するた

めの高信頼性接

合・接着技術の開

発を進める。さら

に、信頼性を担保

するためにかかる

材料開発期間・コ

ストを大幅に短縮

するため、先端材

料解析やマテリア

ルズ・インフォマ

ティクス等とも連

携しつつ、計算科

学の活用による性

能予測・寿命予測

手法、製造プロセ

スも含めた統合的

材料設計手法の開

発を推進する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

成する。 

・鉄鋼材料、非鉄金

属材料について、

粒界微視構造や結

晶粒方位、形態を

高度に制御して強

度と靭性・延性を

改善する加工熱処

理技術を開発す

る。 

を構造体化するた

めの高信頼性接

合・接着技術の開

発を進める。さら

に、信頼性を担保

するためにかかる

材料開発期間・コ

ストを大幅に短縮

するため、先端材

料解析やマテリア

ルズ・インフォマ

ティクス等とも連

携しつつ、計算科

学の活用による性

能予測・寿命予測

手法、製造プロセ

スも含めた統合的

材料設計手法の開

発を推進する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては 

・界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

に取り組み、平成

28 年度において

は以下の研究を実

施する。 

 

・界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化 

 本プロジェクト

では、鉄鋼、非鉄合

金、樹脂、炭素繊維

やそれらの複合材

料などを対象と

し、結晶粒・異相・

異材などのあらゆ

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「界面制御による

構造材料・構造体

の高信頼性化」 

 

① 加工熱処理条

件に適した合金・

組成や加工前組織

の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温間鋼のスケールアップを可能

とする初期組織、複層材の最適な

板厚組織分布の方向性を明確化

した。熱処理条件を変化させた高

Mn オーステナイト鋼で、低サイ

クル疲労寿命×応力振幅を向上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上：温間鋼のスケールアッ

プを可能とする初期組織、複層材

の最適な板厚組織分布の方向性

を明確化した。 

 

 

＜有識者からの意見＞ 

・構造材料研究拠点として高性能構造材料開発、共通基礎・基盤技術開

発、開発支援プラットフォームが整備され、拠点としての目標が明確に

なったことを評価する。 

・今後のインフォマティクスのさらなる活用に期待する。 

・構造材料分野の研究においても、サイエンス的な要素を今後さらに入

れていくことを期待する。 

・産業界との連携の下、火力発電、航空機エンジン用の高性能構造材料

の開発で多くの成果を上げたことを評価する。また、ファジー推論や水

和物架橋層の導入など、新しい概念に基づいた接合分野の材料設計が行

われており、国立研究開発法人ならではのアプローチを評価する。 

・界面制御とグリーンプロセスという切り口に重点をおいて、新たな展

開を目指していることを評価する。 

・水和物の脱水縮合を利用した接合技術開発を評価する。 

・戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）推進への貢献を評価す

る。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

・二酸化炭素の排

出削減に向けた輸

送機器の高比強度

化や高信頼性化を

目的として、異材

接合界面のマルチ

マテリアル化に対

応した接合技術を

開発する。 

・発電プラントや

輸送機器の高信頼

性・安全性を担保

するため、デザイ

ンインテグレーシ

ョン等の技術を用

いて耐熱合金・耐

熱鋼等の材料組

織、強度、クリープ

特性、疲労特性等

を予測する手法を

開発し、材料設計

指針を提案する。 

・材料の性能を支

配するナノメート

ルサイズの組織や

界面の挙動、構造

欠陥等を理解する

ため、電子顕微鏡

と元素分析の組み

合わせによる界面

組織の定量評価、

電子線チャネリン

グコントラスト法

による階層的ハイ

スループット組織

解析技術、ナノイ

ンデンテーション

法による微小領域

の挙動の実測を実

現する。 

・材料の無駄を極

力省いた「グリー

る界面を高度に制

御して、構造材料

及び構造体の高性

能化に資する基礎

技術を開発する。

母材と接合技術の

開発から試作材を

創製し、静的強度

や長時間損傷過程

を精緻に評価し、

その発現機構を先

端解析機器や計算

機シミュレーショ

ンを活用して明ら

かにし、得られた

組織制御指針を母

材開発にフィード

バックすることに

よって更なる性能

の向上を図る。 

 特に、鉄鋼や非

鉄金属材料におい

て、粒界の微視構

造や結晶粒の形

態・方位などを高

度に制御して強度

と靱性・延性の両

立特性を改善する

ための加工熱処理

技術を、温間加工

プロセスをベース

として開発するほ

か、溶接部や異材

接合界面の接合原

理の微視スケール

からの解明に基づ

く新たな接合技術

を開発し、マルチ

マテリアル化によ

る構造体性能を向

上させる。さらに、

マクロ特性評価技

 

 

 

 

 

 

 

② 接合界面の巨

視的・微視的力学

特性の定量評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 界面の長時間

挙動解析に必要な

評価技術の抽出と

基礎データの取得 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 定量計測の対

象とする因子の明

確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

させた。化学的界面による高性能

化を可能とする Ti 合金の合金組

成についての基礎的な知見を取

得した。各種添加元素が粒界偏析

した微細結晶粒長尺バルク Mg 合

金材の創製に成功した。 

 

ファジィ推論ニューラルネット

ワーク法の有効性を確認し、溶接

残留応力データベースを構築し

た。ＧＦＲＰを用いた接着継ぎ手

の静的／疲労荷重下での力学特

性評価を実施（巨視的力学特性）

した。単繊維ＧＦと樹脂（熱可塑

エポキシ）のせん断強度評価を実

施（微視的力学特性）した。芳香

族バイオマスを原料とする接着

剤の創出に成功した。 

 

組織不均一性の一つとして、偏析

帯に注目し、偏析の程度を表す指

標として Cr 濃度の標準偏差を見

出した。加速試験でも 3ヶ月を要

する 1011回試験を複数回実施し、

疲労限存在の見通しを得た。超音

波疲労試験方法を、日本溶接協会

規格 WES1112 として規格化した。

炭素鋼製センサの腐食速度が，相

対湿度に比例して上昇する傾向

を見出した。 

 

界面周囲の組成分布の高精度定

量化を Cu で実現した。多結晶お

よび双結晶の純 Al に対して粒界

近傍の TEM-EELS 測定を実施し

た。双結晶純 Al において、粒界

と粒内のプラズモンピークシフ

トを確認した。鉄合金の添加元素

種によって遷移に伴う弾性ひず

みエネルギーの解放挙動に差異

があることを明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上：溶接部の内部応力を機

械学習により評価するシステム

を構築するとともに、芳香族バイ

オマスを原料とする接着剤の創

出に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：組織不均一性の

一つとして、偏析帯に注目し、偏

析の程度を表す指標として Cr 濃

度の標準偏差を見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：界面周囲の組成

分布の高精度定量化を Cu で実現

した。 
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る。 

 

【構造材料領域】 

高効率・高性能な輸

送機器材料やエネルギ

ーインフラ材料の開発

を行うものとする。ま

た、個別の材料や微細

組織の解析手法に関す

る技術課題を探索する

ほか、グローバルな構

造材料研究の発展に貢

献するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンプロセス」実現

のため、従来手法

で作製された耐熱

材料部材と同等以

上の性能を持つ部

材を３次元積層造

形により実現す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、鉄

鋼材料、非鉄合金、

ハイブリッド材料

等の個別の材料や

微細組織解析手法

等の技術課題を深

掘りしつつ、シー

ズの探索、及び、将

来のプロジェクト

化に向けたフィジ

ビリティ・スタデ

ィを行う。さらに、

基盤的業務とし

て、長期的・継続的

な取り組みが不可

欠なクリープ試験

等の構造材料の特

性評価試験を着実

に実施し、構造材

料データシートを

発行する等、研究

者、技術者が必要

とする材料情報を

積極的に発信する

とともに、その知

見を国際規格・基

準提案に反映させ

る等、構造材料研

究の国際的な発展

に貢献する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、構造材

術開発では、各種

の異相界面や不均

質組織の微視的挙

動から長時間材質

劣化機構を解明

し、長時間クリー

プ、ギガサイクル

疲労、水素脆化特

性の定量評価と合

わせてマクロ特性

と微視組織の関係

を明確化する。ま

た、ナノスケール

解析技術と計算機

シミュレーション

技術開発では、電

子顕微鏡と元素分

析の組合せによる

界面構造や粒界第

二相組成の定量解

析や電子線チャネ

リングコントラス

ト像によるナノ－

ミクロのハイスル

ープットな組織解

析技術の開発、ナ

ノインデンテーシ

ョン法の多環境計

測化、電子顕微鏡

その場測定技術の

開発、マルチスケ

ールのモデル化を

実現するための多

様な手法を連成し

た計算手法の開発

を行う。 

 平成 28年度は、

加工熱処理条件に

適した合金・組成

や加工前組織の明

確化、接合界面の

巨視的・微視的力

⑤ 数値シミュレ

ーション技術の開

発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料組織の有限要素モデルを粒

径分布のような組織情報から作

成する方法を開発した。結晶学的

加工集合組織の数値シミュレー

ションにおいて，結晶粒内の数値

離散化による不均質変形の考慮

の重要性を示した。高強度相の連

結性を制御した材料組織の変形・

強度特性を実験観察と数値シミ

ュレーションを組み合せて評価

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 
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料研究に特化した

最先端設備群の整

備と評価・解析技

術の高度化に取り

組むとともに、材

料創製から評価・

解析までを網羅で

きる機構の構造材

料研究者・技術者

の知識と経験をベ

ースに産学独連携

ネットワークを形

成し、オールジャ

パンの研究拠点と

して技術・情報・知

識が集まる場を醸

成する。この場を

舞台に、戦略的イ

ノベーション創造

プログラム（SIP）、

未来開拓事業等の

プロジェクトや産

学独融合研究を推

進することで、産

業界・大学の研究

人材の育成に貢献

する。また、構造材

料つくばオープン

プラザ（TOPAS）を

活用し、社会ニー

ズを迅速かつ的確

に把握しながら、

産学独・異分野連

携により材料技術

シーズを使える技

術に磨き上げ、社

会実装に繋げる。 

 

 

 

 

 

学特性の定量評

価、界面の長時間

挙動解析に必要な

評価技術の抽出と

基礎データの取

得、定量計測の対

象とする因子の明

確化、数値シミュ

レーション技術の

開発を行う。 

 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

 本プロジェクト

では、地球環境負

荷低減の観点か

ら、火力発電や航

空機等に使われる

燃焼機関の高効率

化を目的とし、耐

熱鋼、チタン合金、

ニッケル合金、金

属間化合物、セラ

ミックス及びその

複合材料などを対

象とする。これら

の耐熱材料に対し

て、３次元積層造

形等のニアネット

シェイプ製造技

術、システムの複

雑化に対応するた

めの異種材料接

合・剥離技術等の

グリーンプロセス

を開発するととも

に、これらのプロ

セスで製造された

部材の評価技術を

確立する。また、プ

ロセス最適化のた

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製」 

 

① 微粒子積層プ

ロセスにおける微

粒子の結合と組織

形成メカニズムを

解明し、各種エネ

ルギー源を利用し

た粒子積層プロセ

スの設計、積層造

形体の非破壊評価

技術について検討

する 

 

 

② 環境負荷低減

プロセスや低温合

成プロセスのプロ

セスパラメータを

決定し、これらの

プロセス条件によ

る組織変化を明確

化する 

 

 

 

 

 

③ 表面処理を施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レーザ積層造形プロセスにおけ

る各種プロセス条件および後処

理条件のチタン合金の組織形成

に与える影響について調査し、単

位時間当たりのレーザエネルギ

ー密度との相関、局部的な急熱急

冷による温度変化のその場測定

手法、及び造形体の超音波による

材質評価手法の開発を進め、レー

ザ積層プロセスで、従来鋳造体と

同等以上の強度をチタン合金で

実現できることを明らかにした。 

 

異種材料接合では、有機構造材料

のポリエーテルエーテルケトン

について、金属やセラミック構造

材料との間に低温大気圧ハイブ

リッド接合を達成するための極

薄水和物架橋層の形成条件最適

化を行った。耐熱 Ti 合金につい

て鍛造・圧延プロセスによる組織

変化が特性（圧縮強度、クリープ、

耐酸化特性）に与える影響につい

て固溶強化、析出強化の効果を区

別して評価した。 

 

Ni-Co 基超合金を粉末プロセス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： H29 年度以

降、さらに組織因子と力学特性と

の相関について解明を進めてい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上：H29 年度以降クリープ

特性と疲労のバランスが取れる

組織因子を調べていく。低温大気

圧ハイブリッド接合を達成する

ための極薄水和物架橋層形成条

件を最適化した。  

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 選択した合金
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めの組織・特性予

測モデルを構築

し、それを駆使し

て高性能構造材料

の基盤技術の確立

を目指すととも

に、火力発電や航

空機ジェットエン

ジン等高温機器の

高効率化を実現す

る環境低負荷社会

のための高性能材

料を創製する。 

 特に、加工性の

悪い耐熱材料に対

する３次元微粒子

積層による部材造

形プロセスの高度

化と非破壊分析に

よる信頼性評価技

術の確立、金属、セ

ラミックス、高分

子など異種材料の

新たな接合技術、

バイオミメティク

スによる可逆性グ

リーンインテグレ

ーション技術を確

立する。また、これ

らのプロセスによ

り得られた組織変

化と組織に基づく

特性をデータベー

ス化し、組織形成

及び特性（強度、ク

リープ、耐酸化性）

を予測し、低コス

ト・短時間・高効率

に材料創製を行う

ための材料理論設

計ツール（デザイ

ンインテグレーシ

した耐熱超合金、

耐環境・耐熱コー

ティング、耐熱/高

熱伝導セラミック

基複合材料に対し

必要とされる機能

が発現できるよう

なプロセスを決定

し、プロセスパラ

メータを検討する

とともに、それら

異種材料の接合・

被覆相におけるそ

の場評価技術法の

可能性を検討する 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よるシーズの探

索、及び、将来のプ

ロジェクト化に向

けたフィジビリテ

ィ・スタディ 

 

 

 

 

 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

 戦略的イノベー

ション創造プログ

ラム（SIP） 

 

 

 

 

 

 

材の組織を評価して新プロセス

適合性を検討した。Ir 系超耐熱

合金のコーティング手法を確立

し、耐環境コーティング材候補の

Y2SiO5 と CMAS との反応過程を

1400℃で評価した。また、反応焼

結、SPS を用いそれぞれ緻密な

ZrB2-ZrC、助剤無添加の AlN 焼結

体の創製に成功した。評価技術と

しては高温硬度計を用いた界面

の亀裂進展挙動解明などを行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

シーズ育成研究では金属からセ

ラミックス、複合材料までの多様

な構造材料シーズの創製と、構造

材料に関する評価手法の高度化

やハイスループットな材料設計

手法の開発、効率的な材料プロセ

ス開発さらには疲労や水素脆化

など構造材料を劣化させ信頼性

に深刻な影響を与える現象の解

明に重点を置いた研究を行った。 

 

 

 

拠点型 SIP に対応するために、併

任組織として SIP インフラ構造

材料ラボ、SIP 鍛造ラボ、SIP-MI

ラボを設置して研究を遂行した。 

SIP"インフラ維持管理・更新・マ

ネジメント技術"では、RC構造物

の劣化機構の解明と損傷検出技

術、補修材料・長寿命材料の開発

を行った。特にコンクリート内部

の塩化物イオン濃度などの環境

センシング技術、ひび割れを遠方

系について新規プロセスで得ら

れる組織では最適な特性が得ら

れないことがわかり、より優れた

特性が期待できる Ni-Al 系合金

を採用することに合金系を変更

したが計画通りに進捗している。

Ir 合金では実形状の部材（スラ

スタ）にアルミナイズを施し、燃

焼試験を行う（JAXA との共同研

究）までに至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： Fe-Mn-Si 系

合金の振動吸収能に与える加工

組織の影響の解明、Ti-Pd 系高温

形状記憶合金における形状回復

能の向上、アルミ合金の耐食性評

価手法開発等の成果が得られて

いる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 耐食鉄筋につ

いては沖縄県における 2 年間の

暴露試験により、優れた耐食性が

証明された。コンクリート内部構

造センシング、歪み可視化シー

ト、環境モニタリング技術につい

ては TOPAS 参画企業の協力によ

り、現場実証試験を行った。 
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ョン技術）を構築

する。グリーンプ

ロセスの最適化と

デザインインテグ

レーションによ

り、耐熱チタン合

金、TiAl、耐熱鋼、

ニッケル基超合金

を、歩留まり良く、

低い投入エネルギ

ーで創製し、かつ

従来の材料より高

い特性を発現させ

る。さらに、最外層

へ耐摩耗性･高潤

滑性や耐酸化性を

付与するコーティ

ング等、表面構造

制御プロセスを確

立し、最適化する

こと（プロセスセ

レクション）によ

って、求められる

機能がより高温で

発現するような材

料を創出する。 

 平成 28年度は、

新規プロセス開発

のための装置設計

を行い、プロセス

条件を確立する。

また、プロセス品

評価のための計測

技術の基礎を検討

し、さらにプロセ

スによる組織の変

化を明らかにす

る。それに基づく

力学特性（強度、ク

リープ、疲労）のデ

ータ取得を行う。

具体的には、微粒

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料試験プラット

フォーム 

① 長期的・継続的

な取り組みが不可

欠なクリープ試験

等の構造材料の特

性評価試験を着実

に実施し、構造材

料データシートを

発行する等、研究

者、技術者が必要

とする材料情報を

積極的に発信する 

から簡便に検知するための歪み

可視化シート、構造物環境モニタ

リング技術、低コスト耐食鉄筋の

開発研究を行った。得られた技術

シーズについて、構造材料つくば

オープンプラザ（TOPAS）に設置

したインフラ構造材料クラスタ

ーにおいて、ゼネコン、ユーザー

企業と連携した活動を行った。 

 

 

SIP"革新的構造材料"では航空機

ジェットエンジン用耐熱 Ni, Ti

合金に対し製造現場では取得が

難しい鍛造プロセスデータを集

積するための 1500t 鍛造シミュ

レータを設置した。得られたデー

タは塑性加工プロセスシミュレ

ーションに資するとともに、鍛造

材の同一箇所から組織解析と力

学特性評価を行い、特性に影響を

及ぼす組織因子を定量化するた

めに有用である。またマテリアル

ズインテグレーション（MI）シス

テムのプロトタイプとなるα版

を実現した。 

 

 

 

 

 

各種構造材料の材料特性試験を

系統的かつ着実に実施して、構造

材料データシート（クリープ 1

冊、疲労 2冊）を発行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 1500 トン鍛

造シミュレータで鍛造し、熱処理

した組織の場所依存性明確化、組

織因子定量化を行った。組織の材

料サイズ依存性を明らかにし、組

織予測モデルの高精度化に貢献

した。引張特性を評価し、データ

ベース化するとともに、Ni 基合

金については特性予測モデルを

構築した。MI では鋼材溶接部の

組織予測、疲労性能予測、クリー

プ性能予測のための各種モジュ

ール開発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 
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子積層プロセスに

おける微粒子の結

合と組織形成メカ

ニズムを解明し、

各種エネルギー源

を利用した粒子積

層プロセスの設

計、積層造形体の

非破壊評価技術に

ついて検討する。

また、環境負荷低

減プロセスや低温

合成プロセスのプ

ロセスパラメータ

を決定する。これ

らのプロセス条件

による組織変化を

明確化する。さら

に、表面処理を施

した耐熱超合金、

耐環境・耐熱コー

ティング、耐熱/高

熱伝導セラミック

基複合材料に対し

必要とされる機能

が発現できるよう

なプロセスを決定

し、プロセスパラ

メータを検討する

とともに、それら

異種材料の接合・

被覆相におけるそ

の場評価技術法の

可能性を検討す

る。 

 

② その知見を国

際規格・基準提案

に反映させる等、

構造材料研究の国

際的な発展に貢献

する 

 

 

 

 

NIMS が開発した試験法を基にし

て、『超音波疲労試験法』が 2017

年 3 月に日本溶接協会規格

WES1112 として制定された。 

 

 

計画通りの進捗： NIMS が開発

した超音波疲労試験法が公的規

格として制定されたことは、統一

的な評価指標として社会に認め

られたことを意味しており、今後

の超長期疲労強度特性の評価基

準を策定したことの学術的かつ

実用的意義は極めて多大である。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－５ ナノ材料領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 105(98) 

/211(81) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 382.3 

(219) 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  44       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 110       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材

料科学技術の側面から

貢献することが求めら

れている。また、未来

の産業創造と社会変革

に向けた「超スマート

社会」実現への取組や、

将来を見据えた未知な

る課題への対応力を強

化するための基盤技術

の蓄積も求められてい

る。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

 本領域では、物

質をナノメートル

レンジのサイズ、

形状に制御するこ

とにより先鋭化さ

れた形で現れる機

能性や反応性を高

度に制御・変調す

る新しいナノ材料

創製技術、「ナノア

ーキテクトニクス

（ナノの建築学）」

を確立し、経済・社

会的課題の解決や

超スマート社会実

現の鍵となる、エ

レクトロニクス、

環境・エネルギー

技術、バイオ技術

等の革新に繋がる

新材料、デバイス

の創製を行う。具

体的には、有機－

無機－金属にわた

る広範な材料系に

おいて、組成、構

造、サイズ、形状が

精密制御されたナ

ノ物質を高度に配

列、集積化、複合化

するとともに、そ

れにより設計・構

築された人工ナノ

材料、ナノシステ

ムにより、斬新な

機能の創発を図

る。ナノ材料科学

者を中心に、物理、

 人類がより良い未来

を迎えるためには、情

報・通信、診断・医療、

エネルギー・環境、食

糧・水・資源、社会イ

ンフラなどの総ての分

野において革新的な新

技術を開発することが

不可欠であるが、その

ようなイノベーション

の多くは新材料の開発

によってもたらされ、

かつその新材料の開発

は、物質・材料の構造

や組織をナノメートル

の極微の世界において

制御することによって

実現されることが多

い。本領域では、極微

世界における物質・材

料の構造や組織の制御

にとって本質的に重要

なことは何であろうか

を深く分析した結果と

して到達した「ナノア

ー キ テ ク ト ニ ク ス

Nanoarchitectonics」

（ナノの世界で構造を

構築するための新しい

科学）の語で表現され

る新概念に基づいて、

新材料の開発を行う。

この「ナノアーキテク

トニクス」の概念は、

本領域と密接な関係に

ある「文部科学省世界

トップレベル研究拠点

育成プログラム（WPI

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化

に向けた今後の課題等について

も記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定めら

れた以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・ナノマテリアルの組成、構造、サイズを高度に制御した合成 

高真空化学蒸着法により、界面ミキシングがなく結晶性の高いGe/Si

コアシェルナノワイヤの形成法を確立した。２次元ナノシートの前駆

体として層状金属酸化物ならびに水酸化物を組成、構造を精密に制御

して合成した。その一部について剥離ナノシート化まで進展した。溶

液中で両親媒性ブロックコポリマーをミセル化し，これを鋳型として

銅イオンを還元することで，銅金属ナノ多孔体を合成した。この手法

は、今後様々な金属・合金系への展開が期待できるものである。 

 

・ナノマテリアル単体の物性評価技術の開発 

 透過電子顕微鏡（TEM）、走査型プローブ顕微鏡（SPM）をベースとす

るナノ物質単体物性計測システムを開発し、ナノワイヤ、ナノシート

の電気、光化学、機械的特性の評価を行った。すなわち、CdS ナノワイ

ヤの光電流生成の高分解能透過電子顕微鏡（HRTEM）内その場評価（世

界初）、酸化物ナノシート層数の光学的決定（世界初）と単層・超格子

デバイスの作製、SPM ナノ誘電計測システムによるナノシート単層の

誘電率評価などを達成した。 

 

・原子スケール薄膜制御 

層状カルコゲン化物の単層酸化によるヘテロ化を実現し、原子膜トラ

ンジスタ素子化に向けた新技術を提案した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・将来の社会実装で高い価値を生み出す機能性材料開発にはナノアー

キテクトニクス研究の成果が不可欠であり、継続した成果創出の取組

を期待する。 

・本領域の研究活動を将来的にどう維持発展させていくかについて、

構想の明確化を早期に進めることを期待する。 

・世界トップクラスの研究拠点として、ハイレベルの研究成果を発信

し続けており、今後も高い研究レベルを維持するための、計画的な人

材育成と多分野への応用展開を期待する。 
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構におけるこれまでの

研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性

材料研究のうち既存の

研究拠点機能を有する

エネルギー・環境材料

と磁性・スピントロニ

クス材料については、

それぞれ個別の研究領

域を設定して進めるも

のとする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科

学技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材

料解析技術、情報統合

型物質・材料研究の 3 

領域を設定して進める

ものとする。 

化学、生体材料、デ

バイス、理論計算

等、多彩な専門家

集団を本領域に結

集し、異分野間の

連携・融合を通じ

て、様々な技術分

野に新展開をもた

らす新規材料技術

の創出を行う。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・ケミカルナノ・メ

ソアーキテクトニ

クスによる機能創

出 

・システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

成する。 

・ナノマテリアル

を 1 ~ 100 ナノメ

ートルレンジで制

御して集積・接合

する技術を開発す

る。 

・ユビキタス元素

で構成される変換

効率 10 %以上の熱

電材料など、新型

高性能エネルギー

材料を創製する。 

・従来の 1/100 以

下の超低消費電力

で高速動作する原

子膜トランジスタ

や新機能原子・分

プログラム）」の「国際

ナノアーキテクトニク

ス 研 究 拠 点 （ WPI-

MANA）」において、9年

間にわたって微調整さ

れ洗練され、我が国か

ら世界に向けて発信す

る新しい概念として育

ったものである。 

 具体的な新材料の開

発としては、無機から

有機にわたる多様な物

質群を用いて、組成、

構造、組織が精密制御

されたナノ構造を高度

に集積化、組織化、複

合化することにより、

あらかじめ設計された

新しいナノ材料やナノ

システムを構築して、

そこに画期的な新機能

を発現せしめることで

ある。このために、広

範な分野の研究者、す

なわち物理、化学、無

機材料、有機材料、生

体材料、電子デバイス、

理論計算科学などの分

野の研究者を結集し、

異分野間の連携と融合

を積極的に促進するこ

とによって、目的の研

究を効率的に達成す

る。研究は５研究分野、

すなわちナノマテリア

ル、ナノシステム、ナ

ノパワー、ナノライフ、

ナノセオリーの分野に

おいて行われる。 

具体的なプロジェクト

としては 

・ケミカルナノ・メソ

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜有識者からの意見＞ 

・国際ナノアーキテクトニクス研究拠点として新物質・新材料・新機

能の発掘によるシーズ創出を目指した活動を進め、ナノシート、ナノ

多孔体の合成や、ナノマテリアル単体の物性評価技術確立など期待以

上の成果を上げ、これらの成果の論文数が 500 を超え、インパクトフ

ァクター（IF）も世界トップレベルを達成したことを評価する。 

・MANA について、2016 年の総論文数は 524 報と過去最高に達し、IF値

も 6.09 と高い水準をキープした。研究機関の活動指標でみても、MANA

の FWCI 値（分野間平均インパクト値）は国内では群を抜き、MIT, UC 

Berkeley などと肩を並べてトップレベルの地位を獲得しており、これ

らの点を高く評価する。 

・MANA の今後の展開について、テーマや将来に向けてのビジョンを期

待する。 

・国際的な研究拠点として、論文成果も顕著であることを評価する。 

・２セレン化タングステンを用いた薄膜制御技術開発を評価する。 



48 
  

各研究領域では、将

来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界

との連携や公募型研究

にも取り組むものとす

る。また、関連する公

的資金プロジェクトと

の連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスア

ポイントメント制度等

による人材交流の促進

により大学・産業界と

の連携強化に努めるも

のとする。中でも、産

学独の研究者が一同に

会するオープンイノベ

ーション活動について

は、世界的な研究開発

拠点の形成や研究情報

の集約・発信、先端イ

ンフラの共用、研究者・

技術者人材の育成等に

努めるとともに、シス

テム化・統合化により

個別の材料・技術の付

加価値を高めて産業界

へと橋渡しすること

で、有望な技術シーズ

の社会実装に努めるも

のとする。これらの取

組を各研究領域の活動

の中で一体的に実施す

ることにより、迅速か

つ効率的な研究・開発

を実現するものとす

る。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

子・量子デバイス・

システム化技術を

開発する。 

・脳型情報処理を

目指したニューロ

モルフィック材料

を開発し、そのシ

ステム化技術を確

立する。 

・簡便かつ低侵襲

な癌診断・治療シ

ステムを提供する

ナノアーキテクト

ニック・システム

を開発する。 

 また、シーズ育

成研究として、ナ

ノスケールに関係

した特異な物性、

量子現象、反応等

の発見、さらには

それらのナノアー

キテクトニクスを

通じたナノ・メソ

高次機能の発現を

目指して、新規ナ

ノ材料探索、ナノ

物性計測、理論計

算手法の開発等、

他領域とも連携し

つつ、基礎・基盤的

観点から多角的な

研究を行う。 

 外部連携活動で

は、世界トップレ

ベル研究拠点プロ

グラム（WPI-MANA）

で構築した国内外

のナノテク研究拠

点ネットワークに

ついて、補助事業

終了後もその継続

アーキテクトニクスに

よる機能創出 

・システムナノアーキ

テクトニクスによる機

能開発 

に取り組み、平成 28 

年度においては以下の

研究を実施する。 

 

・ケミカルナノ・メソ

アーキテクトニクスに

よる機能創出 

 本プロジェクトで

は、無機から有機まで

の多様なナノマテリア

ルを精密合成、高次集

積化し、高度な機能を

発揮する新材料を構築

する「ケミカルナノ・

メソアーキテクトニク

ス」研究を推進する。

そのために、様々な先

端的合成技術と計算科

学的アプローチを組み

合わせて新規ナノマテ

リアルを合成し、ナノ

からメソレンジでそれ

らを配列・集積化・複

合化するケミカルプロ

セスを確立する。この

技術を基盤として人工

ナノ構造を設計して新

しいメカニズムに基づ

く機能、作用の発現を

図り、経済・社会的課

題の解決や超スマート

社会実現の鍵となる、

エレクトロニクス、環

境・エネルギー技術に

新展開をもたらす新材

料、新技術の開発を行

う。 特に、ナノマテ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ケミカルナノ・

メソアーキテクト

ニクスによる機能

創出」 

 

① 1 次元～3 次元

ナノマテリアルを

組成、構造、サイズ

を精密に制御して

合成するための基

盤技術を確立す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ナノマテリア

ル単体の物性評価

を可能とする技術

の整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高真空 CVD 法により、界面ミキ

シングがなく結晶性の高い

Ge/Si コアシェルナノワイヤの

形成法を確立した。２次元ナノ

シートの前駆体として層状金属

酸化物ならびに水酸化物を組

成、構造を精密に制御して合成

した。その一部について剥離ナ

ノシート化まで進展した。溶液

中で両親媒性ブロックコポリマ

ーをミセル化し，これを鋳型と

して銅イオンを還元すること

で，銅金属ナノ多孔体を合成し

た。 

 

TEM、SPM をベースとするナノ物

質単体物性計測システムを開発

し、ナノワイヤ、ナノシートの電

気、光化学、機械的特性の評価を

行った。すなわち、CdS ナノワイ

ヤの光電流生成の HRTEM 内その

場評価、酸化物ナノシート層数

の光学的決定と単層・超格子デ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 層状化合物

結晶の巨大水和膨潤・剥離によ

り、高品質・大型２次元ナノシー

トを高収率で合成可能であるこ

とを明らかにし、また安価な金

属ナノ多孔体の合成に初めて成

功して、触媒電極特性が向上す

ることを見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： ナノ物質単

体での光学特性、誘電特性、デバ

イス構築の基盤を確立し、これ

を踏まえて半導体ナノワイヤの

光電流を HRTEM 内その場検出、

ナノシート超格子のマルチフェ

ロイック機能の観測に成功した

ことは計画を上回る成果であ
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であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

る。 

 

【ナノ材料領域】 

広範な材料系につい

て、組成・構造・サイ

ズ・形状が精密制御さ

れた新たなナノ材料の

創製技術を開発すると

ともに、これらを高度

に配列・集積化・複合

化することで、新材料・

デバイスの創製を目指

すものとする。また、

次世代のシーズ技術の

創出を目指すものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に努め、ナノテク

分野の世界的頭脳

循環ネットワーク

の中心としての機

能を果たす。また、

理論－実験融合研

究、異分野融合研

究、ICYS-MANA 制度

等の独自の取り組

みを通じて、次世

代の物質・材料技

術創出とこれを国

際的に推進する若

手研究者育成を行

う。さらにプロジ

ェクト研究により

生み出される成果

を活用して、産業

界との連携構築に

努め、応用展開や

実用化をめざした

ナノ材料の開発、

さらには、ナノデ

バイス等のさらな

るシステム化・統

合化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リアル創製において

は、剥離技術、コア・

シェル形成技術、鋳型

合成技術など MANA の

得意技術を適用し、組

成、構造、サイズ、形

状が高度に制御された

低次元ナノマテリア

ル、ナノ細孔材料を合

成し、ナノスケールに

由来する特異な機能を

先鋭化する。次に、こ

れらを基本ブロックと

してナノ高次構造、ナ

ノ接合界面を設計的に

構築して、ナノパーツ

間の協奏的相互作用、

混成効果を誘起・制御

する新技術を実現す

る。これによりユビキ

タス元素で構成される

高効率熱電材料やナノ

ワイヤー型太陽電池、

高容量、出力性能を両

立する新型蓄電材料な

ど、新規電子材料、エ

ネルギー材料やデバイ

スを開発する。 

 平成 28年度は、１次

元～３次元ナノマテリ

アルを組成、構造、サ

イズを精密に制御して

合成するための基盤技

術を確立する。またナ

ノマテリアル単体の物

性評価を可能とする技

術の整備を行うととも

に、計算科学的アプロ

ーチによるナノマテリ

アルの物性予測、機能

開発のための基礎理

論、計算手法を確立す

 

 

 

 

 

③ 計算科学的ア

フローチによるナ

ノマテリアルの物

性予測、機能開発

のための基礎理

論、計算手法を確

立する。 

 

 

④ 熱電機能、誘電

機能、蓄電機能な

ど本研究で目標と

する機能開発に向

けた低次元ナノ構

造の設計・制御法

を探索し、候補材

料を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイスの作製、SPM ナノ誘電計測

システムによるナノシート単層

の誘電率評価などを達成した。 

 

1 次元、2 次元、3 次元無機ナノ

マテリアルをターゲットとし、

物性の基礎理論の構築や計算手

法の整備を進めた。特に、黒燐、

トポロジカル絶縁体などの２次

元ナノシートにおいては物性予

測のための基礎理論を構築し

た。 

 

 

籠状材料において、ナノ・ミクロ

多孔構造による効果的なフォノ

ン選択散乱により 100％の熱電

性能向上を達成した。また MoS2

の単層シートの高収率合成法を

開発し、CdS などに複合化するこ

とにより Pt を凌ぐ太陽光水素

製造活性を達成した。さらに危

険芳香性分子のセンシングに有

効と期待されるフラーレン超分

子集合体の新構造体（触手形状）

を発見した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 種々なナノ

マテルリアル系での基礎理論を

構築し、また大規模・複雑系での

物性予測、機能開拓のための基

盤技術を確立するなど、計画通

りに進捗している。 

 

 

 

計画以上の進捗： 低い熱電性

能しか得られないと考えられて

いた多孔体材料の常識を覆し、

ナノ構造制御により希土類フリ

ー籠状構造材料において従来の

約 2 倍の性能指数 ZT～1.6 を達

成した。 
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る。さらに熱電機能、

誘電機能、蓄電機能な

ど本研究で目標とする

機能開発に向けた低次

元ナノ構造の設計・制

御法を探索し、候補材

料を選定する。 

 

・システムナノアーキ

テクトニクスによる機

能開発 本プロジェク

トでは、超低消費電力

の情報処理技術、なら

びに低コストかつ効率

的なオーダーメイド医

療技術の実現など、新

たな価値創出のコアと

なる科学と技術の開拓

を目的として研究を推

進する。そのために、

原子・分子・量子ナノ

デバイス開発、ナノア

ーキテクトニック次世

代デバイス開発、ナノ

アーキテクトニック・

システムの機能創発の

解析、ナノアーキテク

トニック・ライフシス

テムの開拓を行う。物

理学、化学、生物学、

工学、医学分野に渡る

幅広い分野の研究者

が、目標の達成に向け

て横断的に協力して目

標達成を図る。 

 特に、ナノデバイス

では、単分子ダイオー

ド、ナノイオニクス機

能スイッチング、ナノ

プラズモニックデバイ

ス、室温ゼロ抵抗デバ

イスなど、従来の電子

 

 

 

「システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発」 

 

① 原子・分子・量

子が主役となるナ

ノ現象や機能性の

探索 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 原子スケール

薄膜制御ならびに

"半導体、絶縁体、

超伝導体"ハイブ

リッド化に必要な

要素材料の組み合

わせ抽出とナノア

ーキテクトニック

デバイス構築技術

の開発 

 

 

 

 

③ 多探針走査プ

ローブ顕微鏡によ

る非接触ナノスケ

ール電気伝導特性

計測手法や機能創

発の理論解析ツー

ルの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子スイッチの連続的コンダク

タンス変化を利用した意思決定

機能回路の理論検証、固体電解

質中の原子移動を利用した常磁

性/強磁性スイッチ現象の発現、

磁性単分子の磁気輸送特性計

測、二次元原子層超伝導体と有

機分子層からなるハイブリッド

構造を用いて超伝導臨界温度制

御を実現するなど、独創的な発

想に基づくナノ現象・その機能

性を明らかにした。 

 

層状カルコゲン化物の単層酸化

によるヘテロ化を実現し、原子

膜トランジスタ素子化に向けた

新技術を提案した。また多様な

特性を持つ物質を自在に積層す

る ハ イ ブ リ ッ ド ３ 層 構 造

（AlN/MnS/Si(100)）の作製に成

功した。さらに、ハイブリッド構

造の評価技術開発、界面評価技

術開発、極限環境下（極低温、超

高圧）における電気特性計測技

術開発を実施し、複数の民間企

業との共同研究に発展した。 

 

独自の多探針走査プローブ顕微

鏡においてケルビンプローブ法

とナノコンタクト電流印加法の

同時利用を世界に先駆けて実現

し、導電性ナノワイヤネットワ

ークの揺らぎ計測に成功した

他、数万原子からなる巨大原子

系の第一原理計算手法による構

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 原子スイッ

チ機能を利用したデバイス開発

のみならず、意思決定機能回路

への展開、磁性制御機能の発現、

二次元原子層超伝導体の超伝導

臨界温度制御など、計画を上回

る結果が得られ、メディアにも

取り上げられた。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 多様な物性

を示す材料の組み合わせるナノ

アーキテクトニック次世代デバ

イスの実現に向けて、原子レベ

ルで高度に制御されたヘテロ構

造、ハイブリッド構造の構築技

術、評価技術開発が計画を超え

て進捗している。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 大規模ナノ

アーキテクトニックシステムに

期待される創発機能を検出する

手法と技術の開発段階で、複雑

なナノシステムのゆらぎ計測、

複雑な構造体のポテンシャル分

布計測に成功したことは、計画

を超えた成果と位置づけられ
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デバイスとは一線を画

した原子・分子・量子

ナノデバイスの提唱と

実証を進める。ナノア

ーキテクトニック次世

代デバイスとしては、

1/100 から 1/1000 の

電力で動作する原子層

レベル薄膜トランジス

タや超伝導デバイスを

開発する。一方、シス

テムナノアーキテクト

ニクスに欠かせない基

盤技術開発では、世界

に先駆けて多機能・高

速多探針走査プローブ

顕微鏡を実現し、ナノ

アーキテクトニック・

システムの創発機能を

解析する。また 100 万

原子以上を取り扱う大

規模第一原理計算手法

を高度化し、デバイス・

システムの機能予測を

実現する。さらに、ラ

イフイノベーションに

資するナノライフシス

テムとして、世界標準

のモバイル呼気診断デ

バイスや低侵襲・副作

用フリーの癌治療法の

確立を目指す。 

 平成 28年度は、シス

テムナノアーキテクト

ニクスを通じた機能開

発のベースとなる探索

研究を推進する。具体

的には、将来のナノデ

バイス応用を念頭に置

いた原子・分子・量子

が主役となるナノ現象

や機能性の探索、原子

 

 

 

 

 

 

④ ナノアーキテ

クトニック有機分

子システムによる

病態解析モデルや

バイオマーカーの

探索 

 

 

 

 

 

 

⑤ 細胞機能を制

御しうる機能表面

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる新規ナノ材料

探索、ナノ物性計

測、理論計算手法

の開発等の基礎・

基盤的観点から多

角的な研究 

 

 

造最適化に加え、その電子状態

予測を可能にするなど、大規模・

複雑系システムにおける創発機

能解析に必要な実験・理論ツー

ルの整備を進めた。 

 

病態解析やバイオマーカー探索

に不可欠な細胞-材料相互作用

の詳細な理解に向けて、光応答

性ゲル基板、ペプチド分子精密

固定化基板、分岐高分子ブラシ

架橋膜などの開発、ガス分子の

質量を分析できる新しい力応答

センサ応用技術の開発、透過関

数解析を応用して MSS センサに

よる多チャンネル計測技術の開

発を行った。 

 

多様なマイクロパターンを作り

込んだ基板表面上での間葉系幹

細胞培養実験から、細胞接着面

積は、細胞伸展面積に比べて、細

胞機能により大きな影響を及ぼ

すことを見いだした。また、形状

やサイズを制御した種々の金ナ

ノ粒子を作製し、幹細胞の分化

への影響、および近赤外線照射

によるがん細胞死滅効果を調

べ、細胞の機能・挙動と金ナノ粒

子の構造・サイズとの関係を明

らかにした。 

 

 

将来のナノアーキテクトニクス

研究の新展開に資することを目

指して、シーズ育成研究を実施

した。遷移金属を含有する層状

複水化合物の新しい合成法、摩

擦発電材料の探索研究、ナノワ

イヤネットワークの電気伝導に

現れるスモールワールド性計

測、大規模計算で重要となる原

る。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 病理解析、診

断、治療のシステム化において

重要となる細胞‐材料相互作用

に関する基礎的な知見を着実に

獲得しつつ、多様な情報を総合

的に取り扱うためのセンサ技術

開発において、計画を超える進

展が見られた。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 再生医療に

利用する幹細胞の分化機能制御

実現や、がん細胞を効率良く死

滅させるなどの機能を実現して

いく上で、バイオメディカル材

料の表面の機能を活用できるこ

とを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 今後の展開

が期待される興味深い現象が数

多く見出された。特に新材料の

開拓、機能を発現させるための

新構造の探索、全く新しい概念

により理解される新機能の確認

など、セレンディピティ的なシ

ーズ成果が生まれた。 
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スケール薄膜制御なら

びに“半導体、絶縁体、

超伝導体”ハイブリッ

ド化に必要な要素材料

の組み合わせ抽出とナ

ノアーキテクトニック

デバイス構築技術の開

発、ナノアーキテクト

ニック・システムの解

析に必要な多探針走査

プローブ顕微鏡による

非接触ナノスケール電

気伝導特性計測手法や

機能創発の理論解析ツ

ールの開発、ナノアー

キテクトニック有機分

子システムによる病態

解析モデルやバイオマ

ーカーの探索ならびに

細胞機能を制御しうる

機能表面の開発を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

世界トップレベル

研究拠点プログラ

ム（WPI-MANA） 

 

① 新概念「マテリ

アル・ナノアーキ

テクトニクス」に

基づいた世界トッ

プレベルの研究の

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 国際的に開か

れた研究環境の実

現 

子間ポテンシャルの推定法の探

索などをはじめとして様々な視

点から多彩なテーマについて探

索型の研究を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

国際ナノアーキテクトニクス研

究拠点（MANA）は、2007 年に開

始された文部科学省の「世界ト

ップレベル研究拠点（WPI）プロ

グラム」の最終年度を迎えたが、

今後の研究活性化のための重点

施策として、MANA に 2016 年度か

ら設置されたナノセオリー分野

の研究者とMANA内の実験系研究

者との連携を促進するために、

「理論―実験ペアリングプログ

ラム」を実施した。またこれまで

分野を指定して実施してきた融

合研究について、より幅広い課

題を取り上げて支援する形に変

更した。これらの施策の効果と

して、国内外で高く評価される

成果に結実し、2016 年の総論文

数は 524 報（年度ごとでは過去

最高に達するなど、世界トップ

レベルの研究アクティビティー

を示す多くの指標が高い水準を

記録した。 

 

優秀な外国人ポスドクの雇用、

海外の有力な研究者の招聘、若

手研究者の海外派遣促進、英語

を公用語とする事務部門・技術

支援の運営と整備を推進した。

特に、MANA が受けた WPI 補助金

ならびにNIMS運営費交付金を活

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： MANA が実施

した各種施策により、MANA の

FWCI 値（分野間平均インパクト

値）は国内では群を抜くレベル

を維持し、MIT, UC Berkeley な

どと肩を並べてトップレベルの

地位を獲得した。また Clarivate 

Analytics 社が毎年公表する

Highly cited researcher に、

Chemistry, Materials Science

分野で6名のMANA PIが選ばれ

た（日本全体で 11 名）。これら

はいずれも当初計画を大きく上

回る成果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：外国人が働き

やすい研究環境の整備、海外か

らの科学者の研究活動と日常生

活に対する支援、海外サテライ

ト運営、国際性の高い若手研究

者育成などの取り組みが、46.3%

と高い外国人研究者比率の維持
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用して推進している若手研究者

の育成事業（若手独立研究者制

度、ICYS-MANA、NIMS ジュニア研

究員など）の国際性が非常に高

く、それらのMANA制度やMANAポ

スドク制度などから輩出された

国際性の高い人材は年度末で

298 名に達した（2007 年からの

累計）。これにより、WPI-MANA を

中心とするナノテクノロジー・

ナノアーキテクトニクス研究ネ

ットワークは世界に広がり、先

進的な国際研究機関としての地

位を確立し、広く国際的にも認

知されるに至った。 

 

に繋がり、優れたマネジメント

による研究所の国際化の手本で

あるとの評価を、WPI プログラム

委員会より得た。2016 年 5 月に

つくばで開催されたG7＋EU科学

技術相会議において、MANA は見

学したい先進的国際研究機関と

して視察先に選ばれた。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１－６ 先端材料解析技術領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 42(42) 

/47(12) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 94.7 

(31) 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  4       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 44       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、物

質・材料研究にお

いて横断的かつ基

盤的な役割を果た

し、超スマート社

会の実現や先進材

料のイノベーショ

ンを加速するため

の鍵となる先端材

料解析技術の研究

開発を行う。先進

的な材料において

有用な機能を担う

のは、表界面や表

層もしくはバルク

内部における特徴

的な構造、組成の

変調、配向や組織、

電子状態・スピン

状態等であり、機

能の発現機構の根

源的かつ効率的な

解明には、これら

の構造・特性を

様々なスケール・

環境下で的確に把

握するための計測

解析技術が必須と

なる。本領域では、

サブ原子レベルか

らマクロな系にい

たるマルチスケー

ル計測技術、多様

な環境場における

オペランド（実動

環境下）観測技術、

さらには、計算科

学との融合による

 本領域では、物

質・材料研究にお

いて横断的かつ基

盤的な役割を果た

し、超スマート社

会の実現や先進材

料のイノベーショ

ンを加速するため

の鍵となる先端材

料解析技術の研究

開発を行う。先進

的な材料において

有用な機能を担う

のは、表界面や表

層もしくはバルク

内部における特徴

的な構造、組成の

変調、配向や組織、

電子状態・スピン

状態等であり、機

能の発現機構の根

源的かつ効率的な

解明には、これら

の構造・特性を

様々なスケール・

環境下で的確に把

握するための計測

解析技術が必須と

なる。本領域では、

サブ原子レベルか

らマクロな系にい

たるマルチスケー

ル計測技術、多様

な環境場における

オペランド（実動

環境下）観測技術、

さらには、計算科

学との融合による

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた以上の業務の進捗が認められ

るため。 

自己評定ではB評定であるが、評価すべき実績の欄に示す点について、

評定を引き上げるべき進捗があったと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・オペランド・ダイナミクス表面計測技術の開発と実デバイス・材料へ

の応用 

 充放電前後の全固体 Li イオン電池界面オペランドナノ電位分布マッ

ピングを高空間分解能（～50 nm）で可視化、高エネルギー状態選別 O2

ビームを用いた新規計測技術を開発し、配向酸素ビームによる白金表面

への酸素吸着機構解明などの顕著な成果が得られた。（プレス発表を実

施） 

 

・高感度高精度電子顕微鏡の開発とナノ領域その場物性計測への応用 

 試料損傷低減のための低温低加速高分解能 走査型透過電子顕微鏡

（STEM）像観察を実現し、単原子感度の STEM 像観察に成功した。世界初

の探針付き２軸傾斜試料ホルダーの試作を計画通り進めるとともに、従

来にはなかったプラスチック製試料ホルダーを開発した（Micron に掲

載）。Au9クラスター原子の動的観察（Journal of Chemical Physics に

掲載）、太陽電池用色素分子観察（Scientific Reports に掲載）、Na蓄電

材料（Nature Communications に掲載）などの環境エネルギー材料の高

感度計測に展開し、顕著な成果を得た。 

 

・データ科学と先端計測の融合による”埋もれた物理量”を抽出する新

規技術開発 

 走査型電子顕微鏡において、エネルギー広がりを有する二次電子か

ら、従来は検出不可能とされた微弱信号を定量的に抽出するインフォマ

ティクス技術を開発した。それにより単原子層グラフェンについて、電

子の透過率を 0～600 eV の広いダイナミックレンジで一度に求めること

に成功した（プレス発表を実施）。 

 

・ナノワイヤー電子銃の研究成果が企業へ橋渡しされ、実用化への道筋

が明確化された。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

計測インフォマテ

ィクス等の最先端

の材料計測解析技

術を開発し、それ

らを適切に組み合

わせることで、包

括的かつ相補的な

高度材料解析技術

を実現する。また、

機構で開発された

様々な先進材料の

解析を行い、イノ

ベーションの加速

に貢献する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

に取り組む。 

このプロジェクト

により、2022 年度

までに特に以下の

技術目標を達成す

る。 

・表面場が機能発

現のキーとなる先

進表面機能材料の

イノベーションを

加速する最先端表

面敏感オペランド

ナノ計測として、

歪場等の新規表面

場の創製制御技

術、新規制御場に

おける単一原子レ

ベル計測、極限環

境におけるサブミ

リ電子ボルトレベ

ルの高精度表面状

態可視化技術等を

計測インフォマテ

ィクス等の最先端

の材料計測解析技

術を開発し、それ

らを適切に組み合

わせることで、包

括的かつ相補的な

高度材料解析技術

を実現する。また、

機構で開発された

様々な先進材料の

解析を行い、イノ

ベーションの加速

に貢献する。 

 平成 28 年度は、

マテリアルイノベ

ーションの加速に

資する計測ニーズ

抽出とそれに基づ

く先端材料計測要

素技術を開発す

る。共通データフ

ォーマットの調査

と基本設計を開始

し、中間レポート

を作成する。オー

プンイノベーショ

ンのための共用化

と国際標準化にお

ける主導的役割を

果たす。そのため

に産学独連携と異

分野融合に資する

シンポジウム、ワ

ークショップ、オ

ープンセミナー等

のアウトリーチお

よび外部連携活動

を積極的に展開す

る。具体的なプロ

ジェクトとして

は・先進材料イノ

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後、先端材料解析技術を駆使した新材料開発、材料問題解決におい

て成果を発揮するとともに、材料科学研究に適した解析技術の高度化に

期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・研究領域の特性上、外部連携を活性化することで広く我が国の材料開

発レベルを向上させることが可能である。その点で、積極的な連携がな

された点を評価する。 

・物質・材料研究を進める上で共通的に必要となる計測技術等の分野に

おいて、世界初・世界最高水準の顕著な成果が数多く得られた。また、

ナノプラットフォームなどにその成果を提供し、国内の研究者が成果を

活用できる体制づくりも進めたことを評価する。窒素ガリウム評価基盤

領域など、機構内の研究者との共同研究もよくなされたことも評価す

る。 

・ナノワイヤー電子銃の研究成果が企業へ橋渡しされ、実用化への道筋

が明確化されたことを評価する。 

・先端材料解析技術開発に対して、先端計測技術の振興を着実に図りつ

つ、オペランド計測や計測インフォマティクスといった材料科学に新た

な開発視点をもたらす先進技術にチャレンジし、具体的な成果を生みつ

つあることを高く評価する。特に、二次電池やエネルギー変換材料の動

作をナノスケールで可視化する技術は、今後の材料開発に大きく貢献す

ることが期待できる。 

・表面オペランドナノ計測、表層化学状態計測、高感度高精度電子顕微

鏡、NMR 等、先端材料解析技術において世界初・世界最高水準の成果が

数多く得られたことを評価する。 

・全固体電池の電位分布の高分解能計測や、世界初になる、その場計測

用探針付き２軸傾斜ホルダーの開発を評価する。 

・可視光用途デジカメによる X線計測技術開発を評価する。 

・ナノテクノロジープラットフォームへの貢献を評価する。 

・テーマ設定（テーマ間連携、計測プラットフォームとしての位置づけ）

が明確であり、マネジメントは良好である。 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

開発する。 

・先進材料の性能

及び物性を、実動

環境下でのナノ領

域観察から解明す

るため、機能元素

を単原子レベルで

識別できる低損傷

定量電子顕微鏡法

とその場物性計測

ホルダーを開発

し、材料評価に展

開する。 

・ナノ薄膜デバイ

スの機能層の迅速

診断を目的とし

て、単原子層から

数十マイクロメー

トルの深さ領域に

おける化学結合状

態の断層解析の一

桁以上の高速化と

自動化を実現す

る。 

 また、シーズ育

成研究として、新

規計測手法のシー

ズとなるような独

創的な計測解析手

法の開拓を推進す

る。特に、第一原理

計算等の計算科学

や多変量解析等の

情報科学と大量の

データを創出する

先端イメージング

多元的計測の融合

を目指した研究を

重点的に推進す

る。その中で得ら

れた重要計測シー

ズをコア基盤技術

ベーションを加速

する最先端計測基

盤技術の開発に取

り組み、平成 28 年

度においては以下

の研究を実施す

る。 

 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

 本プロジェクト

では、物質・材料研

究において横断的

かつ基盤的な役割

を果たし、超スマ

ート社会の実現や

先進材料のイノベ

ーションを加速す

るための鍵となる

先端材料解析技術

の研究開発を行

う。社会ニーズに

応える先進材料の

有用な機能を担う

のは、表界面や表

層もしくはバルク

内部における特徴

的な構造、組成の

変調、配向や組織、

電子状態・スピン

状態等であり、機

能の発現機構の根

源的かつ効率的な

解明には、これら

の構造・特性を

様々なスケール・

環境下で的確に捉

える計測解析技術

が必要である。そ

こで、本プロジェ

 

 

 

 

 

 

 

 

「先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発」 

 

＜表面敏感オペラ

ンドナノ計測法＞ 

① 極低温･強磁

場･超高真空対応

電気伝導計測、1%

以下歪場制御下に

おける STM 計測、

高空間分解能電位

KPFM 計測、高エネ

ルギー状態選別ビ

ーム、細胞膜表面

間結合反応計測、

ナノワイヤ電子源

などの要素技術を

開発する。 

 

 

 

 

＜表層化学状態計

測＞ 

② ナノシートや

埋もれた界面を含

む表層における計

測情報の分離技術

の要素開発とし

て，数十 eV～数百

keV の広エネルギ

ー範囲での電子の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充放電前後の全固体 Li イオン電

池界面オペランドナノ電位分布

マッピングを高空間分解能（～50 

nm）で可視化、高エネルギー状態

選別 O2 ビームを用いた新規計測

技術を開発し、配向酸素ビームに

よる白金表面への酸素吸着機構

解明などの顕著な成果が得られ

た（プレス発表）。ナノワイヤ電

界放出電子源の電子顕微鏡への

組み込み、強磁場下超伝導電流測

定、水素透過その場マッピングも

実現、応力印加下 STM、マルチス

ケール STM/AFM 等の技術開発も

進めた。目標達成度は 120％であ

る。 

 

 

 

走査型電子顕微鏡において、エネ

ルギー広がりを有する二次電子

から、従来は検出不可能とされた

微弱信号を定量的に抽出するイ

ンフォマティクス技術を開発し

た。それにより単原子層グラフェ

ンについて、電子の透過率を 0～

600 eV の広いダイナミックレン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 実デバイス表

面オペランド解析技術に大きな

進展があり、また高エネルギー状

態選別ビームの早期開発を実現、

各々、応用展開で有意義な成果が

得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 従来は情報分

離が困難とされた走査型電子顕

微鏡の二次電子において、計測イ

ンフォマティクスの新発想でそ

の情報分離を初めて可能にした。 
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る。 

 

【先端材料解析技術領

域】 

様々なスケールでの

計測技術（マルチスケ

ール計測技術）、実使用

環境下（オペランド）で

の計測技術を開発す

る。また、独創的な計測

解析手法の開拓を推進

し、得られたシーズを

基盤技術化すること

で、革新的な計測技術

の実現を目指すものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化し、メインの技

術に取り入れてい

くことにより、研

究開発効率の最大

化を図る。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、先端計

測解析分野におけ

るハブ機能の高度

化を図る。具体的

には、先端計測の

プラットフォーム

を中心に、高度な

研究者や技術者人

材の育成、先端計

測の国際標準化、

産学独連携と異分

野融合を促進す

る。また、産業界に

おける技術的課題

に先端材料計測か

らの解決策を与え

るとともに、コア

技術の社会実装を

進めるため、公募

型研究によるオー

プンイノベーショ

ン研究を推進す

る。さらに、物質・

材料の研究開発に

関する拠点形成事

業の活動に先端計

測技術として積極

的に参画し、材料

イノベーションの

加速に寄与すると

ともに、最先端材

料計測分野の国内

外の研究者・高度

技術者の育成にも

貢献する。 

クトでは、サブ原

子レベルからマク

ロな系にいたるマ

ルチスケール計測

技術、多様な環境

場におけるオペラ

ンド（実動環境下）

観測技術、さらに

は、計算科学との

融合による計測イ

ンフォマティクス

等の最先端計測技

術を開発し、それ

らを適切に組み合

わせることで、包

括的かつ相補的な

高度材料解析技術

を実現する。 

 特に、最表面敏

感計測として複合

極限場における分

解能 1meV 以下の

電子状態計測、1%

超の制御歪場計測

等を開発するほ

か、表層化学状態・

電子状態に関する

高ダイナミックレ

ンジ（単原子量～

数十マイクロメー

トル）の計測情報

分離技術を確立

し、一桁以上の高

速化と自動化を実

現する。先端電子

顕微鏡計測とし

て、元素ポテンシ

ャルを単原子レベ

ルで識別できる低

損傷定量計測技

術、独自試料ホル

ダーシステムによ

情報深さに関する

実用的かつ定量的

な評価方法を開発

する。 

 

③ 表層化学計測

データのデータベ

ース化を目的とし

て，共通データフ

ォーマットの構築

を行う。 

 

＜高感度高精度電

子顕微鏡法＞ 

④ 試料損傷低減

のための計測関連

基盤技術（試料搬

送・試料加工・電子

線損傷低減）と試

料ホルダー試作に

関する予備検討を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

＜強磁場固体 NMR・

強磁場光物性計測

＞ 

⑤ ビッター型パ

ルス磁石として国

内最高磁場（20T

超）を目指す。クラ

イオコイルプロー

ブ等の開発により

ＮＭＲ感度を 2 年

後までに 2 倍以上

を目指す。 

 

ジで一度に求めることに成功し

た（プレス発表）。 

 

 

 

表層化学計測装置が出力するデ

ータに記載されているメタデー

タの用語や数値データ列のフォ

ーマットについて調査解析を行

い、共通性のない用語を変換する

仕組み等の要素技術を構築した。 

 

 

 

試料損傷低減のための低温低加

速高分解能 STEM 像観察を実現

し、単原子感度の STEM 像観察に

成功した。世界初の探針付き２軸

傾斜試料ホルダーの試作を計画

通り進めるとともに、従来にはな

かったプラスチック製試料ホル

ダーを開発した（Micron）。Au9ク

ラスター原子(J.Chem.Phys.)の

動的観察、太陽電池用色素分子観

察 (Sci. Rep) 、 Na 蓄電材料

(Nat.Comm.)などの環境エネルギ

ー材料の高感度計測に展開し、顕

著な成果を得た。 

 

 

 

 

ビッター磁石の新製造技術（従来

の金型法よりも安価・高精度なレ

ーザー加工法）を開発し、国内初

のビッター型パルス磁石を試作

した。従来の巻線型パルス磁石で

は液体窒素冷却が必要であった

が、ビッター型では室温の水で冷

却できる簡便性・安価性に大きい

特徴がある。最高磁場 22.6T を達

成した。クライオプローブについ

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 共通データフ

ォーマット構築にあたって、主要

な問題点を抽出し、解決へ導く基

盤要素技術を開発するなどした。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 低損傷原子分

解能観察と、世界初の探針付き傾

斜試料ホルダー開発は計画通り

の成果である。一方、開発手法を

早期に展開し、蓄電材料(Nat. 

Comm.)や太陽電池関連材料(Sci. 

Rep.)の結果が高 IF 誌へと掲載

され、計画を超えて進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 低い目標では

なく、いずれも国内初であり、世

界的にもトップレベルまたはオ

ンリーワンである。今後は実用へ

向けて最適化と材料課題解決へ

の応用に展開する。 
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るその場物性計測

技術等を開発する

とともに、強磁場 

NMR・物性の計測可

能領域（温度、周波

数、磁場、感度、分

解能）を拡大し、計

測可能種を年間１

件以上の割合で拡

大、非晶質物質局

所構造を年間１件

以上の割合で解明

する。さらに、パル

ス及び定常偏極中

性子、小型中性子

等による低温から

高温（2-1600 K）、

高圧（0-10 GPa）下

の非破壊高精度オ

ペランド計測法を

確立するととも

に、X 線自由電子

レーザーや放射光

源を用いてフェム

ト～サブミリ秒レ

ベルの時間分解能

の原子レベルの電

荷分布、埋もれた

薄膜や多層膜のナ

ノ構造や物性変化

の計測技術を確立

する。さらに、開発

した技術を先進材

料研究に応用し、

材料イノベーショ

ンの効率最大化に

資する。 

 平成 28年度は、

マテリアルイノベ

ーションの加速に

資する計測ニーズ

抽出とそれに基づ

 

 

 

＜量子ビーム計測

＞ 

⑥ 高圧下３次元

磁気構造回折実験

用、ハイブリッド

アンビル及び、高

周波磁場照射アタ

ッチメントを組み

込んだ透過型の広

角散乱計測光学系

を設計・試作する。 

 

 

 

 

⑦ 放射光源を用

いたフェムト～サ

ブミリ秒レベルの

電荷分布計測装置

及び、非線形光学

分散評価法を近赤

外領域に拡張する

ための装置を設

計・試作する。 

 

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる新規計測手法

のシーズとなるよ

うな独創的な計測

解析手法の開拓 

ては単核 NMR で 3.2 倍の感度を

達成した。 

 

 

 

高圧力下中性子３次元偏極解析

用ハイブリッドアンビルセルを

作製し、ILL（仏）において世界

初の高圧力下中性子３次元偏極

解析実験に成功した。微小焦点硬

X線光源からX線ミラーで平行化

したビーム上に高周波磁場照射

アタッチメントを組み込み、試料

からの回折・散乱 X線を硬 X線対

応 2 次元半導体検出器で効率よ

く検知できるシステムを設計・試

作した。 

 

⑦サブミリ秒時間分解能で薄膜・

多層膜の表面や埋もれた界面の

電子密度分布の変化を計測する

X線装置を開発、温度によって疎

水性・親水性がスイッチングする

感温性高分子薄膜の挙動を解明

した。非線形光学分散評価法では

波長 1700nm までの評価系を構

築、その動作確認を行い、金属ナ

ノ材料・炭素系材料の定量的評価

を開始した。 

 

 

 

GdLiF4 を使用する断熱消磁冷却

装置を開発し、宇宙空間での計測

センサの極低温維持に有効性を

実証した。NIMS 独自の材料を用

いた磁気冷凍システムによって、

気体冷凍技術では困難な、カルノ

ー効率５０％を達成した。さらに

汎用低コストの X 線分光検出素

子を開発した。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 一部、世界初

の高圧力下中性子３次元偏極解

析実験を予定通り成功させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： これまで困難

であった X 線による表面界面の

電子密度分布変化をサブミリ秒

時間分解能での計測を可能とし、

非線形光学分散評価法における

1700nm までの近赤外領域への拡

張に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 特に、先端計

測に不可欠な極低温冷凍技術を

大幅に進歩（JAXA より感謝状）さ

せるとともに、新規エネルギー分

散 X 線イメージング法の開発に

成功した。 
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く先端材料計測要

素技術を開発す

る。共通データフ

ォーマットの調査

と基本設計を開始

し、中間レポート

を作成する。オー

プンイノベーショ

ンのための共用化

と国際標準化にお

ける主導的役割を

果たす。表面敏感

オペランドナノ計

測法の開発と先進

材料応用では、多

様な環境場におけ

るオペランドナノ

計測への各種ニー

ズに対応した装置

開発と改造、多元

的な計測ニーズに

対応するプローブ

およびビームなど

の表面敏感計測法

における基盤要素

技術を開発する。

特に、極低温･強磁

場･超高真空対応

電気伝導計測、1%

以下歪場制御下に

おける STM 計測、

高空間分解能電位

KPFM 計測、高エネ

ルギー状態選別ビ

ーム、細胞膜表面

間結合反応計測、

ナノワイヤ電子源

などの要素技術を

開発する。表層化

学状態計測におけ

る情報分離技術の

開発と応用では、
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ナノシートや埋も

れた界面を含む表

層における計測情

報の分離技術の要

素開発として，数

十eV～数百keV の

広エネルギー範囲

での電子の情報深

さに関する実用的

かつ定量的な評価

方法を開発する。

また表層化学計測

データのデータベ

ース化を目的とし

て，共通データフ

ォーマットの構築

を行う。高感度高

精度電子顕微鏡法

の開発とナノ領域

その場物性計測で

は、試料損傷低減

のための計測関連

基盤技術（試料搬

送・試料加工・電子

線損傷低減）と試

料ホルダー試作に

関する予備検討を

行う。強磁場固体

NMR および強磁場

光物性計測に関す

る技術開発と応用

では、ビッター型

パルス磁石として

国内最高磁場（20T

超）を目指す。クラ

イオコイルプロー

ブ等の開発により

NMR 感度を 2 年後

までに 2 倍以上を

目指す。量子ビー

ム計測応用技術の

開発による先進材
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料イノベーション

の加速では、オペ

ランド計測法の開

発として、高圧下

３次元磁気構造回

折実験用、ハイブ

リッドアンビル及

び、高周波磁場照

射アタッチメント

を組み込んだ透過

型の広角散乱計測

光学系を設計・試

作する。また、時空

間マルチスケール

解析法の開発とし

て、放射光源を用

いたフェムト～サ

ブミリ秒レベルの

電荷分布計測装置

及び、非線形光学

分散評価法を近赤

外領域に拡張する

ための装置を設

計・試作する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１－７ 情報統合型物質・材料研究領域における研究開発 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

従事人員数

（ 定 年 制

（うち研究

者数）/任期

制（うち研

究者数）） 

 11(6) 

/70(52) 

      予算額（百万円） 15,160 

の内数 

      

領域の論文

数 （ う ち

NIMS 著者が

筆頭の論文

数） 

 63.6 

(13) 

      決算額（百万円） 14,995 

の内数 

      

特許出願数  2       経常費用（百万円） 15,108 

の内数 

      

産学独連携

数 

 13       経常利益（百万円） 1,289 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

10,526 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 1,108 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、エネルギー・

資源等の安定的確保、

自然災害や地球規模課

題への対応など科学技

術基本計画において国

が取り組むべき課題と

されている事項への取

組を通じて、物質・材料

科学技術の側面から貢

献することが求められ

ている。また、未来の産

業創造と社会変革に向

けた「超スマート社会」

実現への取組や、将来

を見据えた未知なる課

題への対応力を強化す

るための基盤技術の蓄

積も求められている。 

本中長期目標期間で

は、具体的課題をター

ゲットとした課題解決

型のアプローチと、20

～30 年先の産業創造

や社会変革を見据えて

新たな価値を創出する

未来創生型のアプロー

チを組み合わせ、物質・

材料研究の全体像を俯

瞰した上で、機能性材

料研究、構造材料研究、

材料研究のための基盤

技術のそれぞれについ

て、既存の研究拠点機

能を生かしつつ研究領

域を設置するものとす

る。各研究領域におい

ては、社会ニーズと機

構におけるこれまでの

 本領域では、物

質・材料分野にお

ける膨大なデータ

群に、最先端のデ

ータ科学・情報科

学の手法を組み合

わせることで、物

質・材料の研究開

発を飛躍的に加速

させる新しい研究

手法である「情報

統合型物質・材料

研究（マテリアル

ズ・インフォマテ

ィクス）」を推進す

る。データベース

の充実やシステム

の整備・強化によ

り、より使いやす

いデータベースを

構築する一方、最

先端の物質・材料

科学、情報科学、デ

ータ科学等の多様

な手法やツールを

駆使した「情報統

合型の開発システ

ム」をプラットフ

ォーム化し、産業

界の課題・ニーズ

に対する有効な解

決策を短期間で開

発・提供する仕組

みを構築する。さ

らに、この仕組み

を広範囲の物質・

材料系へ展開する

ことで、我が国の

 本領域では、物

質・材料分野にお

ける膨大なデータ

群に、最先端のデ

ータ科学の手法を

組み合わせること

で、物質・材料の研

究開発を飛躍的に

加速させる新しい

研究手法である

「情報統合型物

質・材料研究（マテ

リアルズ・インフ

ォマティクス）」を

推進する。データ

ベースの充実やシ

ステムの整備・強

化により、より使

いやすいデータベ

ースを構築する一

方、最先端の物質・

材料科学、情報科

学、データ科学等

の多様な手法やツ

ールを駆使した

「情報統合型の開

発システム」をプ

ラットフォーム化

し、産業界の課題・

ニーズに対する有

効な解決策を短期

間で開発・提供す

る仕組みを構築す

る。さらに、この仕

組みを広範囲の物

質・材料系へ展開

することで、我が

国の物質・材料研

○科学技術基本計

画において国が取

り組むべき課題の

解決に繋がる成果

が創出されている

か 

○未来の産業創造

と社会変革に向け

た「超スマート社

会」の実現に繋が

る成果が創出され

ているか 

○将来を見据えた

未知なる課題への

対応力を強化する

ための基盤技術が

蓄積されているか 

○世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか 

 

・国が取り組むべ

き課題解決に資す

る取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創出

に資する取組の進

捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の成

果 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・インフォマティクス研究の性格から、広範な産学官連携体制による材

料設計提案、実験による検証データの蓄積、データベースの充実、とい

うサイクルの確立を期待する。 

・データの社会的価値が注目される中、当該分野の国際競争力強化に向

けたデータベース資産の取扱い方針（オープンとクローズ）、知的財産

保護、海外との連携、といった重要課題についての早期の検討が必要と

考えられる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・情報統合型物質・材料研究拠点の設置をはじめとして、研究開発の重

点化、イノベーション創出を推進する組織の設置、能力・業務量の変動

等に応じた柔軟な人事配置の見直しを行うなど、国や社会のニーズの変

化に応じた組織編成を実施したことを評価する。 

・2015 年 7月発足の MI2I の本格的な体制整備、実働推進を着実に進め、

重要な成果を生み出した実績を高く評価する。 

・発足初年度だが、コンソーシアム４３社を集めるなど、産業普及の足

がかりを作ったことを評価する。 

・ナショナルプラットフォームの足がかりを作ったことを評価する。 

・毎年の目標設定を明確化したことを評価する。 
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研究の蓄積を踏まえた

研究内容の重点化を図

るものとし、機構全体

のみならず我が国全体

としての研究開発成果

の最大化を図るべく、

領域間での連携にも留

意して研究開発を進め

るものとする。 

機能性材料研究及び

構造材料研究について

は、主として課題解決

型アプローチにより研

究開発を推進するもの

とする。なお、機能性材

料研究のうち既存の研

究拠点機能を有するエ

ネルギー・環境材料と

磁性・スピントロニク

ス材料については、そ

れぞれ個別の研究領域

を設定して進めるもの

とする。 

材料研究のための基

盤技術については、革

新的な研究開発手法や

先端的な計測手法など

の基盤的な研究開発を

推進し、物質・材料科学

技術全体を支えるた

め、課題解決型アプロ

ーチに加え、未来創生

型アプローチによる研

究開発手法等の開拓を

目指すものとし、既存

の拠点機能を生かしつ

つ、ナノ材料、先端材料

解析技術、情報統合型

物質・材料研究の 3 領

域を設定して進めるも

のとする。 

各研究領域では、将

物質・材料研究を

加速させる。 

 具体的には、こ

れまで構築してき

た物質・材料デー

タ ベ ー ス ”

MatNavi”を拡充す

るとともに、有料

公開システムを整

備し、「情報統合型

物質・材料研究」の

データプラットフ

ォームの基幹とす

る。さらに、研究現

場で日々創出され

る材料データを効

率的にデータベー

スに取込み、材料

研究のニーズに合

った形で提供する

「データ収集・管

理・提供技術」を開

発することによ

り、材料データプ

ラットフォーム構

築の効率化と持続

化を推進する。ま

た、シーズ育成研

究として、材料プ

ロセス、構造、特

性、パフォーマン

スの関係を、デー

タ科学の手法によ

り見出し、材料特

性予測及び新材料

設計のための新し

いアプローチと手

法を探索する。こ

れまでの物理、化

学、材料科学理論、

及び、実験で得ら

れた知見を、情報

究を加速させる。 

 具体的には、こ

れまで構築してき

た物質・材料デー

タ ベ ー ス ”

MatNavi”を拡充す

るとともに、有料

公開システムを整

備し、「情報統合型

物質・材料研究」の

データプラットフ

ォームの基幹とす

る。さらに、研究現

場で日々創出され

る材料データを効

率的にデータベー

スに取込み、材料

研究のニーズに合

った形で提供する

「データ収集・管

理・提供技術」を開

発することによ

り、材料データプ

ラットフォーム構

築の効率化と持続

化を推進する。ま

た、シーズ育成研

究として、材料プ

ロセス、構造、特

性、パフォーマン

スの関係を、デー

タ科学の手法によ

り見出し、材料特

性予測及び新材料

設計のための新し

いアプローチと手

法を探索する。こ

れまでの物理、化

学、材料科学理論、

及び、実験で得ら

れた知見を、デー

タ科学の技術と融

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 
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来の芽を創出するよう

な探索型研究及び目的

基礎研究を実施するも

のとし、大学・産業界と

の連携や公募型研究に

も取り組むものとす

る。また、関連する公的

資金プロジェクトとの

連携に努めるととも

に、民間資金の積極的

な導入を図るものとす

る。加えて、クロスアポ

イントメント制度等に

よる人材交流の促進に

より大学・産業界との

連携強化に努めるもの

とする。中でも、産学独

の研究者が一同に会す

るオープンイノベーシ

ョン活動については、

世界的な研究開発拠点

の形成や研究情報の集

約・発信、先端インフラ

の共用、研究者・技術者

人材の育成等に努める

とともに、システム化・

統合化により個別の材

料・技術の付加価値を

高めて産業界へと橋渡

しすることで、有望な

技術シーズの社会実装

に努めるものとする。

これらの取組を各研究

領域の活動の中で一体

的に実施することによ

り、迅速かつ効率的な

研究・開発を実現する

ものとする。 

個々の研究領域に係

る目標は以下のとおり

であり、実施手法等は

中長期計画等で記載す

科学、データ科学

の技術と融合する

ことで、材料分野

に適合する情報処

理手法を開発し、

材料の研究開発の

加速に寄与する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との

連携では、イノベ

ーションハブ創出

事業「情報統合型

物質・材料開発イ

ニ シ ア テ ィ ブ

(MI2I)」を中心に活

動を行う。物質・材

料科学、計算科学、

データ科学の３分

野を中心とする産

学独のトップ研究

者が集結・融合す

るハブ拠点を構築

し、その中で「情報

統合型物質・材料

科学技術」の確立・

実証を進める。ま

た、データベース

の高機能化、新し

い手法の開発・蓄

積・普及、それらに

関わる人材育成等

にも組織的に取り

組む。また、本手法

を駆使して、社会

的に波及効果の高

い環境エネルギー

関連分野の「蓄電

池材料」、「磁性材

料」、「伝熱制御材

料」における具体

的課題の解決に貢

献する。さらには、

合することで、材

料分野に適合する

情報処理手法を開

発し、材料の研究

開発の加速に寄与

する。 

 平成 28 年度に

おいては、本研究

開発が担う３機能

に従って、具体的

な研究活動を遂行

する。 

１．情報統合型物

質・材料開発の 

COE 機能 

・具体的な３課題

「蓄電池材料」、

「磁石・スピント

ロニクス材料」、

「伝熱制御・熱電

材料」について、

COE 機能の加速と

実証を目指し、こ

れら３課題担当グ

ループと、データ

科学の可能性の探

索を主目標とする

「データ科学ユニ

ット」（「データ科

学グループ」＋「モ

デリンググルー

プ」）との情報交流

を促進する。 

 

・他領域の実験グ

ループとの情報交

流により、情報統

合型物質・材料研

究を普遍的な新し

い物質・材料研究

のアプローチとし

て定着させること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「情報統合型物

質・材料開発の 

COE 機能」 

① 具体的な３課

題「蓄電池材料」、

「磁石・スピント

ロニクス材料」、

「伝熱制御・熱電

材料」について、

COE 機能の加速と

実証を目指し、こ

れら３課題担当グ

ループと、データ

科学の可能性の探

索を主目標とする

「データ科学ユニ

ット」（「データ科

学グループ」＋「モ

デリンググルー

プ」）との情報交流

を促進する 

 

② 他領域の実験

グループとの情報

交流により、情報

統合型物質・材料

研究を普遍的な新

しい物質・材料研

究のアプローチと

して定着させるこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗報告会を、具体的な３課題か

らの 1課題と、データ科学 G、モ

デリングGの横断的な2課題から

の 1課題とを組み合わせて、材料

科学研究者とデータ科学研究者

の議論・交流の場を設けた（4/14, 

5/25, 6/16, 7/27, 9/29, 10/11. 

11/14, 12/19）。なお、DPF グルー

プは共通基盤となるため、すべて

の進捗報告会に出席した。本プロ

ジェクトに参画する関係者を一

堂に集めた全体会議を開催し、情

報交流を促進した（H29/1/6,7）。 

 

 

 

 

 

 

「先端計測インフォマティクス」

と称して 1 月１９日に WPI-MANA

棟１階オーディトリアムでワー

クショップを開催した。NIMS 内の

水平展開と計測関係の企業のイ

ンフォマティクスへの取り込み

を狙った企画で吉田靖雄（東京大

学）、福島孝治（東京大学）、知京

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： H29 年度は材

料科学的なグループとデータ科

学的なグループ課題の両方を含

む進捗報告会を毎月開催とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 初回での開催

であったが、予想以上の関心があ

り非常に好評であった。H29 年度

にも下半期の同様のワークショ

ップを行う予定。 
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る。 

 

【情報統合型物質・材

料研究領域】 

多様な手法やツール

を駆使した情報統合型

の材料開発システムの

整備に取り組むこと

で、産業界の課題・ニー

ズに対する有効な解決

策を提供していくため

の仕組みを構築するも

のとする。また、材料研

究のニーズに合った形

で提供するためのデー

タ収集・管理・提供技術

の開発を継続的に行

い、材料データプラッ

トフォームの効率化に

も貢献するものとす

る。さらに、材料特性予

測及び新材料設計手法

の探索を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人工知能の基礎技

術等を取り込みな

がら、データプラ

ットフォームの機

能の向上を進め、

広範囲の物質・材

料系へ展開するこ

とで、情報統合型

新物質・材料探索

システムのパッケ

ージ化へと繋げ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を目指し「技術相

談会」を実施する。 

 

 

 

 

 

 

２．情報統合型物

質・材料開発のデ

ータプラットフォ

ーム機能 

 

・平成28 年度中盤

には、データプラ

ットフォームが提

供される予定であ

り、その試験的利

用を開始する。 

・データプラット

フォームに配備さ

れる各種ツールを

整備し、情報統合

型物質・材料研究

を実行できる環境

を整える。 

 

 

 

 

 

 

・MatNavi の中核

となる AtomWork 

が拡張されて、最

新のデータのとし

て の  AtomWork-

Adv のデータが納

入される。それを

活用するための 

AtomWork-Adv の

データベースとし

とを目指し「技術

相談会」を実施す

る 

 

 

 

 

 

「情報統合型物

質・材料開発のデ

ータプラットフォ

ーム機能」 

 

① データプラッ

トフォームが提供

される予定であ

り、その試験的利

用を開始する 

 

 

 

 

② データプラッ

トフォームに配備

される各種ツール

を整備し、情報統

合型物質・材料研

究を実行できる環

境を整える 

 

 

 

③ MatNavi の中

核 と な る 

AtomWork が拡張

されて、最新のデ

ータのとしての 

AtomWork-Adv の

データが納入され

る。それを活用す

る た め の 

AtomWork-Adv の

豊裕（NIMS）、吉川英樹（NIMS）、

武藤俊介（名古屋大学）、志賀元紀

（岐阜大学）、小澤哲也（リガク）、

矢野正雄（トヨタ）、小野寛太

（KEK）が講演を行い、一般企業も

含め 118 名が参加した。 

 

 

 

 

 

 

 

60 ノードからなる PC クラスタ

（内 12 ノードはクラウド環境）

を整備、利用環境を整え、

H29/1/12 よりプロジェクト内お

よびコンソーシアム会員（主に産

業界）の試験的利用を開始した。

（登録・利用ルール制定、利用者

必修の講習会 1/12・DVD 教材化） 

 

本プロジェクトで開発した汎用

ベイズ最適化パッケージ COMBO、

電子構造自動計算スクリプト

TOAST に加え、広く利用されてい

る機械学習のオープンソースソ

フトウエアである scikit_learn、

TensowFlow 等を搭載、NIMS 利用

者とコンソーシアム会員に提供

している。 

 

MaterialsPhaseDiagramSystem 社

から 27 万件の結晶構造データ、

10 万件の物性データ等を導入し、

AtomWork-Adv を構築した。データ

プラットフォーム上でプロジェ

クト関係者に公開、利用を開始し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： H29 年度は利

用者利便性改善のために利用者

の要望を取りまとめる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 予定通りにツ

ール整備・提供を行った。H29 年

度はプロジェクト内で開発され

ているツールを順次、搭載、提供

していく。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 予定通りに

MPDS 社から導入、MatNavi 向けに

構築し直した。H29 年度にはプロ

ジェクト外への提供方針を定め

て、活用していく。 
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ての機能を整備す

る。 

 

・MatNavi の API 

利用を実現するた

めには、データの

オープン・クロー

ズの方針を定める

必要がある。その

ための議論を進め

る。 

 

３．情報統合型物

質・材料開発のス

クール機能 

 

・情報統合型物質・

材料研究の具体的

内容が広く理解さ

れるように、情報

統合型研究交流会

を月に１度の頻度

で開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人材育成を目指

し、講義や講演会

のビデオを録画し

て教材を作成し、

講義配信を実行す

る。 

 

 

 

データベースとし

ての機能を整備す

る 

 

④  MatNavi の 

API 利用を実現す

るためには、デー

タのオープン・ク

ローズの方針を定

める必要がある。

そのための議論を

進める 

 

「情報統合型物

質・材料開発のス

クール機能」 

 

① 情報統合型研

究交流会を月に１

度の頻度で開催す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人材育成を目

指し、講義や講演

会のビデオを録画

して教材を作成

し、講義配信を実

行する 

 

 

 

 

 

 

MatNavi 搭載の DB の内、6 つの

Web-API を開発し、プロジェクト

関係者には利用可能な環境を構

築した。これによって解析ツール

とデータベースの連携が可能に

なった。データのオープン・クロ

ーズの方針はワーキンググルー

プでの検討を開始した。 

 

 

 

 

 

今年度は計１３回の情報統合型

研究交流会を開催し、津田 宏治

（東大）、Matthias Scheffler

（Fritz Haber Institute of the 

Max Planck Society ）、 Thaer 

Dieb(東大)、烏山 昌幸（名工大）、

Tam Le（京大）、Benjamin P. 

Burton （NIST）、大山 聖（JAXA）、

Quan Qian（上海大学）、金子 弘

昌（東大）、庄司 哲也（トヨタ自

動車）、Rama K. Vasudevan（ORNL）、

Pierluigi Cesana（九大）、Sergey 

V. Levchenko （ Fritz Haber 

Institute of the Max Planck 

Society）に講演して頂いた。 

 

 

データ科学的手法を導入しよう

とする企業を主な聴衆として、

MI2I チュートリアルセミナーを

３回開催（7/25、10/27、1/27）、

H28/3/29 開催の第 1 回チュート

リアルセミナーも含めて映像を

DVD 化。連携先、コンソーシアム

会員への配付、一般希望者への配

 

 

 

 

計画通りの進捗： データの取り

扱いについての議論の頭出しは

行った。H29 年度は NIMS の組織

改編に伴い、材料データ委員会を

改組して材料データプラットフ

ォーム戦略会議において、機関と

してのデータの取り扱い方針を

定める。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： H29 年度に

は、情報統合型研究交流会は新部

門発足に伴い、統合型材料開発・

情報基盤研究交流会へ名称を変

更、材料 DPF センター等部門全体

の情報交流の場として、月に 1度

の頻度で開催を継続予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 計画通り 3回

実施。東北大学 PCoMS（計算物質

科学人材育成コンソーシアム）に

配布し、大学院生教育とポスドク

育成に活用。アンケート結果を詳

細に分析し、H29 年度も 3回開催

を継続。 
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・主として産業界

との交流促進の具

体的仕組みとして

のコンソーシアム

の規約を完成さ

せ、コンソーシア

ム活動を開始す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 主として産業

界との交流促進の

具体的仕組みとし

てのコンソーシア

ムの規約を完成さ

せ、コンソーシア

ム活動を開始する 

 

 

[拠点としての取

組み] 

シーズ育成研究に

よる材料特性予測

及び新材料設計の

ための新しいアプ

ローチと手法の探

索 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠点型外部資金の

マネジメント 

情報統合型物質・

材料開発イニシア

ティブ(MI2I) 

付（15 件、27枚）を行った。 

 

コンソーシアム会則を整備する

と同時に会員の募集を開始し、今

年度は 43法人会員、7アカデミア

会員（個人会員）の参加を得た。

座学による情報統合型の材料開

発に関する基礎的な知識や PC を

持参して行うハンズオンセミナ

ーを開催した。 

 

 

 

データベースに関連したテーマ

では、非構造型のデータマネジメ

ントシステム、および全文献検索

技術の調査をし、汎用材料データ

ベースおよびメタデータの登録

システムの構築について指針を

得た。またテキストマイニングの

ためのタグ設計の検討を行った。

データプラットフォームの内容

充実に関連したテーマでは

Scientific workflow の調査と

初期段階の開発を行った。また無

機化合物の記述子の調査と試験

実装を行った。 

 

 

 

 

本拠点ではJSTイノベーションハ

ブ構築支援事業「情報統合型物

質・材料開発イニシアティブ」を

受 託 し て い る （ H27/7/1 ～

H33/3/31(予定)）。機構外の研究

者を拠点研究者として招き、この

分野が新興分野・学際分野である

ことから、若く優秀な人材をポス

ドク等として積極的に採用して

いる（38名の招聘・特別研究員、

客員研究者等 26 名、合計 64 名を

 

 

計画通りの進捗： H29 年度はコ

ンソーシアム会員における情報

統合型材料開発に対する知識や

理解度に応じた対応を進めてい

く。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： H29 年度での

活動の基盤ができた。次には、異

なるデータベースに格納されて

いる材料データを有機的にリン

クするために、具体的な作業を進

める。また、物質・材料の記述子

の整備をプロジェクト全体で進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： H29 年度はプ

ロジェクトの折り返し年である

ので、プロジェクト終了後のハブ

機能の拠点へのビルトイン方策

を策定し、H29 年度から着手して

いく。ハンズオン型チュートリア

ルも開催予定。 
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外部機関から登用。NIMS ポスドク

研究員 13名、NIMS ジュニア研究

員 5 名、等研究従事者 26 名を新

規雇用）。また、海外の動向を把握

するために海外に研究者を派遣

し（31 件）、海外のアクティブな

研究者を講演に招いた（7件）。本

JST の事業は競争的資金に分類さ

れない事業であることから、研究

費確保のため通常の競争的資金

にも積極的に応募し、科研費（10

件）、JST さきがけ（11 件）にも

採択され、研究を加速している。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－１ 広報・アウトリーチ活動の推進 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

①記者会見＆

記 者 説 明 会

（回） 

 7       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

②メールマガ

ジン発行（回） 

 24       決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

③YouTube ビ

デ オ 公 開 数

（本） 

 23       経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

④ NIMS NOW 

発行回数* 

 12       経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

⑤視察・見学

者（人） 

 6,054       行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
⑥ 取 材 対 応

（回） 

 166       従事人員数（人） 231 

の内数 

      

 
⑦公式HPアク

セス数 

 1,113,995       
 

        

 
（トップペー

ジ）（回） 

 22,334       
 

        

 
⑧YouTube 登

録者数（人） 

 159,659       
 

        

 
⑨Web 版 NIMS 

NOW 

 54       
 

        

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構が物質・材料研

究を推進するに当た

り、国民の理解、支持及

び信頼を獲得していく

ことがますます重要と

なっている。そのため、

国民目線で分かりやす

く紹介する取組を、引

き続き積極的に推進す

るとともに、その効果

を把握し、機構の活動

や研究成果等が国民各

層から幅広く理解され

るよう努めるものとす

る。また、機構の組織的

な活動に加え、研究者

一人一人が物質・材料

科学技術のインタープ

リターとして双方向コ

ミュニケーション活動

を行えるような対話環

境を構築するものとす

る。さらに、国民各層の

科学技術リテラシーの

向上への貢献を目指

し、物質・材料科学技術

に関する知識の普及等

に取り組むものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構の活動や研

究成果等に対する

国民の理解、支持

及び信頼を獲得す

るため、前中長期

目標期間中の活動

で訴求力の大きさ

が確認できた「広

報ビジュアル化戦

略」をより一層展

開する。具体的に

は、難解な物質・材

料研究分野の研究

成果等について、

国民目線で親しみ

やすく、興味を持

ちやすいビジュア

ル素材（科学映像

の動画配信やビジ

ュアル系 Web サイ

ト等）を主軸とし

て効果的に訴求し

ていくとともに、

取り組みの効果を

把握し、機構の活

動や研究成果等に

対する認知度の向

上に繋がっている

か等の視点から幅

広く国民各層の理

解が得られるよう

な活動に繋げてい

く。こうした広報

ツールを豊富に取

り揃え、研究者一

人一人が物質・材

料科学技術のイン

タープリターとし

 機構の活動や研

究成果等に対する

国民の理解、支持

及び信頼を獲得す

るため、前中長期

目標期間中の活動

で訴求力の大きさ

が確認できた「広

報ビジュアル化戦

略」をより一層展

開する。具体的に

は、難解な物質・材

料研究分野の研究

成果等について、

国民目線で親しみ

やすく、興味を持

ちやすいビジュア

ル素材（科学映像

の動画配信やビジ

ュアル系 Web サイ

ト等）を主軸とし

て効果的に訴求し

ていくとともに、

取組の効果、すな

わち機構の活動や

研究成果等に対す

る認知度の向上に

繋がっているか等

を確認しながら、

広報手法を柔軟に

変化させ、多様な

手段によって幅広

い層の理解が得ら

れる活動をおこな

う。また、広報ツー

ルを豊富に取り揃

え、研究者一人一

人が物質・材料科

○社会に向けて、

物質・材料研究や

機構の活動、研究

成果等をわかりや

すく説明し、理解

を得ていく取組を

積極的に推進して

いるか 

 

・機構の活動や研

究成果に対する理

解・認知度の向上

を図る取組等の成

果 

 

 

 

 

 

①広報ビジュアル

化戦略の更なる充

実 

 

１．広報戦略の中

核である YouTube

充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

前中長期計画で想定以上の高い

成果をあげた「広報ビジュアル化

戦略」を、新中長期計画で一層強

化することでより大きな成果を

挙げるべく、多様な手法を組み合

わせた立体的な広報施策をおこ

なった。 

 

 

 

 

 

１．開設４年を迎えた YouTube

「まてりある's eye」では、３分

間で最新研究成果や興味深い科

学現象を紹介する映像を今年度

２３作品追加、合計９２作品を公

開。累計閲覧回数が５１４万回を

超え、H27 年度の２９７万回から

１．７倍の増加である。さらに、

熱心なファンの指標である登録

者数は２万２千人を越え、H27 年

度倍増した１万人からさらに２

倍以上の増加となり、２年で４倍

増を達成。主要研究機関、国立大

学の中で JAXA に次ぐ２位となっ

ている。登録者1万人超えはJAXA

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：ビジュアル化戦

略の柱である YouTube「まてりあ

る's eye」の登録者数は年間３割

増を見込んでいたが、想定を遙か

に上回り、２万２千人となった。

これは開設３年での獲得数を

H27年度1年で倍増させたことに

なり、加速度的な増加となってい

る。また、配信している動画映像

について教材としてのリクエス

トが相次ぎ今年度も大阪大学を

始め全国の教育機関に提供して

いる。さらに企業への技術移転の

際の重要なツールとして有効に

なるなど、利用価値を高めてい

る。またメディアへのアピール力

も強まり、今年度は NHK「凄ワザ」

や「サイエンス ZERO」といった 30

分サイズの番組を初めとして当

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・YouTube「まてりある's eye」では、累計閲覧回数が５１４万回を超

え、平成 27 年度の２９７万回から１．７倍増加した。さらに、登録者数

は２万２千人を越え、平成 27 年度に倍増した１万人からさらに２倍以

上の増加となり、２年で４倍増を達成しており、また、主要研究機関、

国立大学の中で JAXA に次ぐ２位となっている。 

 

・研究所公開を大幅に改訂。キャンペーン等による広報戦術により、2年

連続過去最多の２２３１人を集客した。特に、大幅刷新した一般市民デ

ーは平成 27 年度比 2倍の集客を達成した。 

企業向けの 2日間にわたる成果発表イベントでは１５０１人を集客し、

５年連続で過去最高集客数を更新した。また nanotech2016 にも出展し

具体的な企業連携が複数誕生した。 

 

・全国の教育機関や企業など個別の見学を総勢６０５４名受け入れ、4

年連続で過去最多の人数を更新した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・先端研究成果のリリースにも動画を活用するなど、多彩な広報・アウ

トリーチ活動の展開を期待する。 

・「広報ビジュアル化戦略」が一過性に終わることなく、長期的な発信力

強化により、物質・材料科学に関わる人材の裾野拡大および日本の素材

産業の底上げに繋がることを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・YouTube を媒体とした物質・材料科学に関する成果の紹介活動の発展

は顕著であり、機構の成果アピールに加え、科学技術知識の普及、科学

教育への貢献といった社会的にも重要な成果を上げたことを高く評価

する。 

・各種重要業績評価指標（KPI）の顕著な伸びを評価する。 
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て双方向コミュニ

ケーション活動を

行えるよう、国民

と研究現場との間

で接点を持ちやす

い対話環境を構築

する。 

 また、機構の研

究成果等を普及さ

せ、広く国民各層

から理解が得られ

るよう、多様な媒

体を組み合わせた

情報発信活動に取

り組む。具体的に

は、広報誌、プレス

発表等を通じた研

究成果等の公開を

始め、一般市民を

対象としたシンポ

ジウム、博覧会や

展示場での研究成

果の説明、メール

マガジン等によ

り、市民との間で

直接コミュニケー

ション活動を行う

とともに、機構の

施設・設備等を適

切な機会に公開

し、国民各層の見

学等を受け入れ

る。 

 さらに、科学技

術リテラシーの向

上に貢献するた

め、引き続き、小・

中・高等学校の理

科授業での出前授

業等を通じて物

質・材料科学技術

に関する知識の普

学技術のインター

プリターとして国

民と双方向コミュ

ニケーション活動

をおこなえるよ

う、環境を整備す

る。 

 また、機構の研

究成果等を普及さ

せ、広く国民各層

から理解が得られ

るよう、多様な媒

体を組み合わせた

情報発信活動に取

り組む。具体的に

は、広報誌、プレス

発表、研究者総覧

サイト、専門書の

刊行等を通じた研

究成果等の公開を

始め、一般市民を

対象としたシンポ

ジウム、博覧会や

展示場での研究成

果の説明、メール

マガジン等によ

り、市民との間で

直接コミュニケー

ション活動を行う

とともに、機構の

施設・設備等を適

切な機会に公開

し、国民各層の見

学等を受け入れ

る。 

 さらに、科学技

術リテラシーの向

上に貢献するた

め、引き続き、小・

中・高等学校の理

科授業での出前授

業等を通じて物

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．一般国民向け

Web「材料のチカ

ラ」 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②多様な媒体を組

み合わせた情報発

信活動に取り組む 

 

１．広報誌やパン

フレットなど紙媒

体発信 

 

 

 

 

 

 

 

と NIMS しか達成していない高い

数値であり、圧倒的な人気を誇る

宇宙分野に続く位置を占めたこ

とからしても当機構のビジュア

ル化戦略がいかに支持されてい

るかがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．「材料は世界を変える力」で

あるというコンセプトで開設し

た一般向け Web サイト「材料のチ

カラ」には単結晶が材料としてな

ぜ注目を集めるのかを魅力的な

写真と文章で表現したフォトス

トーリーや、"賢いプラスチック

"についてのコラムなど５作品を

追加し、年間７万１９６４ビュー

（H27 年５万９千）を獲得した。 

 

 

 

 

 

１．上記の映像配信のほか、広報

誌 NIMS NOW を６回、日本語版３

７００部、英語版３０００部発

行。毎号の積み重ねで最新の『材

料研究大辞典』が完成していくよ

うな構成にし継続購読を促した。

機構紹介パンフレットを大幅刷

新したことに加え、NIMS60 周年

の特別記念冊子を４０００部作

成した。６０年にわたり社会を変

革させる材料をいくつも作り出

機構の研究者が TV 番組に多数出

演している。 

 さらに「ビジュアル化戦略」の

訴求力の高さは、当機構が開催す

る各種イベントで過去最高の来

場者数を連続して記録するなど

大きな効果を発揮している。その

結果、多くの一般国民や企業関係

者がイベントに来場し、当機構の

より詳細な成果に触れるという

プラスの循環を生み出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：上記に加え、広

報誌やメールマガジン、6000 人

を超える見学者や体験学習の受

け入れなどの広報活動が総合的

に効果を発揮した結果として、材

料科学に興味を抱く学生から当

機構の研究者と話したいという

要望や、当機構広報室でインター

ン活動をしたいなどの反応も見

られている。 
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及を積極的に進め

る。これらのアウ

トリーチ活動の推

進により、高校生

を始めとする次世

代層への好奇心を

喚起し、ひいては

我が国全体として

の将来有望な科学

技術人材の確保に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質・材料科学技術

に関する知識の普

及を積極的に進め

る。これらのアウ

トリーチ活動の推

進により、高校生

を始めとする次世

代層への好奇心を

喚起し、ひいては

我が国全体として

の将来有望な科学

技術人材の確保に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．発表イベント

開催による大規模

発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．メディア向け

情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．一般国民・企業

向け直接情報発信 

  

 

 

 

してきた事実を国民にアピール

した。 

 

２．研究所公開を新中期計画開始

に合わせ大幅に改訂。キャンペー

ン等による広報戦術により、2年

連続過去最多の２２３１人を集

客した。特に、大幅刷新した一般

市民デーは H27 年度比 2 倍の集

客を達成した。 

企業向けには、新たに秋の１週間

を NIMSWEEK と設定。この週に研

究成果の発信、技術移転を促進す

る成果披露会を集中して開催す

る戦略をとり、その中心となった

有楽町での 2 日間にわたる成果

発表イベントでは１５０１人を

集客、これは５年連続で過去最高

集客数を更新したことになる。ま

た nanotech2016 にも出展し具体

的な企業連携が複数誕生した。 

 

３．メディア向けには、機構の研

究成果をアピールするためプレ

ス発表を５４件実施し、報道機関

から１６６件の取材対応を行っ

た。その結果 NHK「凄ワザ」や「サ

イエンス ZERO」をはじめ TBS「未

来の起源」、毎日新聞の特集での

「インフォマティクス材料開発」

など、全国配信枠への露出により

NIMS の知名度を高めた。 

 

４．国民や企業に直接情報を届け

るメールマガジンは１１回の定

期配信に加え、イベントとの連動

などの臨時配信を１３回おこな

った。年度末の登録者は ２９０

６名を数えた。さらに全国の教育

機関や企業など個別の見学を総

勢６０５４名受け入れ、こちらは

4 年連続過去最多の人数を更新
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③科学技術リテラ

シーの向上に貢献

する 

 

した。その他技術相談や材料分野

の素朴な質問に答える「何でも相

談」では６３件の対応をおこなっ

ている。 

  

上記のように、多種多様な媒体を

用い、それらを連携させ広報活動

を行うことで、立体的な広報活動

をおこなった。その結果、イベン

ト集客数、映像閲覧数、各種会員

登録数など数値データでも国民

が当機構の発する物質・材料科学

の啓発施策を積極的に受けよう

としていることが裏付けられて

いる。年代的にも大人世代から高

齢者はもちろんのこと、若年層に

も幅広く支持されていることが

わかっており、幅広い層の科学技

術リテラシー向上に大きく貢献

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：今年度は、前中

長期計画で国民から圧倒的に支

持された「広報ビジュアル化戦

略」を核に、多様な媒体を組み合

わせた情報発信を一層推進した。

その成果は、各種の数値データに

も顕著に現れており、多くの国民

に対し、材料研究の魅力と重要性

を認識する機会を提供できたと

考えている。 

 また、教材としての映像利用の

要望や、継続した情報受信のため

YouTube に登録することなどは、

むしろ国民の側から積極的に

NIMS の情報を受けようとする動

向をがあることを顕著に示して

おり、これは当機構の広報活動お

よび発信する内容の質の高さに

よるものと考える。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１－２ 研究成果の情報発信 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

物質・材料研

究分野の論文

被引用数（国

内順位）* 

国内トッ

プ 

1       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

査読付き論文

数* 

毎年平均

1,100 件

程度 

1,225       決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

レビュー論文

数* 

毎年平均

40 件程度 

52       経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

国際学会にお

ける講演数 

 1,368 

 

      経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構の研究成果の普

及を図るための取組を

進めるとともに、科学

的知見の国際的な情報

発信レベルを維持・充

実するものとする。ま

た、研究成果等に対す

 機構で得られた

研究成果を広く普

及させるため、国

際シンポジウムや

研究成果発表会を

開催するととも

に、国内外におけ

 機構で得られた

研究成果を広く普

及させるため、国

際シンポジウムや

研究成果発表会を

開催するととも

に、国内外におけ

 

○機構の研究成果

等に対する理解が

増進し、利活用が

促進されているか 

 

・機構の研究成果

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・国際学会講演数が高いレベルを維持しており、国内外の連携研究のさ
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る理解増進や利活用の

促進に取り組むものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る学協会等におい

ても積極的に発表

する。特に、科学的

知見の国際的な発

信レベルの維持・

向上のため、国際

的に注目度の高い

学術誌等に対し、

積極的に投稿・発

表する。その際、機

構の論文訴求力を

高め、3.3 で取り組

む国際的なネット

ワーク構築等の活

動を具体的な研究

成果に結実させる

ことの重要性に鑑

み、国際共著によ

る論文発表を重視

する。これらの結

果として、物質・材

料研究分野におけ

る論文の被引用総

数については、国

内トップを堅持す

る。 

 一方、論文の多

面的な価値を認め

る観点から、新し

い研究領域を開拓

する分野横断的な

課題への挑戦に対

しても適切に評価

する。査読付論文

発表数は、機構全

体として毎年平均

で 1,100 件程度を

維持する。また、多

くの研究者が創出

してきた材料開発

等における分野毎

の研究成果を精査

る学協会等におい

ても積極的に発表

する。特に、科学的

知見の国際的な発

信レベルの維持・

向上のため、国際

的に注目度の高い

学術誌等に対し、

積極的に投稿・発

表する。その際、機

構の論文訴求力を

高め、3.3 で取り組

む国際的なネット

ワーク構築等の活

動を具体的な研究

成果に結実させる

ことの重要性に鑑

み、国際共著によ

る論文発表を重視

する。これらの結

果として、物質・材

料研究分野におけ

る論文の被引用総

数については、国

内トップを堅持す

る。 

 一方、論文の多

面的な価値を認め

る観点から、新し

い研究領域を開拓

する分野横断的な

課題への挑戦に対

しても適切に評価

する。査読付論文

発表数は、機構全

体として毎年平均

で 1,200 件程度を

維持する。また、多

くの研究者が創出

してきた材料開発

等における分野毎

の研究成果を精査

の普及を図るため

の理解増進や利活

用のための取組の

成果等 

 

① 研究成果を広

く普及させるた

め、国内外におけ

る学協会等におい

て積極的に発表す

ることにより、物

質・材料分野にお

ける論文の被引用

総数について国内

トップを堅持する 

 

 

 

② 査読付論文発

表数は機構全体で

1,200 件程度を維

持し、レビュー論

文数は40件程度を

維持する 

 

 

 

 

③ 研究成果等に

対する理解増進や

利活用の促進に取

り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 新しい研究領

域を開拓する分野

 

 

 

 

 

トムソンロイター提供の 2016 年

10月 10日付データにより分析し

た結果、NIMS 発足した 2001 年か

ら間近の 2015 年までの期間にお

いて、物質・材料研究分野

（Materials science）における

論文の被引用数（総数）は

130,794 回で国内トップであっ

た。また、国内 2位（東北大学）

との差は 7,000 回以上であった。

なお、世界ランキングは 9位であ

った。 

 

査読付き論文数は 1,225 報で、

H27年の1,276報から若干減少し

たが、目標値は上回った。レビュ

ー論文数は 52 報であり、目標値

を上回るとともに、H27年の33報

から大幅に増加した。国際学会に

おける講演数は 1,366 件であり、

H27年の1,523件からやや減少し

た。 

 

NIMS 研 究 者 総 覧 サ ー ビ ス

「SAMURAI」は年間約 75万ページ

ビューを記録、うち、海外からの

利用が 20.5%、モバイル/タブレ

ットからの利用が 18.0%であり、

H27 年度に引き続き国際化およ

びモバイル対応による高い訴求

性を維持している。材料科学デジ

タルライブラリーは CMS を刷新

しセキュリティ強化を行った。 

 

 

戦略的提案力強化プログラムを

新設し、研究分野を横断した研究

評定：B 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 論文の被引用

数の分野別ランキングで国内ト

ップを堅持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 査読付き論文

数とレビュー論文数のいずれも

目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 研究者総覧サ

ービス「SAMURAI」は安定的にサ

ービスされており、アクセス数を

伸ばしている。材料科学デジタル

ライブラリーのセキュリティ強

化を行ったことは安全なサービ

スを維持するという点において

評価できる。 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

らなる強化を期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・査読付き論文数、被引用数等の重要指標で国内トップの成果を上げた

ことを高く評価する。 

・査読付き論文数がやや減少したものの、IF は漸増したことを評価す

る。 
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し、評価・解析を行

い、現在までの知

見をまとめるとと

もに、今後目指す

べき研究方向を示

唆する論文（レビ

ュー論文）数は、機

構全体として毎年

平均で40件程度を

維持する。 

 これらの研究成

果は、機関リポジ

トリ（NIMS eSciDoc

デジタルライブラ

リー）に蓄積し、適

切 な 閲 覧 設 定

（open/close）の

もと公開すること

で、我が国全体の

オープンサイエン

スに向けた積極的

な情報発信を展開

していくととも

に、全国の物質・材

料開発のネットワ

ーク化により得ら

れた知見の集約・

提供・提案を行う

機能の構築にも取

り組むことなどに

より、研究成果等

に対する理解増進

や利活用の促進に

取り組む。 

し、評価・解析を行

い、現在までの知

見をまとめるとと

もに、今後目指す

べき研究方向を示

唆する論文（レビ

ュー論文）数は、機

構全体として毎年

平均で40件程度を

維持する。 

 研究情報の蓄

積・発信体制の強

化の一環として、

これらの研究成果

は機関リポジトリ

（NIMS eSciDoc デ

ジタルライブラリ

ー）に蓄積し、適切

な 閲 覧 設 定

（open/close）の

もと公開すること

で、我が国全体の

オープンサイエン

スに向けた積極的

な情報発信を展開

していくととも

に、全国の物質・材

料開発のネットワ

ーク化により得ら

れた知見の集約・

提供・提案を行う

機能の構築にも取

り組むことなどに

より、研究成果等

に対する理解増進

や利 活用の促進

に取り組む。 

横断的な課題への

挑戦に対しても適

切に評価する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者により構成されるチームに対

し、公募型研究費獲得のための支

援体制を構築した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－２ 知的財産の活用促進 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

実施許諾契約

数（継続を含

む） 

毎年度平

均で90件

程度 

113       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

外国特許出願

数 

毎年度平

均で 100

件程度 

98       決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

特許実施料収

入（千円） 

 613,660       経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、得られた研

究成果の多様な応用分

野への波及を目指し、

１．１の基礎研究及び

基盤的研究開発により

優れた知的財産を創出

するとともに、権利化

を図り、様々な連携ス

 知的財産の活用

促進にあっては、

機構で創出した研

究成果の将来的な

用途展開を視野に

入れ、基本技術の

みならず、周辺技

術も含めた形で出

 知的財産の活用

促進にあっては、

機構で創出した研

究成果を、基本技

術のみならず、周

辺技術も含めた形

で出願・権利化を

行うなど、実用化

○知的財産権の取

得・管理・活用は適

切になされている

か 

○得られた研究成

果が多様な応用分

野に波及している

か 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・我が国の国際競争力強化の視点に立つと、国際的には知的財産戦略の

変容が急速に進んでおり、従来の排他的権利化・ライセンス活用の考え
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キームを活用して組織

的かつ積極的に技術移

転に取り組むことで、

質の高い実施許諾を行

うものとする。また、企

業連携を実施するに当

たり、機構と相手企業

が相互にメリットを追

求できるような知的財

産の取扱いを常に念頭

に置きつつ、柔軟に対

応するものとする。さ

らに、実用化された製

品についてはグローバ

ル市場における販売が

想定されるため、外国

特許の出願を重視し、

特許性や市場性等を考

慮しつつ、費用対効果

の観点から厳選して出

願・権利化を行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

願・権利化を行う

など、長期的な視

点で幅広い権利を

確保する必要があ

る。また、知的財産

の維持管理にあっ

ては、出願から権

利確保、権利消滅

までの期間が極め

て長期に亘ること

から、単年度の維

持管理コストの多

寡のみならず、長

期的かつ戦略的な

観点から運用を行

う必要がある。 

 以上の観点を踏

まえ、機構は、1.1

の基礎研究及び基

盤的研究開発にお

いて得られた研究

成果を多様な応用

分野に波及させて

いくための優れた

知的財産を創出す

るとともに、権利

化を図り、3.4 のよ

うな様々な連携ス

キームを活用して

組織的かつ積極的

に技術移転に取り

組む。技術移転に

あっては、効果的

に社会への還元を

行うべく、個別の

技術動向や市場規

模・ニーズ等を考

慮し、将来の実施

料収入に繋がるよ

うな質の高い実施

許諾を行うことと

し、新規・継続を合

視野に入れて取り

組む。また、知的財

産の維持管理にあ

っては、維持管理

コストを意識しつ

つも、将来性のあ

る特許について

は、外国特許取得

など戦略的な運用

を行う。 

 以上を踏まえ、

得られた研究成果

を多様な応用分野

に波及させていく

ための優れた知的

財産を創出すると

ともに、権利化を

図り、様々な連携

スキームを活用し

て組織的かつ積極

的に技術移転に取

り組む。技術移転

にあっては、効果

的に社会への還元

を行うべく、個別

の技術動向や市場

規模・ニーズ等を

考慮し、将来の実

施料収入に繋がる

ような質の高い実

施許諾を行うこと

とし、新規・継続を

合わせた実施許諾

契約総数は、90 件

程度を維持する。

企業連携を実施す

るに当たり、機構

と相手企業が相互

にメリットを追求

可能な特許の取り

扱いができるよ

う、技術分野や市

 

・様々な連携スキ

ームの活用による

技術移転への取組

の成果等 

 

① 組織的かつ積

極的に技術移転に

取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 企業連携を実

施するに当たり柔

軟に対応する 

 

 

 

 

 

 

③ 外国特許を積

極的に出願する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術移転に関連する３室の連携

を行うことにより、積極的な技術

移転を推進している。 

知的財産室：質の良い特許の創

出。製法発明は公開せずノウハウ

へ。 

連携企画室：特許、ノウハウを基

とするシーズニーズのマッチン

グ活動。 

事業展開室：実施料率や、一時金

を含む契約の交渉 

これにより、H28 年度の実施契約

(継続含む)件数は 113 件となり、

目標とする基準値(90 件程度)を

大きく上回ることができた。 

 

企業との連携による共有特許に

おいては、第三者実施許諾を自由

とすることが原則となっている

が、技術分野、市場、連携スキー

ムにより独占実施の付与や、独占

実施を検討する優先交渉権(期

間)を与えるなど、柔軟な対応を

行っている。 

 

発明者からの希望、外部連携部門

からの推薦をもとに、知的財産権

委員会において、特許性、市場性

を考慮の上、外国出願を決定して

いる。これにより、H28 年度外国

出願件数は 98 件となり、目標と

する基準値(100 件程度)を維持

できた。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： シーズニーズ

のマッチングの場において、特許

のみならず、ノウハウの活用も視

野に入れて行っていることから、

H27 年度以降ノウハウによる実

施契約件数が増加し、目標値を上

回ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 今後もＮＩＭ

Ｓに不利にならないよう注意を

払いつつ、柔軟な対応を行うこと

とする。第三者実施許諾を自由と

する原則の運用の結果、技術移転

の実施が促進され、実施許諾件数

が増加した 

 

 

計画通りの進捗： 費用対効果を

意識しつつ選定を行った結果で

ある。結果として、外国特許に関

しては技術移転の可能性の高い

粒選りの特許が揃ってきている。 

方から、高い付加価値を生むビジネススキーム構築のためのオープン

（標準）化とクローズ（排他）領域確保の確立や、ますます価値の高ま

っているデータの権利保護と活用の両立といった課題が生まれている。

物質・材料研究機構においても、このような観点からの戦略立案に向け、

企業との連携の活用等も含めた検討が進められることを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・研究成果を知的財産として保護、権利化、活用していく活動のレベル

を極めて高く評価する。また、実施許諾件数、実施料収入などから、他

研究機関に対する優位性が明確に認められる。 

・知的財産権委員会による審議を通じたマネジメントを評価する。 
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わせた実施許諾契

約総数は、毎年度

平均で90件程度を

維持する。 

 企業連携を実施

するに当たり、機

構と相手企業が相

互にメリットを追

求可能な特許の取

り扱いができるよ

う、技術分野や市

場の状況、様々な

連携スキーム等に

応じて柔軟に対応

する。さらに、重要

な技術について

は、共有特許を第

三者への実施許諾

自由とすることに

より、機構主導の

下で特許ポートフ

ォリオ（機構が出

願・保有する特許

網）の構築を進め

る。実用化される

製品は日本市場の

みならず、世界市

場での販売が想定

されるため、外国

特許を積極的に出

願することとし、

毎年度平均で 100

件程度の外国出願

を行う。なお、外国

特許は出願費用及

びその後の維持管

理費用が高額であ

るため、特許性や

市場性等を考慮し

つつ、必要と認め

られるものを厳選

して行うなど、常

場の状況、様々な

連携スキーム等に

応じて柔軟に対応

する。さらに、重要

な技術について

は、共有特許を第

三者への実施許諾

自由とすることに

より、機構主導の

下で特許ポートフ

ォリオ（機構が出

願・保有する特許

網）の構築を行う。 

 実用化される製

品は日本市場のみ

ならず、世界市場

での販売が想定さ

れるため、外国特

許を積極的に出願

することとし、100

件程度の外国出願

を行う。なお、外国

特許は出願費用及

びその後の維持管

理費用が高額であ

るため、特許性や

市場性等を考慮し

つつ、必要と認め

られるものを厳選

して行うなど、常

に費用対効果を意

識して対応する。 
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に費用対効果を意

識して対応する。 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－１ 施設及び設備の共用 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第三号 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発を行う者の共用に

供すること。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232,0233,0237 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

共用施設利用

料（過去３年

平均が基準，

5%増） 

 128%増       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

研究施設・設

備の共用件数 

 466       決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、我が国の物

質・材料科学技術全般

の水準向上に貢献する

ため、一般の機関では

導入が難しい先端的な

研究施設及び設備を広

く共用するとともに、

共用設備等を有する研

 機構は、我が国

の物質・材料科学

技術全般の水準向

上に貢献するた

め、産学独の幅広

い研究コミュニテ

ィに対し一般の機

関では導入が難し

 機構は、我が国

の物質・材料科学

技術全般の水準向

上に貢献するた

め、産学独の幅広

い研究コミュニテ

ィに対し一般の機

関では導入が難し

○物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的研

究開発を総合的に

行うとともに、イ

ノベーションを強

力に牽引する特定

国立研究開発法人

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた以上の業務の進捗が認められ

るため。 

 自己評価では B評定であるが、評価すべき実績の欄に示す点につい

て、評定を引き上げるべき進捗があったと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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究機関のネットワーク

のコーディネート役

（ハブ機能）を担い、各

種の支援技術の更なる

向上と共用機関間での

共有化を行うものとす

る。また、研究施設及び

設備を共用する際の多

様な支援形態に対応可

能な研究者及び技術者

の育成等にも貢献する

ものとする。なお、我が

国の物質・材料科学技

術全般の水準向上のた

めに資産の有効活用を

意識した運用を行うた

めの方策について中長

期計画において定める

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い先端的な研究施

設及び設備を広く

共用するととも

に、共用設備等を

有する研究機関の

ネットワークのコ

ーディネート役

（ハブ機能）を担

う。具体的には、利

用者が必要とする

支援の多様化を図

るため、共用機関

ネットワークを強

化し、各種の支援

技術の更なる向上

と共用機関間での

共有化を行う。ま

た、施設共用の視

点のみにとどまら

ず、研究施設及び

設備を共用する際

の多様な支援形態

に対応可能な研究

者及び技術者の育

成やイノベーショ

ン創出に寄与する

次世代の若手利用

者の育成にも貢献

する。 

 共用に供する研

究施設及び設備

は、強磁場施設、大

型放射光施設のビ

ームライン、高性

能透過電子顕微鏡

施設、ナノレベル

での物質・材料の

創製・加工・造形・

評価・解析等のた

めの最先端の研究

設備等であり、こ

れらの共用に伴う

い先端的な研究施

設及び設備を広く

共用するととも

に、共用設備等を

有する研究機関の

ネットワークのコ

ーディネート役

（ハブ機能）を担

う。具体的には、利

用者が必要とする

支援の多様化を図

るため、共用機関

ネットワークを強

化し、各種の支援

技術の更なる向上

と共用機関間での

共有化を行う。今

年度は、共用設備

等を有する研究機

関のネットワーク

による技術交流会

を開催する。また、

施設共用の視点の

みにとどまらず、

研究施設及び設備

を共用する際の多

様な支援形態に対

応可能な研究者及

び技術者の育成や

イノベーション創

出に寄与する次世

代の若手利用者の

育成にも貢献する

ため、座学及び実

習から成る短期ス

クールや物質及び

材料の評価、分析、

解析、加工、造形等

のテーマに沿った

セミナーを開催す

る。 

 共用に供する研

としての中核的機

能を果たしている

か 

○研究施設・設備

を共用するととも

に、研究機関のネ

ットワークのハブ

機能としての役割

を果たし、我が国

の物質・材料科学

技術の水準向上に

貢献しているか 

 

・共用設備等を有

する研究機関との

連携、支援技術の

向上のための取組

の成果 

 

① 共用設備等を

有する研究機関の

ネットワークによ

る技術交流会を開

催する 

 

 

 

 

 

② 多様な支援形

態に対応可能な研

究者及び技術者の

育成やイノベーシ

ョン創出に寄与す

る次世代の若手利

用者の育成に貢献

するため、セミナ

ーを開催する 

 

③ 共用に伴う施

設利用料は、過去 3

年の実績額を基準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共用設備を有する研究機関のネ

ットワークによる技術交流会に

関しては、全国の大学・公的研究

機関における技術者が他の研究

機関で技術を習得する交流プロ

グラムを企画・主催し、39名の技

術職員が参加した。また、これら

の参加者の技術習得報告会を開

催し、60名の参加があった。 

 

研究者および技術者の育成に貢

献するためのセミナーに関して

は、スーパーコンピューター、材

料試料作製、材料分析、電子顕微

鏡、NMR、加速器等に関する座学・

技術講習からなるワークショッ

プを計36回開催し、NIMS内部277

名、外部 194 名の計 471 名の参加

者があった。 

 

共用に伴う施設利用料は自主事

業および委託事業から得ている。

H28 年度の委託事業収入は一部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 共用設備を有

する全国の研究機関のハブ機能

に関する業務の一環として、計画

通りに技術交流会が企画・開催さ

れている。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 座学・技術講

習会から構成される技術者育成

のためのワークショップは計画

通りに開催されている。技術講習

会は実習を含むため一回に多く

の参加者を募れないので、参加者

を増やすより内容を充実させる

ように工夫した。 

 

 

計画通りの進捗：自主事業単体で

は減収であるが、受託事業と合わ

せると目標を大きく上回ってい

・ナノテクノロジープラットフォームのセンター機関としての役割を十

分に果たし、自らも微細構造解析プラットフォームの代表機関として貢

献した。産業界等への基盤設備の共用を進めるとともに、全国のネット

ワーク型の拠点を支援したことにより、国内研究機関の研究成果創出に

貢献した。 

 

・平成２８年度の共用に伴う施設利用料の合計収入は 92,631 千円で、

過去 3年の平均収入（40,675 千円）に比べて 2.28 倍であった。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・物資・材料研究の中のハブ拠点としての高いレベルを維持するため、

研究者とともに研究支援のスペシャリストが計画的に育成されること

を期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・先端的な施設・機器を共用するためのサポート体制を充実しており、

外部からの共用や研究支援を最大化させる施策がとられていることを

評価する。 

・ナノテクノロジープラットフォームのセンター機関としての役割を十

分に果たし、自らも微細構造解析プラットフォームの代表機関として貢

献したこと、産業界等への基盤設備の共用を進めるとともに、全国のネ

ットワーク型の拠点を支援したことを評価する。 
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施設利用料は、毎

年度平均で 5％増

とすることを目指

す。さらに、これら

の共用にあって

は、設備の特殊性

や利用実績等の運

営実態に照らした

選定、利用実績や

得られた成果に係

る把握・分析の実

施やその結果を踏

まえた方策の検討

など、常に資産の

有効活用を意識し

た運用を行う。こ

れらの共用の活動

を通じて、我が国

の物質・材料研究

の成果最大化に資

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究施設及び設備

は、強磁場施設、大

型放射光施設のビ

ームライン、高性

能透過電子顕微鏡

施設、ナノレベル

での物質・材料の

創製・加工・造形・

評価・解析等のた

めの最先端の研究

設備等であり、こ

れらの共用に伴う

施設利用料は、過

去 3 年の実績額を

基準として 5％増

とすることを目指

す。これらの共用

にあっては、設備

の特殊性や利用実

績等の運営実態に

照らした選定、利

用実績や得られた

成果に係る把握・

分析の実施やその

成果を踏まえた方

策の検討など、常

に資産の有効活用

を意識した運用を

行う。これらの共

用の活動を通じ

て、我が国の物質・

材料研究の成果最

大化に資する。機

構の共用設備等の

利用実績に関わる

把握及び分析を行

うため、成果報告

集を作成する。 

 

 

 

 

として 5％増とす

ることを目指す。 

 

 

 

 

④ 運営実態に照

らした選定、利用

実績や得られた成

果に係る把握・分

析の実施やその結

果を踏まえた方策

の検討など、資産

の有効活用を意識

した運用を行う 

 

 

 

⑤ 機構の共用設

備等の利用実績に

関わる把握及び分

析を行うため、成

果報告集を作成す

る 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ナノテクノロ

ジープラットフォ

ームセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

装置の利用料の値上げにより大

幅な増収であったが、自主事業収

入は過去3年の平均収入より1％

の減収であった。 

 

 

共用に伴う施設利用料は委託事

業および自主事業から得ている。

H28 年度の委託事業および自主

事業の合計収入は 92,631 千円

で、過去 3年の平均収入（40,675

千円）に比べて 2.28 倍であった。

この大幅な増収は委託事業にお

いて利用料を値上げしたことに

起因する。一方、自主事業収入は

過去3年の平均収入より1％の減

収であった。 

 

機構の施設・設備の共用化を担っ

ている材料創製・加工、材料分析、

電子顕微鏡、強磁場、高輝度放射

光、ナノテクノロジー融合の各ス

テーションの各装置の稼働率、支

援件数、利用料収入を月毎に集計

し、利用実績を把握・分析できる

システムを構築した。また、これ

まで各ステーションが個別に発

刊していた利用報告書を、フォー

ムを統一して統合した利用報告

書を作成した。 

 

ナノテクノロジープラットフォ

ームセンターにおいては、ナノテ

クノロジープラットフォームの

38 実施機関の総合窓口として設

備ポータルの利便性向上、メルマ

ガ等による情報発信、学協会と連

携した広報活動を行い新規利用

者の開拓に務めた。また、技術ス

タッフへの職能名称付与制度を

制定し実施した。 

 

る。また、大幅増となった原因は

利用料の値上げという特殊要因

であるため、目標設定の妥当性に

ついても問題は無い。 

 

 

計画通りの進捗： 共用設備の利

用者の約 40％が外部機関の研究

者であることは、NIMS の研究者

が使用していない空き時間にお

ける装置の有効活用であり、資産

の効率的運用に寄与している。一

方で、稼働率が低い装置も多くあ

ることから共用設備の選定に関

する再検討が必要である。 

 

 

 

計画通りの進捗： 共用設備の利

用実績に関する集計システムを

構築したことによって、機構の共

用設備の一体的な管理が可能に

なり、オンタイムで利用実績が共

有できるようになった。また、利

用報告書を統合して 1 冊にした

ことによって、すべての共用設備

に関する利用成果が容易に把握

できるようになった。 

 

 

 

計画通りの進捗： ナノテクノロ

ジープラットフォームセンター

においては、職能名称付与制度を

制定したことによって、設備の共

用化に係る技術スタッフのキャ

リアパスへの貢献が期待できる。 
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⑥ 窒化ガリウム

評価基盤領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

窒化ガリウム(GaN)評価基盤領域

は、平成 28 年 4 月 28 日より開始

された文科省事業「省エネルギー

社会の実現に資する次世代半導

体研究開発」を実施する組織とし

て設立された。結晶創製に係る研

究開発を実施する中核拠点（名古

屋大学）およびパワーデバイス作

製に係る研究開発を行うパワー

デバイス・システム領域（名古屋

大学）と結晶及びパワーデバイス

の評価に係る研究開発を実施す

る当該領域が一体となって次世

代半導体窒化ガリウムの研究開

発を行った。デバイスの作製プロ

セスや特性等に関係する GaN デ

バイス界面の結晶構造が酸化ガ

リウム単結晶中間層であること

を世界で初めて解明するなど当

初目標を達成した。 

計画通りの進捗： 再委託機関 6

機関を含む 9グループの評価・計

測チームからなる横櫛の連携仕

組みと名大拠点・領域との連携す

る体制を構築することができた。

一方でデータ集積および共有化

に対して商用クラウドの利用か

ら踏み出したが、他拠点・領域へ

の展開を含めて今後の課題であ

る 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－２ 研究者・技術者の養成と資質の向上 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第四号 物質・材料科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びその資

質の向上を図ること。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

若手研究者の

受入数（人） 

350 472       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

研究者の派遣

数（人）** 

 257       決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の研究者・技術

者の養成と資質の向上

は、我が国の物質・材料

研究を支える知識基盤

の維持・発展の観点か

ら重要である。 

 経済活動や研究活動

がグローバル化し、物

質・材料研究において

も激しい国際競争が行

 機構は、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

の維持・発展に貢

献するため、機構

の研究者等のみな

らず、国内外の優

秀な研究者等の養

成と資質の向上に

取り組む。具体的

 国際的に通用す

る若手研究者の養

成に引き続き注力

するため、機構研

究者を海外長期派

遣する在外研究員

派遣制度の維持と

強化、海外の研究

拠点を活用したグ

ローバル人材育

 

○研究者・技術者

の養成と資質の向

上により、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

の維持・発展に貢

献しているか 

 

・研究者・技術者の

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・高レベルの研究を実行するためには、高度な技術を保有する研究支援

のスペシャリストが必要と考えられるため、研究者とともに研究支援の

スペシャリストが計画的に育成されることを期待する。 
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われる中、機構は、研究

者を世界に通用する人

材へと計画的に育成す

るものとする。また、次

代の物質・材料研究を

担う人材の育成に向

け、研究者の大学等へ

の講師派遣等により、

大学・大学院教育等の

充実に貢献するととも

に、多様な制度を活用

して若手研究者を積極

的に受け入れ、企業・大

学等において研究者等

として貢献し得る人材

を養成するものとす

る。さらに、物質・材料

科学技術の多様な研究

活動を支える高度な分

析、加工等の専門能力

を有する技術者の養成

と能力開発等に着実に

取り組むものとする。

これらの取組の実施に

当たってはクロスアポ

イントメント制度等を

積極的に利用するもの

とし、具体的措置及び

これらの取組による効

果を検証する方策は中

長期計画において定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

には、激しい国際

競争が行われる

中、機構の研究者

を世界に通用する

人材へと育成する

ために、定年制研

究職員の長期海外

派遣等、海外の研

究環境における研

鑽や国際的な研究

者ネットワークへ

の参画を促進す

る。併せて、研究者

の大学等へのクロ

スアポイントメン

トの一層の推進や

講師派遣等によ

り、大学・大学院教

育等の充実に貢献

する。 

 機構は、これま

で国際ナノアーキ

テクトニクス研究

拠点（MANA）、若手

国際研究センター

（ICYS）等の運営

を通じて国際的な

研究環境を醸成す

るとともに、多様

な国のトップ大学

と連携し、国内外

の優秀な若手研究

者を多数受け入れ

て人材育成・頭脳

循環の両面で貢献

してきた。若手気

鋭の研究者が挑戦

できる魅力的な研

究環境の整備とそ

の国際的研究環境

下への若手人材の

受入れがグローバ

成、ICYS、MANA で

培っている国際化

ノウハウの普及活

動、研究資金の積

極的配分（スター

トアップファンド

等）及び、外国人研

究者には日本文化

研修や日本語研修

を通して日本社会

への適応力を強化

してもらう取組を

行う。その他、研究

者・技術者向けに

英語でのプレゼン

テーションや論文

作成の能力向上を

目的とした英語研

修を引き続き開催

する。 

 機構で有してい

る優れた国際化研

究環境を有効活用

し、若手気鋭の研

究者が挑戦できる

魅力的な研究環境

の整備と、若手人

材を国際的な研究

環境に置くことは

グローバル人材へ

と育成する上で極

めて有効であり、

かかる認識の下、

連係・連携大学院

制度及びインター

ンシップ制度の活

用等による大学院

生や研修生の受入

れ、各種研究支援

制度の活用等によ

るポスドクの受入

れを積極的に行

養成、資質の向上

のための取組の成

果 

 

① 国際的に通用

する若手研究者の

養成に引き続き注

力する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 大学院生や研

修生、ポスドクの

受入れを積極的に

行う 

 

 

 

 

③ クロスアポイ

ントメント制度等

を積極的に活用し

つつ、必要に応じ

広く公募して優秀

かつ必要な人材を

発掘することと、

各種、実習や研修

会への積極的な参

加を促し、技術の

養成と能力開発等

に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構在外研究員派遣制度で 1 名

を海外派遣した。その他、研究者

と技術者を対象とした英語論文

作成の能力向上を目的とした英

語研修を実施した。NIMS ジュニ

ア、国際連携大学院生、インター

ンシップ生の受入れに際しては、

応募者数の増加に伴い審査を厳

格化し、より優秀な学生の確保に

努めた。また、受入後はセミナー

発表、成果報告の義務化などによ

り、その資質の向上を図った。 

 

連携大学院制度における大学院

生をはじめ、442 名の大学生・大

学院生を受け入れるとともに、

ICYS 研究員（ポスドク等）として

30 名受け入れ、合計 472 名の若

手研究者を機構の研究開発活動

に参画させた。 

 

平成 28 年度は、クロスアポイン

トメントによって大学等の研究

者・技術者を 7名雇用した。定年

制研究職・エンジニア職の採用に

あっては 22 件の公募枠に対して

275 名の応募者を集め、また、

ICYS 研究員の採用では H27 年度

比約 1.1 倍の 205 名の応募者を

集めるなど、優秀かつ必要な人材

の確保に努めた。さらに、大学へ

のクロスアポイントメントによ

る研究者派遣（4名）や講師派遣

（252件）又は Nanotech Cupal 事

業による講義・実習を通じて外部

の研究者等の能力開発等に貢献

した。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 機構在外研究

員派遣制度では、継続して海外に

研究者を派遣している。その他、

研究者と技術者を対象とした英

語研修を引き続き実施したこと

は評価できる。学生受入時の審査

の厳格化により競争倍率が上が

り、より優秀な学生が確保できて

いることは評価できる。今後は、

国際連携大学制度の拡充を図り

同制度による学生受入の充実を

目指す。 

 

計画通りの進捗： 各種大学院制

度における大学院生の受入によ

り、大学・大学院教育の充実に貢

献したことは評価できる。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： クロスアポイ

ントメント制度等を有効に活用、

推進することにより、優秀な人材

の確保や研究者・技術者の養成に

努めており、計画通りに進んでい

ると評価できる。 

＜有識者からの意見＞ 

・定年制研究職員の長期海外派遣や大学への講師派遣、エンジニアの計

画的採用・研修の実施、目標を上回る水準での若手研究者の受け入れな

ど、研究者・技術者の養成と資質の向上に着実に取り組んだことを評価

する。特に、MANA の国際的活動の一端を担ってきた、10 年を超える ICYS

が物質・材料研究機構の活動として定着するとともに、２５倍以上の倍

率を示し、多くが国外からの応募者であることは、制度として期待され

ていることを示している。ICYS の今後のさらなる展開を期待する。選考

された若手研究者が独立性の高い研究活動を進められる制度は、物質・

材料研究機構における多様な人材確保の観点や、国外でのネットワーク

形成という観点でも、物質・材料研究機構や材料科学分野の将来に貢献

する貴重な活動である。メンターを務める研究者の貢献も大きいと考え

られる。 

・若手研究者受け入れの８％増加を評価する。 
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ル人材の育成に極

めて有効であるこ

とから、連係・連携

大学院制度等を活

用して大学院生や

研修生をはじめと

した若手研究者の

受入れを積極的に

行い、第一線で活

躍可能な研究者又

は技術者として育

成する。具体的に

は、若手研究者を

毎年度平均で 350

名程度受け入れ

る。受入期間が長

期に亘る連係大学

院制度での受入に

あっては、受入学

生が機構の研究活

動への参画を通じ

て自身の専門分野

に係る見識を広

め、受入後のキャ

リア形成に繋がる

ような研究教育指

導に取り組み、研

究者又は高度専門

職業人として社会

に貢献し得る人材

を養成する。その

取り組みにあって

は、クロスアポイ

ントメント制度等

を積極的に活用し

つつ、大学等のア

カデミアだけでな

く、企業において

活躍できる人材の

育成という視点も

重視しつつ実施す

る。また、これらの

う。 

 高度な分析、加

工等の専門能力を

有する職員及び科

学技術情報の調

査・分析・発信や研

究企画を行う職員

の採用と育成は、

多様化する物質・

材料科学技術の研

究活動を支える上

で極めて重要であ

るという認識か

ら、クロスアポイ

ントメント制度等

を積極的に活用し

つつ、必要に応じ

広く公募して優秀

かつ必要な人材を

発掘することと、

各種、実習や研修

会への積極的な参

加を促し、技術の

養成と能力開発等

に取り組む。 
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取り組みが研究者

又は技術者の養成

や資質の向上に繋

がっているか等の

視点から、受入期

間終了後の進路状

況の把握に努める

など、可能な限り、

取り組みの効果を

検証できるような

フォローアップ活

動を行う。 

 さらに、物質・材

料科学技術の多様

な研究活動を支え

る上で、高度な分

析、加工等の専門

能力を有する技術

者が極めて重要な

役割を果たしてい

ることから、機構

は、技術者の養成

と能力開発等に着

実に取り組む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－３ 物質・材料研究に係る学術連携の構築 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

包括協力協

定の締結機

関数 

 52       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世界的に頭脳循環が

進み、優れた人材の獲

得競争がますます熾烈

となる中、機構は、ボー

ダレスな研究環境の構

築を進め、人材・研究の

融合促進による研究活

動の活性化を図り、我

が国の物質・材料研究

 機構は、物質・材

料研究分野におけ

る優秀な人材と最

先端の研究施設を

備えた世界的研究

拠点としての強み

を生かしつつ、世

界トップレベルに

ある国内外の学術

 物質・材料研究

分野における優秀

な人材と最先端の

研究施設を備えた

世界的研究拠点と

しての強みを生か

しつつ、世界トッ

プレベルにある国

内外の学術機関・

 

○学術連携の構築

により、我が国の

物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たしているか 

 

 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・産業界のニーズとマッチした連携活動の充実や発展を期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 
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分野での学術的活力を

更に高める役割を果た

すものとする。そのた

め、機構は、これまで構

築してきた研究ネット

ワークを活用しつつ、

国内の学術機関とも連

携する形で更に発展さ

せ、機構を起点とした

グローバルな物質・材

料研究の連携を戦略的

に推進し、併せて国際

的に卓越した能力を有

する人材を含む各国の

優秀な人材を確保する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関・人材との継

続的な連携・交流

を通じて我が国の

物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たすことが求

められている。 

 このため、世界

各国の代表的研究

機関との国際連携

協定等により構築

してきた研究ネッ

トワークや、世界

の各地域に立ち上

げた海外先端研究

機関との国際連携

研究センターの活

動を更に充実・活

用しつつ、国内の

学術機関との協力

協定の締結や研究

拠点の設置等に加

え、これらの機関

をも巻き込む形で

国際連携研究セン

ターとしての活動

等に発展させるこ

とにより、機構を

起点としたグロー

バルな物質・材料

研究の連携ネット

ワークを戦略的に

構築する。機関同

士の包括協力協定

の締結機関数は、

毎年度平均で50機

関程度を維持す

る。その際、これま

での活動状況に基

づいた協定機関の

整理・見直しや、欧

人材との継続的な

連携・交流を通じ

て我が国の物質・

材料研究分野での

学術的活力を更に

高める役割を果た

すために、平成 28 

年度は以下のこと

を実施する。 

 世界各国の代表

的材料研究機関と

の研究ネットワー

クである  WMRIF

（世界材料研究所

フォーラム）の若

手研究者ワークシ

ョップなどの国際

シンポジウムを開

催するとともに、

海外先端研究機関

との国際連携研究

センターの活動を

更に充実・活用す

るためにワークシ

ョップ開催を含む

人材交流、共同研

究の推進ならびに

研究資金の獲得を

図る。また、機関同

士の国際連携協定

である包括協力協

定については、こ

れまでの活動状況

に基づいた協定機

関の整理・見直し

を行うとともに、

欧米・オセアニア

諸国等の世界的に

一流の材料研究機

関との新規交流開

拓を進める。これ

らにより、機構を

① WMRIF（世界材

料研究所フォーラ

ム）の若手研究者

ワークショップな

どの国際シンポジ

ウムを開催する 

 

 

 

 

 

② ワークショッ

プ開催を含む人材

交流、共同研究の

推進ならびに研究

資金の獲得を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 協定機関の整

理・見直しを行う

とともに、世界的

に一流の材料研究

機関との新規交流

開拓を進める 

 

 

 

 

④ 先進国との連

携に加えて新興国

との協力も進め、

世界的な人材開

発・活用の推進を

図る 

 

 

WMRIF（世界材料研究所フォーラ

ム）の若手研究者ワークショップ

（１１月８日～１０日）をつくば

国際会議場にて成功裡に実施し

た。WMRIF 事務局(NIST)との連絡

調整を踏まえ、HP・フライヤー作

成等の広報活動と開催に係る準

備業務全般・委託業者との打ち合

わせ等を行い、運営者として会全

体の進行管理を行った。 

 

NIMS 主催の国際ワークショップ

助成制度を 7月 1日公募開始、６

件（1 件あたり最大 50 万円）の

助成を実施した。所管の４国際連

携研究センター（GIANT、LINK、

SMART、ノースウェスタン大）が

企業を巻き込んだ３者連携を行

うなど、活発に活動を行った。一

例：SMART Center では、台湾大

予算による９件、台湾政府科学技

術部予算による２件、計 11 件の

共同研究を推進した。 

 

活動実態がない期間満了 MOU 案

件を整理し、継続中案件について

は定期的に活動内容等を把握す

るため、担当研究者に対しアンケ

ート調査を実施した。オーストリ

アの中核的研究拠点である

ANSTO、CSIRO からの訪問を受け、

今後の包括連携協定締結に向け

た検討を開始した。 

 

従来の Open Research Institute

に替えて、拠点形成を狙ったグロ

ーバル拠点招聘制度を発足、５件

の応募、内４件が採択された。ベ

トナムの VAT と共催の IWAMSN 

(International Workshop on 

Advanced Materials Science 

and Nanotechnology) 2016 に関

計画通りの進捗： 世界トップク

ラスの研究機関から優秀な若手

研究者が参加しネットワーク構

築を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 既存の国際連

携研究センターはそれぞれ順調

に活動を発展させている。 

天津大学との連携センターは、契

約期限切れのため国際共同研究

ラボとして５年間のプロジェク

トを開始した。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 協定の実情把

握の仕組みを確立した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： NIMS のハブ

拠点としての機能強化に資する

ような招聘者選定基準を設けた

結果、応募数は減ったが厳選され

た内容となった。 

 

 

 

・国際シンポジウム開催や海外からの一流研究者の獲得など、国際連携

が着実に進んだことを評価する。 

・国際共著、国際学術交流覚書（ＭＯＵ）の増加を評価する。 
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米・オセアニア諸

国等の世界的に一

流の材料研究機関

との新規交流開拓

を進める。また、先

進国との連携に加

えて ASEAN、中東、

アフリカ等の新興

国との協力も進

め、国際的に卓越

した能力を有する

人材を含む各国の

優秀な研究人材の

確保も含めた世界

的な人材開発・活

用の推進を図る。 

 さらに、地方大

学との連携を通じ

て、地域の活性化

に貢献するため、

機構は、国内の

様々な地域に点在

する研究人材と協

働し、地方大学が

保有する技術シー

ズを更に発展させ

るようなプラット

フォーム（ハブ機

能）としての役割

を担う。 

起点としたグロー

バルな物質・材料

研究の連携ネット

ワーク・拠点構築

を進めるととも

に、物質・材料研究

分野における世界

の頭脳循環に貢献

する。また、アジア

諸国研究機関との

東アジア共同研究

プログラム（ e-

ASIA JRP）における

多国間協力の検討

など、先進国との

連 携 に 加 え て 

ASEAN、中東、アフ

リカ等の新興国と

の協力も進め、国

際的に卓越した能

力を有する人材を

含む各国の優秀な

研究人材の確保も

含めた世界的な人

材開発・活用の推

進を図る。 

 さらに地方の活

性化に貢献するた

め、地方大学（高専

を含む）との包括

協力ならびに若手

研究人材およびイ

ンターンシップを

含む学生の受け入

れなどの連携を通

じて、地方大学が

保有する技術シー

ズの発展と人材育

成を推進するプラ

ットフォーム（ハ

ブ機能）としての

役割を機構が担う

 

 

 

 

⑤ 地方大学が保

有する技術シーズ

の発展と人材育成

を推進するプラッ

トフォーム（ハブ

機能）としての役

割を担うべく検討

を進める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

してロジ等のサポート業務を実

施した。 

 

 

高専機構からの派遣により、４名

の教員が NIMS で研究活動を開始

した。地方創生を掲げた連携拠点

推進制度を経営戦略室と共同で

発足させた。10 月より運用を開

始し、66件の応募、内 61件の採

択が決まり、36 大学から 61 名の

教員と 92 名の学生の受け入れを

行った。 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 新規発足の連

携拠点推進制度は多数の応募が

あり、事務処理の効率化が今後の

課題。 
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べく検討を進め

る。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－４ 物質・材料研究に係る産業界との連携構築 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

民間企業か

らの共同研

究費等の資

金 獲 得 額

（百万円） 

800 程度 1,117       予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構で創出した研究

成果を産業界に橋渡し

し、実用化に繋げるた

め、機構は産業界との

連携構築に向けた取組

を積極的に行うものと

する。 

 機構で創出した

研究成果を産業界

に橋渡しし、実用

化に繋げるため、

機構は産業界との

連携構築に向けた

取り組みを積極的

 機構で創出した

研究成果を実用化

に繋げるため、機

構は産業界との連

携構築に向けた取

組を積極的に行

う。 

○研究成果を産業

界に橋渡しし、実

用化に繋げるた

め、産業界との連

携構築に向けた取

組を積極的に行っ

ているか 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り、中長期計画及び年度計画に定められ

た以上の業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・企業連携センターについて、従来のシーズドリブンな共同研究体制か
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 1.1 の基礎研究及び

基盤的研究開発により

蓄積される研究ポテン

シャルを基に、産業界

のニーズやトレンド等

の変化に柔軟かつ迅速

に対応できるよう、民

間企業との共同研究を

一層推進するととも

に、機構のトップマネ

ジメントを発揮しつ

つ、研究の特性等に応

じて、オープン・クロー

ズド双方の多様な既存

の連携スキームを発

展・拡充させていくも

のとする。特に、研究開

発活動の大規模化、経

済社会のグローバル化

の進展に伴う、オープ

ンイノベーション活動

の必要性の高まりなど

を踏まえ、複数の企業

や大学、研究機関とと

もに広範囲な技術移転

に繋げる仕組みなどを

更に発展させるものと

する。さらに、産業界と

の意見交換ができる場

を設けるなどにより、

円滑な連携の推進に役

立てるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に行う。 

 1.1 の基礎研究

及び基盤的研究開

発により蓄積され

る研究ポテンシャ

ルを基に、産業界

のニーズやトレン

ド等、刻々と変化

する社会状況に柔

軟かつ迅速に対応

できるよう、民間

企業との共同研究

を一層推進すると

ともに、研究の特

性等に応じた多様

な連携の仕組みを

用意し、産業界へ

の橋渡しに向けた

様々な連携スキー

ムを確立する。具

体的には、基礎研

究と民間企業ニー

ズの融合による未

来を見据えた非連

続な革新材料の創

出に向けたオープ

ンプラットフォー

ムを形成するとと

もに、従来からの

個別的共同研究に

加えて、世界をリ

ードするグローバ

ル企業と大型連携

を行う組織的共同

研究を推進するた

めに、双方の経営

者クラスが関与し

トップダウン型で

運用する企業連携

センターなどの連

携形態の充実を図

る。 

 具体的には、基

礎研究と民間企業

ニーズの融合によ

る未来を見据えた

非連続な革新材料

の創出に向けたオ

ープンプラットフ

ォームを形成し、

企業との共同研究

としては、グロー

バル企業と組織的

大型連携を推進す

るための企業連携

センターや、特定

研究領域において

複数の企業や大

学、公的機関等が

参画する領域連携

センターなど、新

たなセンターの設

立や既存センター

の発展に取り組

む。また、機構がこ

れまですそ野を広

げてこなかった新

たな企業との連携

構築も視野に幅広

く技術移転を行う

べく、企業向けの

会員制サービスな

どの仕組みの更な

る発展にも取り組

むこととし、それ

らにより、民間企

業からの共同研究

費等の資金を 8 

億円程度獲得す

る。 

 さらに、産業界

との意見交換がで

きる場を設け、機

構の仕組みを紹介

 

・研究成果の産業

界への橋渡し、実

用化に向けた取組

の成果 

 

① オープンプラ

ットフォームを形

成し新たなセンタ

ーの設立や既存セ

ンターの発展に取

り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 民間企業から

の共同研究費等の

資金を 8 億円程度

獲得する 

 

 

 

 

 

③ 産業界との意

見交換ができる場

を設け円滑な連携

の推進を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オープンプラットフォームに関

するセンターについては、H29 年

度設立に向けた準備を行った。 

企業連携センターについては、従

来のシーズドリブンな共同研究

体制から脱却し、企業側の強い事

業意向に呼応した「ニーズドリブ

ンな共同研究体制」を基本とする

新たなコンセプトのセンターを

新規で２件(日立金属、パナソニ

ック)を立ち上げた。また、一部

センターにおいて、FS 経費を計

上するシステムを構築し、それに

より、効率的な共同研究に発展さ

せることができている。 

 

企業からの共同研究費等は、約

11 億円の収入となり、目標を上

回った。 

 

 

 

 

 

 

ｎｐｃでの総会などにより意見

交換を行っている。それにより、

従来の企業連携の取り組みでは

アクセスできなかった新たな中

堅企業との連携も実現されてい

る。さらに具体的に連携に至らな

い場合であっても、企業側に対し

機構の技術に対する理解の浸透

に大きく寄与できている。 

評定：A 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： オープンプラ

ットフォームセンターの立ち上

げが遅れているが、規程等の整備

は完了しており、残すは各社との

契約のみとなっている。迅速に進

めるべく対応する。 

また、企業連携センターを２件新

設できたのは、計画を超えた進展

である。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 計画を大きく

上回ることができた。これは、企

業連携センターによる研究費が

大きく、また、個別共同研究も増

加していることから目標を上回

ることができた。翌年度も引き続

きマッチング活動に力を入れて

いく。 

 

計画通りの進捗： 今後は、ｎｐ

ｃ以外に新たな仕組みを構築し、

意見交換の場を広げる予定。 

ら脱却し、企業側の強い事業意向に呼応した「ニーズドリブンな共同研

究体制」を基本とする新たなコンセプトのセンターを新規で２件（日立

金属、パナソニック）を立ち上げた。 

 

・企業からの共同研究費等で、約 11 億円の収入を得た。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・産業界では、基礎･基盤研究のオープン化やアウトソース化が進行する

と予測されるため、連携センターのような企業単位の共同研究の枠組み

の重要性がますます高まってくると考えられる。本取組の今後の充実化

に期待する。 

・産業界のニーズをさらに幅広く捉え、物質・材料分野を先導していく

ことを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・多彩な連携スキームを活用した産業界との連携が活発であり、共同研

究費も伸びた（資金獲得額が目標額の 800 百万円に対して 1,117 百万

円）ことを評価する。特に、企業連携センターの設置により、企業側ニ

ーズに即応した研究テーマへの重点化が期待できる。 

・企業との共同研究の規模や件数が増加（２件）し、産業界との連携が

確実に深化したことを評価する。また、オープンイノベーションセンタ

ー、設備の共用、連携大学院の設置など、様々な仕組みも構築されつつ

あることを評価する。 
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 また、特定研究

領域において複数

の企業や大学、研

究機関が参画し、

広範囲な技術移転

に繋げる仕組みに

加え、機構がこれ

まですそ野を広げ

てこなかった新た

な企業との連携構

築も視野に幅広く

技術移転を行うべ

く、企業向けの会

員制サービスなど

の仕組みの更なる

発展を目指す。こ

れらの企業ニーズ

にマッチした連携

活動を充実、発展

させることによ

り、民間企業から

の共同研究費等に

ついては、毎年度

平均で 8 億円程度

を獲得する。 

 さらに、産業界

との意見交換がで

きる場を設け、機

構の仕組みを紹介

するとともに、産

業界からの意見や

要望をできる限り

取り入れ、円滑な

連携の推進に役立

てる。 

 

するとともに、産

業界からの意見や

要望をできる限り

取り入れ、円滑な

連携の推進を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－５ 物質・材料研究に係る分析・戦略企画及び情報発信 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

         予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構が、物質・材料研

究に対する社会からの

要請に応えていくため

には、関連する国家戦

略、国際情勢等を定常

的に把握・分析してい

く必要がある。このよ

うな活動は、長期的な

視点で物質・材料研究

に取り組んでいる機構

 機構は、地球規

模の課題解決等の

社会的ニーズに応

えるため、かかる

社会的ニーズ、更

にはその背景にあ

る国家戦略や国際

情勢を掘り下げて

分析し、その結果

を、外部との連携

 機構は、物質・材

料に関する科学技

術について、研究

動向、社会的ニー

ズ、さらにはその

背景にある国家戦

略や国際情勢を掘

り下げて分析し、

その結果を、外部

との連携を含む機

 

○機構が、物質・材

料研究に対する社

会からの要請に応

えるため、関連す

る国家戦略、国際

情勢等を定常的に

把握・分析、活用、

発信しているか 

 

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・イノベーションを生み出す材料研究戦略への期待が高まっている現状

に鑑み、今後、社会的価値につながる事業視点及び国際競争力強化の視

点を取り入れた戦略分析・構築を強化していく活動を期待する。 
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でこそなし得る活動で

ある。機構は、物質・材

料研究の現場を有して

いる強みを生かし、

様々な視点での分析に

取り組むとともに、そ

の結果を、外部との連

携を含む機構の研究戦

略の企画やプロジェク

トの実施計画に活用す

る。 

 また、物質・材料研究

の中核的機関としての

情報発信への取組とし

て、上述の分析結果に

ついて積極的に社会に

発信するとともに、他

機関との連携等を通し

た国際学術誌の発行を

継続し、編集体制の強

化や情報発信基盤とし

ての活用を行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を含む機構の研究

戦略の企画やプロ

ジェクトの実施計

画立案に活用す

る。具体的には、物

質・材料研究の現

場を有している強

みを生かし、実際

の研究活動を通じ

て得られる内外の

研究動向の情報も

併せて分析しつ

つ、主要国の国家

戦略や国際情勢、

研究戦略等も俯瞰

したものとする。

また、主要研究機

関の論文や特許出

願等の成果公開情

報を活用して、国

内外における物

質・材料研究の動

向の把握に努める

とともに、ベンチ

マーキングを実施

することによっ

て、機構の強みや

弱み及びポジショ

ニング等の分析に

取り組む。 

 さらに、機構は、

物質・材料研究の

中核的機関として

の情報発信への取

り組みとして、上

述の分析結果につ

いて適切な形で社

会へ発信するとと

もに、他機関との

連携や国内外の著

名な編集委員ネッ

トワーク等を通じ

構の研究戦略の企

画やプロジェクト

の実施計画の立案

等につなげる。平

成２８年度は、国

内外における物

質・材料研究の動

向の把握に努める

とともに、機構が

注力すべき課題等

について考察す

る。これにより、各

プロジェクト研究

の目標を国家戦略

に直接結びついた

ものとする。また、

主要研究機関の論

文や特許出願等の

成果公開情報を活

用して、国内外に

おける物質・材料

研究の動向の把握

に努めるととも

に、ベンチマーキ

ングを実施するこ

とによって、機構

の強みや弱み及び

ポジショニング等

の分析に取り組

む。 

 また物質・材料

分野における国内

外の機関との連

携、リーダー的研

究者ネットワーク

を通じ、国際学術

誌 「 Scienceand 

Technology of 

Advanced 

Materials 

(STAM) 」や専門書

「 NIMS 

① 物質・材料研究

の動向の把握に努

めるとともに、機

構の強みや弱み及

びポジショニング

等の分析に取り組

む 

 

 

 

② 研究成果の普

及とグローバルな

研究コミュニティ

を支えるプラット

フォーム機能を提

供する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本再興戦略 2016 などの国家戦

略の把握・分析を行い、革新的材

料開発強化プログラム構想を立

ち上げ、H29年度予算要求で16億

円（新規）を確保した。また、全

国の大学から教員、学生を NIMS

に受け入れる NIMS 連携拠点推進

制度を前倒しで実施した。 

 

 

情報発信の推進事業として、具体

的には、①研究者総覧 SAMURAI の

発信機能の強化（年 70 万件以上

のアクセス利用）、②NIMS 発表の

論文データベース「NIMS Papers」

の活用支援、③NIMS Digital 

Library の横断検索ナビゲーシ

ョン、④国際学術誌「Science and 

Technology of Advanced 

Materials(STAM)」や専門書「NIMS 

Monographs」の編集・刊行を実施。

STAM 誌はインパクトファクタ

3.7、国際的にも上位 16%にラン

クイン、年 50 万件のアクセス数

を達成するなど、スイスの国立研

究機関 Empa と共同刊行の成果

による実績値をだしている。 

また、機構の研究成果をより広く

展開することを目的として、NIMS 

eSciDoc に登録された文献を図

書ポータル（図書館蔵書検索シス

テム）や WordPress（研究成果発

信ブログ）に取り込み、図書ポー

タルではタイトルや著者名に加

えて本文テキストを検索可能と

した。さらに、画像アーカイブシ

ステム「imeji」に登録された研

究データに対して DOI を付与し

た。これは、機構内の研究データ

に対して DOI を登録する最初の

事例である。 

計画通りの進捗： 国家戦略を把

握分析し、NIMS 連携拠点推進制

度により全国の大学から教員、学

生を受け入れたことは評価でき

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 学術誌 STAM

として、データ駆動型研究の動向

に応えてmaterials informatcis 

(MI)の特集、米 NIST や日 MI2I と

連携した MI フォーラムサイトの

開発など、動向に敏感に反応した

編集戦略を取っている。また、日

本発の利を生かした情報発信力

の強化に大きく貢献していると

考えられ、高く評価できる（『日

本の学術ジャーナルの国際化』）。

図書ポータルおよび Wordpress

における全文検索の実装と画像

データに対する DOI 付与は、情報

発信力の強化として評価できる。 

＜有識者からの意見＞ 

・革新的材料開発力強化プログラム構想の立ち上げを評価する。 



100 
  

た 国 際 学 術 誌

「 STAM (Science 

and Technology of 

Advanced 

Materials) 」の発

行を継続し、同誌

の材料科学分野に

おける国内外での

立ち位置を堅持し

つつ、情報発信と

しての強固な経営

基盤に繋げ、ブラ

ンド力を持つ国際

誌への飛躍を目指

す。 

Monographs」の編

集・刊行を継続し、

物質・材料研究の

中核的ハブ機関な

らではの高い質を

もった研究成果の

普及と、グローバ

ルな研究コミュニ

ティを支えるプラ

ットフォーム機能

を提供する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－６ その他の中核的機関としての活動 

関連する政策・施策 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課

題への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人物質・材料研究機構法第十五条 

第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 

         予算額（百万円） 5,288 

の内数 

      

         決算額（百万円） 4,392 

の内数 

      

         経常費用（百万円） 4,565 

の内数 

      

         経常利益（百万円） 212 

の内数 

      

         行政サービス実施コ

スト（百万円） 

3,423 

の内数 

      

 
         従事人員数（人） 231 

の内数 

      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

 

中長期目標 

 

 

中長期計画 

 

 

年度計画 

 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

 

 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、社会的ニー

ズ等への対応として、

公的機関からの依頼等

に応じて、機構のポテ

ンシャルを活用し、事

故等調査への協力を適

切に行うものとする。

また、民間企業等とも

連携しつつ、機構の研

究活動から得られた材

機構は、社会的

ニーズ等への対応

として、公的機関

からの依頼等に応

じて、機構のポテ

ンシャルを活用

し、事故等調査へ

の協力を適切に行

う。また、民間企業

等とも連携しつ

機構は、社会的

ニーズ等への対応

として、公的機関

からの依頼等に応

じて、機構のポテ

ンシャルを活用

し、事故等調査へ

の協力を適切に行

う。また、民間企業

等とも連携しつ

○公的機関からの

依頼等に応じた事

故等調査協力、物

質・材料分野の国

際標準化活動が適

切に行われている

か 

 

・事故等調査や国

際標準化活動など

（評価と関連が深い主な業務実

績及び将来の成果の創出の期待

等について具体的かつ明確に記

載） 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

（自己評価を評定の根拠ととも

に記載。研究開発成果の最大化に

向けた今後の課題等についても

記載） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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料技術の標準化を目指

すとともに、物質・材料

分野の国際標準化活動

に寄与するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ、機構の研究活

動から得られた新

物質・新材料等の

成果物の標準化を

目指すとともに、

新材料の特性に係

る信頼性の高い計

測・評価方法等に

ついての国際共同

研究を行うなどに

より、国際標準化

活動に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ、機構の研究活

動から得られた新

物質・新材料等の

成果物の標準化を

目指す。 

 材料標準委員会

を改組し、機構の

組織として機構の

研究活動から得ら

れた新物質・新材

料等の成果物の一

元的把握を行う。 

 また、新材料の

特性に係る信頼性

の高い計測・評価

方法等についての

国際共同研究を行

うなどにより、国

際標準化活動に貢

献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の社会的ニーズ等

に対する取組の成

果等 

 

① 事故等調査へ

の協力を適切に行

う 

 

 

 

 

 

 

② 研究活動から

得られた成果物の

標準化を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 材料標準委員

会を改組し、新物

質・新材料等の成

果物の一元的把握

を行う 

 

 

 

 

 

④ 国際標準化活

動に貢献する 

 

 

 

 

H28 年度における調査としては、

9 月に国土交通省運輸安全委員

会から長良川鉄道事故調査の依

頼が１件あった。本依頼は、列車

脱線の際、レール破断が発見され

たことに対する調査であり、本機

構では破面解析等により原因推

定を行い、12月に報告した。 

 

NIMS は VAMAS（新材料及び標準に

関するベルサイユプロジェクト）

の日本事務局を担い、ISO/IEC の

規格に向けたプレ標準化活動を

推進し、H28 年度は「超電導ケー

ブルの交流損失測定方法及び超

電導線材の臨界電流測定方法に

関する国際標準化」および「耐熱

材料の高温破壊試験法に関する

標準化」の規格について VAMAS の

スキームを活用し標準化を目指

している。 

 

平成 28 年 4 月 1 日より材料標準

委員会を改組し国際標準化委員

会を設置した。JIS/ISO 分科会お

よび VAMAS 分科会の二つの分科

会を設け、機構内で標準化にかか

わる研究者を一元的に所掌、管

理、運営を実施し、対外窓口の一

本化による間接業務の効率化を

図った。 

 

平成 28 年度の経済産業省の事業

において「走査型プローブ顕微鏡

法による定量的な材料ナノ計測

に関する国際標準化」および「白

色ＬＥＤ用セラミックス蛍光体

の量子効率測定法に関する国際

 

 

 

 

計画通りの進捗： 公的機関から

の依頼に応じて、機構のポテンシ

ャルを活かして、事故等調査への

協力を行ったことは評価出来る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： VAMAS 活動を

活かし NIMS の研究成果の成果物

の標準化を適切に遂行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 組織の適正な

改組が行われ、一元的な活動を実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 経済産業省事

業における中核的な活動を実施

し、国際標準化活動に貢献してい

る。 
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標準化」について中核的活動を実

施し、国際標準化活動に従事して

いる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 組織編成の基本方針 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、国立研究開

発法人の第一目的であ

る研究開発成果の最大

化ともう一つの運営理

念である業務運営の効

率化を両立させるた

め、内部統制や経営戦

略機能の強化など、法

人の長のリーダーシッ

プと判断を多様な知

見・経験から支えると

ともに、適切な責任・権

限の分担の下での適

正、効果的かつ効率的

なマネジメント体制の

強化に繋がるような組

織編成を行うものとす

る。 

研究運営において

は、機構内の部署間の

連携を強化することに

より、機構全体として

国立研究開発法

人の第一目的であ

る研究開発成果の

最大化ともう一つ

の運営理念である

業務運営の効率化

を両立させるよう

な組織編成を行

う。具体的には、理

事長のリーダーシ

ップが存分に発揮

され、かつ、最適な

経営判断が得られ

るよう多角的な視

点から業務運営を

支えるため、研究

不正対応やリスク

管理を含む内部統

制を一元的に推進

する体制を構築す

るとともに、経営

戦略機能の一元

第４期中長期目

標期間において

は、国立研究開発

法人の第一目的で

ある研究開発成果

の最大化ともう一

つの運営理念であ

る業務運営の効率

化を両立させるよ

うな組織編成を行

うこととしてい

る。平成２８年度

は、具体的に、理事

長のリーダーシッ

プが存分に発揮さ

れ、かつ、最適な経

営判断が得られる

よう多角的な視点

から業務運営を支

えるため、研究不

正対応やリスク管

理を含む内部統制

 

 

 

① 事務運営組織をそ

れぞれの業務のライ

ンに対応した適切な

体制へと再編する 

 

 

 

 

② 研究分野間の協

働、情報交換が日常的

に行われるような体

制を構築する 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

事務業務を効率的に実施する

ため、事務部門を 3部門制から

5部門制に再編した。 

また、各研究拠点に運営室等を

設置し研究管理業務に十分な

経験を有する事務職員を配置

した。 

 

研究拠点長が効率的に研究拠

点を統括できるよう組織階層

の見直しを行いフラットな体

制とした。全職員を対象とした

NIMS セミナー（月 1回程度）を

開催し、各研究拠点の詳しい活

動紹介や今後の方針などにつ

いて発表することにより、組織

間連携を伴う分野融合研究に

繋げる活動を実施した。 

また、NIMS 内競争的資金（戦略

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 状況を精査

しつつ必要がある場合は適切

な見直しを実施する。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 新規に戦略

的提案力強化プログラムを立

ち上げ、研究分野間の協働が実

施されている。引き続き様々な

分野の研究者が協働で研究が

実施できる体制及び制度の充

実を図る。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・業務効率最大化のための組織再編が行われた。今後もニーズに応じ

て体制の見直しをしていくことを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・事務部門再編で人材育成、内部統制の観点で強化が図られたことを

評価する。 

・新規「戦略的提案力強化プログラム」で２６課題の選定を実現した

ことを評価する。 

・拠点改編により組織をフラット化したことを評価する。 
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の総合力を発揮し、更

なる組織パフォーマン

スの向上を促すような

研究体制を構築するも

のとする。その際、研究

内容の重点化、研究の

進展、有望なシーズ発

掘、民間企業等のニー

ズ、適切な研究環境の

構築などに機動的に対

応するために、部署間

の人員再配置、時限的

研究組織の設置などに

より弾力的に行うもの

とする。 

また、研究職、エンジ

ニア職及び事務職の職

員全体について、能力

や業務量の変動等 

に応じて柔軟に人員配

置を見直すものとす

る。 

化、採用から人材

育成に携わる部署

の集約化等によ

り、適切な責任・権

限の分担の下で適

正、効果的かつ効

率的にマネジメン

ト体制を強化す

る。 

研究運営におい

ては、研究開発課

題の進展に伴い研

究テーマの細分化

が進むことが予想

されるが、それが

組織の縦割り化に

繋がらないよう、

研究分野間の協

働、情報交換が日

常的に行われるよ

うな組織体制が必

要である。その際、

有望なシーズ発

掘、民間企業等の

ニーズ、適切な研

究環境の構築など

への機動的な対応

に留意し、研究部

署自体は研究者の

専門分野別に編成

するものの、重点

研究開発領域やそ

の下で実施される

研究開発課題は専

門分野別の研究部

署を横断して設定

できる柔軟な研究

体制を整備する。 

さらに、分野が

異なる多数の専門

家間の組織的連携

が必要な場合に

を一元的に推進す

る体制を新たに構

築するとともに、

経営戦略機能の一

元化、採用から人

材育成までに携わ

る部署の集約化等

により、適切な責

任・権限の分担の

下で適正、効果的

かつ効率的に機構

のマネジメント体

制を強化するた

め、事務運営組織

をそれぞれの業務

のラインに対応し

た適切な体制へと

再編する。 

研究運営におい

ては、第４期中長

期計画の「1.1 重

点研究開発領域に

おける基礎研究及

び基盤的研究開

発」の項目で掲げ

る研究領域におけ

る研究開発を迅速

かつ効率的に進め

るため、それぞれ

の研究領域に適切

に対応すべく研究

拠点を設置すると

ともに、研究者の

専門分野別に編成

した複数の研究グ

ループを各拠点の

長の直下に設置す

る。その際、各拠点

長のイニシアティ

ブの発揮や拠点内

外の融合研究の促

進を阻害しないよ

的提案力強化プログラム 26 課

題）を措置し、他分野研究の交

流の促進を図った。 
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は、時限的研究組

織を設置して対応

する。その組織形

態は柔軟なものと

し、人員配置につ

いても専任、併任

等を適切に組み合

わせて弾力的に行

う。 

研究職、エンジ

ニア職及び事務職

の全体において、

機構の業務が最適

に遂行されるよ

う、合理的な人員

配置を行う。特に、

研究活動を底支え

する研究支援者・

技術者について

は、その能力を遺

憾なく発揮し、研

究業務に積極的に

貢献できるよう、

能力に応じた適切

な人員配置や業務

量の変動等に応じ

た柔軟な体制を確

保する。 

うな柔軟な組織構

造とする。 

一方、研究テー

マの細分化による

組織の縦割りに繋

がらないよう、研

究分野間の協働、

情報交換が日常的

に行われるような

体制を構築する必

要がある。その際、

有望なシーズ発

掘、民間企業等の

ニーズ、適切な研

究環境の構築など

への機動的な対応

に留意し、重点研

究開発領域の下で

実施されるプロジ

ェクトは、第３期

中長期計画で２ 

０あったものを１

０とし、専門分野

別の研究部署を横

断して研究活動を

展開できる柔軟な

体制を整備する。 

また、国の政策

方針、社会的ニー

ズの変化等に臨機

応変に対応するた

め、分野が異なる

多数の専門家間の

組織的連携が必要

な場合には、時限

的研究組織の設置

や新たな組織横断

型の研究公募を実

施するなどして、

柔軟かつ機動的に

対応する。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（１） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 内部統制について

は、「独立行政法人にお

ける内部統制と評価に

ついて」（平成 22 年 3 

月独立行政法人におけ

る内部統制と評価に関

する研究会報告書）等

を踏まえ、理事長のリ

ーダーシップの下、コ

ンプライアンス体制の

実効性を高めるととも

に、中長期的な視点で

の監査計画に基づき、

監事との緊密な連携を

図り、組織的かつ効率

的な内部監査の着実な

実施、監査結果の効果

的な活用などにより、

内部統制を充実・強化

するものとする。 

 特に、機構のミッシ

ョンを遂行する上で阻

 「独立行政法人

における内部統制

と評価について」

（平成22年 3月独

立行政法人におけ

る内部統制と評価

に関する研究会報

告書）及び「独立行

政法人の目標の策

定に関する指針」

（平成26年 9月総

務大臣決定）等を

踏まえ、理事長の

リーダーシップの

下、中長期的な視

点での監査計画に

基づき、監事との

緊密な連携を図

り、組織的かつ効

率的な内部監査の

着実な実施、監査

結果の効果的な活

 機構のミッショ

ンを有効かつ効率

的に果たすため、

理事長の直轄によ

り、機構全体とし

ての内部統制の運

用体制を整える。 

 その際、モニタ

リングや役員と職

員との面談等を実

施するとともに、

内部統制に関する

基本的な方針を踏

まえ、中長期的な

視点での監査計画

に基づき、監事と

の緊密な連携を図

り、組織的かつ効

率的な内部監査を

着実に実施し、監

査結果を効率的に

活用する 。 

 

 

 

① 組織的かつ効率的

な内部監査を着実に

実施し、監査結果を効

率的に活用する 

 

 

② PDCA サイクルによ

る検討・見直しを進

め、必要に応じて諸規

程の見直しを行う 

 

 

 

③ 研修の実施やメー

ルマガジン発行等を

実施し、特に研究不正

及び研究費不正防止

のための e-Learning

の充実を図る 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

内部監査計画に基づき、着実に

内部監査を実施した。また、監

査結果は、４半期ごとに構内Ｈ

Ｐに掲載し、機構全体に注意喚

起を行った。 

 

機構の内部統制を推進する為、

内部統制推進本部を設置した。

さらに内部統制に関係する各

委員会等の位置付けを見直し、

内部統制委員会との関係を明

確化した。 

 

全職員に対して、毎月一回コン

プライアンスメールマガジン

を発送し、意識の啓蒙に努めて

いる。また外部講師によるマタ

ハラ等防止に係る研修と研究

不正防止の研修を実施した。さ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 内部統制体

制のさらなる効率化の方向性

が固まっており、実質的な体制

構築が進んでいると評価でき

る。 

 

 

計画通りの進捗： メルマガ等

による定期的な啓蒙活動の他、

専門家による講演を実施し、意

識の向上を促進できたと評価

できる。また CITI Japan プロ

グ ラ ム の 導 入 に よ り 、 e-

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・内部統制を実務レベルで有効に機能させ、組織内に定着させていく

ため、機構のメンバーへの定期的な教育や、メンバー一人一人とのコ

ミュニケーションの緊密化に継続して注力していくことを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・内部統制委員会の設置をはじめとする具体的な体制強化の施策を

評価する。 

・理事長を委員長とする内部統制委員会が機能し、コンプライアンス

事故が起きなかったことを評価する。 
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害要因となるリスクの

評価・対応等を着実に

行うものとする。中で

も、研究活動等におけ

る不正行為及び研究費

の不正使用の防止につ

いては、国のガイドラ

イン等の遵守を徹底

し、一層のチェック体

制の強化を推進すると

ともに、実施状況を適

切に発信するものとす

る。また、政府機関の情

報セキュリティ対策の

ための統一基準群（情

報セキュリティ政策会

議）を含む政府機関に

おける情報セキュリテ

ィ対策を踏まえ、適切

な対策を講じるための

体制を維持するととも

に、これに基づき情報

セキュリティ対策を講

じ、情報システムに対

するサイバー攻撃への

防御力、攻撃に対する

組織的対応能力の強化

に取り組む。また、対策

の実施状況を毎年度把

握し、ＰＤＣＡサイク

ルにより情報セキュリ

ティ対策の改善を図

り、情報技術基盤を維

持、強化するものとす

る。 

用などにより、情

報伝達やモニタリ

ング機能等を充実

させ、機構業務の

効果的・効率的な

運営のための内部

統制を充実・強化

する。 

 具体的には、機

構が中長期目標等

に基づき法令等を

遵守しつつ業務を

行い、機構のミッ

ションを有効かつ

効率的に果たすこ

とができるよう内

部統制推進体制の

構築及び諸規程の

見直し等を行う。

その際、情報伝達

の適切性やリスク

マネジメントの最

適性等の観点から

内部統制の在り方

等について検討を

行うとともに、担

当理事は、必要に

応じて、モニタリ

ングや職員との面

談等を実施する。

加えて、コンプラ

イアンス体制の実

効性を高めるた

め、研修会の実施

等により、職員の

意識醸成を行う等

の取り組みを継続

する。 

 特に、機構のミ

ッションを遂行す

る上で阻害要因と

なるリスクの評

 内部統制の推進

に当たっては、研

究活動や研究費の

使用における不正

の防止、利益相反

の防止、ハラスメ

ントの防止等をは

じめとするコンプ

ライアンスの課題

も包含する形で、

PDCA サイクルによ

る検討・見直しを

進め、必要に応じ

て諸規程の見直し

を行う。 

 特に研究活動等

における不正行為

及び研究費の不正

使用の防止につい

ては、国のガイド

ライン等の遵守を

徹底し、内部監査

等とも連携したよ

り一層のチェック

体制の強化を推進

するとともに、実

施状況を適切に発

信する。加えて、研

究不正等の発生時

又は当該リスク顕

在時においては、

理事長のリーダー

シップの下、機構

で定めた対応方針

等に即して適切な

対応を行う。 

 加えて、コンプ

ライアンス体制の

実効性を高めるた

め、日頃より研修

の実施やメールマ

ガジン発行等を実

 

 

 

 

 

④ セミナーの開催や

疑似フィッシングメ

ール訓練実施などを

通して、情報セキュリ

ティ意識の底上げを

図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 万が一のサイバー

事案発生に備えるた

めの部署横断メンバ

ーからなるチーム

"CSIRT"を構築する 

らに研究費/研究不正防止につ

いては、全職員を対象とした

CITI Japan のプログラムを導

入した。 

 

実行ファイル添付型の日英標

的型メール攻撃訓練を実施し、

ファイル実行者に対し注意喚

起と、その後開催したセキュリ

ティセミナーへの参加義務付

けによる教育を行った。セミナ

ーは、茨城県警つくば中央警察

署による「サイバー攻撃実演デ

モ」を含む内容で 2回開催し、

会場が満席になる参加があり、

e-Learning との併用によりサ

イバーセキュリティ意識底上

げができた。 

 

役割に応じた最適なメンバー

で構成される部署横断チーム

"CSIRT"を構築し、情報セキュ

リティ侵害時に迅速に対応可

能な連絡体制を整備するとと

もに、公開ホームページ上に連

絡先情報（通報窓口）を公開し

た。 

Learning の質及び量の向上を

果たした。 

 

 

 

計画通りの進捗： 従来の URL

クリック型と異なる新たな訓

練方式にしたことや、実演デモ

導入セミナーで例年の2倍の参

加者（450人(e-Learning含む)）

があったことで、一層のサイバ

ーセキュリティ意識の向上に

繋がったものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 「CSIRT」を

構築し、計画通りに進んでい

る。 
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価・対応、例えば、

研究体制の見直

し、研究活動にお

ける安全確保、利

益相反やハラスメ

ントの防止等に向

けた組織的取り組

みを継続し、機構

全体としてPDCAサ

イクルを定着させ

る。中でも、研究活

動等における不正

行為及び研究費の

不正使用の防止に

ついては、国のガ

イドライン等の遵

守を徹底し、内部

監査等とも連携し

たより一層のチェ

ック体制の強化を

推進するととも

に、実施状況を適

切に発信する。加

えて、研究不正等

の事実発生時又は

当該リスク顕在時

においては、理事

長のリーダーシッ

プの下、機構で定

めた対応方針等に

即して適切な対応

を行う。 

 また、政府機関

の情報セキュリテ

ィ対策のための統

一基準群を踏ま

え、機構の情報シ

ステムに係るセキ

ュリティポリシー

や対策規律を適宜

見直し、適切な対

策を講じるための

施し、職員の意識

醸成に努める。特

に研究不正及び研

究費不正防止のた

めのe-Learningの

充実を図る。 

 また、機構の情

報ネットワークに

おいて、情報シス

テムに関わるセキ

ュリティポリシー

や対策基準に基づ

き、機密情報漏え

いやこれを誘発す

る情報端末ウィル

スの感染予防や標

的型攻撃への対策

を行う。具体的に

は、従来からの対

策を見直しなが

ら、全職員を対象

としたサイバーセ

キュリティセミナ

ーの開催や疑似フ

ィッシングメール

訓練実施などを通

して、情報セキュ

リティ意識の底上

げを図る。また、万

が一のサイバー事

案発生に備えるた

めの部署横断メン

バーからなるチー

ム "CSIRT" を構築

する。 
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体制を維持すると

ともに、これに基

づき情報セキュリ

ティ対策を講じ、

情報システムに係

るセキュリティ向

上等の組織的対応

能力の強化に取り

組む。加えて、対策

の実施状況を毎年

度把握し、PDCA サ

イクルによる改善

を図り、機構の情

報技術基盤の維持

管理及び強化に努

める。 

 研究業務の日常

的な進捗管理につ

いては、理事長か

ら担当する研究組

織の長に分担管理

させる。具体的に

は、研究組織の長

が理事長から権限

の委任を受け、プ

ロジェクトを分担

管理する。このた

め、理事長と研究

組織の長との間で

情報・意見交換を

定期的に行う機会

を設ける。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（２） 機構の業務運営等に係る第三者評価・助言の活用 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、業務運営等

の全般事項について多

様な視点を経営に取り

入れ、業務を遂行して

いくため、世界各国の

有識者で構成されるア

ドバイザリーボードを

開催し、その結果を業

務運営等に活用するも

のとする。その際、研究

開発業績の評価と理事

長のマネジメントを含

む業務運営への助言の

結びつきを強めるため

の対策を講じるものと

する。また、機構のプロ

ジェクト研究につい

て、適切な方法により

事前・中間・事後評価を

行い、評価結果をプロ

ジェクト研究の設計・

実施等に反映させるも

 機構の業務運営

等の全般事項につ

いて多様な視点か

ら助言を受けるた

め、物質・材料研究

分野における世界

各国の有識者で構

成されるアドバイ

ザリーボードを開

催する。研究開発

業績の総合的評価

と理事長のマネジ

メントを含む業務

運営への助言をよ

り的確かつ実効的

に行えるように、

ボードメンバーの

選定において十分

に思慮するととも

に、その結果を機

構の業務運営等に

おいて最大限に活

 機構の業務運営

等の全般事項につ

いて多様な視点か

ら助言を受けるた

め、物質・材料研究

分野における世界

各国の有識者で構

成されるアドバイ

ザリーボードを設

置する。 

 ボードメンバー

の選定において

は、国内外から物

質・材料科学技術

に関する造詣が深

い第三者を機構の

アドバイザーと

し、研究開発業績

の総合的評価と理

事長のマネジメン

トを含む業務運営

への助言をより的

 

 

 

① 世界各国の有識者

で構成されるアドバ

イザリーボードを設

置する 

 

② 第 3 期中長期計画

において実施された

プロジェクト研究の

事後評価を実施し、評

価結果について公表

する 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

平成 29 年 3 月 7 日に、アドバ

イザリーボードを設置した。 

 

 

 

第 3期中長期計画において実施

された２０のプロジェクト研

究について、大学，公的研究機

関，企業研究所の２１人の外部

評価委員による事後評価を行

った。いずれのプロジェクトも

１０点満点の８点以上で、優れ

たプロジェクトであるとの評

価をいただいた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 計画通りに

事後評価を行ない、結果を公表

した。評価委員のコメントは次

期プロジェクトに活用する。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

・アドバイザリーボードを設置したことを評価する。 
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のとする。 

 

 

 

用する。また、機構

のプロジェクト研

究について、第一

線の研究者等から

構成される外部評

価委員会による事

前・中間・事後評価

を受け、評価結果

をプロジェクト研

究の設計・実施等

に適切に反映させ

る。 

確かつ実効的に行

えるように、十分

に思慮する。 

 また、第 3 期中

期計画において実

施されたプロジェ

クト研究の事後評

価を実施し、評価

結果について公表

する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（３） 効果的な職員の業務実績評価の実施 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、幅広い業務

を支える、研究職、エン

ジニア職及び事務職の

それぞれの職務の特性

と多様性に十分配慮し

た、効果的な職員の業

務実績評価を実施する

ものとする。 

 機構は、研究職、

エンジニア職、事

務職のそれぞれの

職務の特性と多様

性に十分配慮した

効果的な職員の業

務実績評価を実施

する。 

 機構は、研究職、

エンジニア職、事

務職のそれぞれの

職務の特性と多様

性に十分配慮した

効果的な職員の業

務実績評価を実施

する。また、研究職

評価においては、

評価指標の追加・

修正・検証等を行

うことで、より研

究者一人一人の力

を最大限に発揮

し、物質・材料科学

技術の研究成果最

大化に繋げるよ

う、適切な見直し

を行う。エンジニ

ア職は、目標管理

評価について、よ

り適正かつ客観的

 

 

 

① 研究職評価におい

ては、評価指標の追

加・修正・検証等を行

うことで、適切な見直

しを行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

② エンジニア職は、

目標管理評価につい

て、より適正かつ客観

的な評価を行う 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

研究職評価は、客観評価（論文、

特許、外部資金）と上長評価（運

営貢献、成果の普及及びその活

用の促進、支援的業務等への貢

献、人材育成への貢献、受賞）

などの項目において評価を行

った。更に、組織的研究活動の

更なる奨励も含め、直接的に客

観評価に反映されない研究活

動等への貢献度を明確に反映

することを目的として、上長評

価の再編等の見直しを行った。 

 

エンジニア職の評価は、各業務

項目に業務割合の「エフォー

ト」を用いて定量的、かつ、よ

りきめ細かな評価を実施した。

更に、多岐に亘る職務内容を適

正に評価することを目的とし

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 研究職評価

について、直接的に客観評価に

反映されない研究活動、マネジ

メント及び支援業務への貢献

度を明確に反映することを目

的として、上長評価を見直した

ことは適正かつ効果的な評価

の実施に努めていると評価で

き、計画通りに進められてい

る。 

 

 

 

計画通りの進捗： エンジニア

職の評価について、多岐に亘る

職務内容を適正に評価するこ

とを目的として、業務に関する

評価項目の評価方法を見直し

たことは適正かつ効果的な評

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

・事務職に業務目標を設定して仕事に従事させている取組は重要で

ある。 
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な評価を行う。事

務職は、目標管理

評価についてより

適正かつ客観的な

評価を行うととも

に、評価者への研

修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 事務職は、目標管

理評価についてより

適正かつ客観的な評

価を行うとともに、評

価者への研修を実施

する 

て、時間的割り振りとしてのエ

フォートに代わって業務の重

みを意味する「ウェイト」を設

定し、ウェイトと難易度の組み

合わせにより、エフォートが小

さくとも重要業務を適正に評

価するための見直しを行った。 

 

事務職にあっても評価制度の

見直しを実施し、「組織への貢

献」を評価基準として重視し

て、面談、異議申立て等による

最終評価結果の適切なフィー

ドバックを行い、人材育成を促

進する等の改正を行った。この

過程において広く職員から意

見を集めるとともに、説明会を

実施し、評価制度の趣旨、プロ

セス等に係る評価者及び被評

価者の理解の促進を図った。 

価の実施に努めていると評価

でき、計画通りに進められてい

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 事務職の評

価について、目標管理評価の基

軸は踏まえながらもより効果

的な制度として改善を行い、か

つ、職員の理解促進を図ったこ

とは評価でき、計画通りに進め

られている。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）① 経費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、管理部門の

組織の見直し、調達の

合理化、効率的な運営

体制の確保等に引き続

き取り組むことによ

り、経費の合理化・効率

化を図るものとする。 

 運営費交付金を充当

して行う事業は、新規

に追加されるもの、拡

充分及び特殊要因経費

（本中長期目標期間中

に整備される施設の維

持・管理に最低限必要

な経費等）は除外した

上で、一般管理費（人件

費を除く。）及び業務経

費（人件費を除く。）の

合計について、毎年度

平均で前年度比 1.23%

以上の効率化を図るも

のとする。新規に追加

 機構は、管理部

門の組織の見直

し、調達の合理化、

効率的な運営体制

の確保等に引き続

き取り組むことに

より、経費の合理

化・効率化を図る。 

 運営費交付金を

充当して行う事業

は、新規に追加さ

れるもの、拡充分

及び特殊要因経費

（本中長期目標期

間中に整備される

施設の維持・管理

に最低限必要な経

費等）は除外した

上で、一般管理費

（人件費を除く。）

及び業務経費（人

件費を除く。）の合

 機構は、管理部

門の組織の見直

し、調達の合理化、

効率的な運営体制

の確保等に取り組

むことにより、業

務経費及び一般管

理費の効率化を図

る。 

 

 

 

① 機構は、管理部門

の組織の見直し、調達

の合理化、効率的な運

営体制の確保等に取

り組むことにより、業

務経費及び一般管理

費の効率化を図る 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

業務経費及び一般管理費につ

いて H27 年度比 15.9％の効率

化を図った。 

なお、光熱水費単価値下げに伴

う想定外の経費及び特定国立

研究開発法人化等に関する施

策経費であるH29年度に繰り越

した運営費交付金（781 百万円）

を含めると、H27 年度比 4.33％

の効率化が図られたこととな

る。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 引き続き、

業務経費及び一般管理費の効

率化を図る。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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されるもの及び拡充分

は、翌年度から効率化

を図ることとする。人

件費の効率化について

は、次項に基づいて取

り組むものとする。 

計について、毎年

度平均で前年度比

1.23％以上の効率

化を図る。新規に

追加されるもの又

は拡充分は、翌年

度から効率化を図

る。人件費の効率

化については、次

項に基づいて取り

組む。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）② 人件費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 適切な人件費の確保

に努めることにより優

れた研究人材及び研究

支援人材を養成・確保

するべく、政府の方針

に従い、必要な措置を

講じるものとする。給

与水準については、ラ

スパイレス指数、役員

報酬、給与規程、俸給表

及び総人件費を公表す

るとともに、国民に対

して納得が得られるよ

う説明することとす

る。また、給与水準の検

証を行い、これを維持

する合理的な理由がな

い場合には必要な措置

を講じることにより、

給与水準の適正化に取

り組み、その検証結果

や・取組状況を公表す

 機構の役職員の

報酬・給与につい

ては、適切な人件

費の確保に努める

ことにより優れた

研究人材及び研究

支援人材を養成・

確保するべく、「独

立行政法人改革等

に関する基本的な

方針」（平成 25 年

12 月 24 日閣議決

定）等の政府の方

針を踏まえ、引き

続き人件費の適正

化を図る。給与水

準については、ラ

スパイレス指数、

役員報酬、給与規

程、俸給表及び総

人件費を公表する

とともに、国民に

 機構職員の給与

水準については、

適切な人件費の確

保に努めることに

より優れた研究人

材及び研究支援人

材を養成・確保す

るべく、国家公務

員の給与水準も十

分考慮し、手当を

含め役職員給与の

在り方について厳

しく検証した上

で、機構の業務の

特殊性を踏まえ、

給与水準の適正化

に取り組み、国家

公務員と同程度の

水準を維持すると

ともに、検証結果

や取組状況を公表

する。 

 

 

 

① 給与水準の適正化

に取り組み、国家公務

員と同程度の水準を

維持するとともに、検

証結果や取組状況を

公表する 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

ラスパイレス指数について、国

よりも高い指数となっている

（ 事 務 職 ： 103.0  研究 職

105.3）が、これは国家公務員宿

舎の削減計画により住居手当

受給割合が高いこと、研究職員

は採用者が博士課程修了者で

あること等に起因する。機構の

給与制度は国家公務員に準じ

ていることから適正と考えら

れるとともに、役職員の報酬・

給与等について、その妥当性の

検証等をホームページにて公

表しているところ。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 機構の給与

制度は国家公務員に準じてお

り、給与水準は適正であると評

価できる。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

・優秀な人材の確保や、年俸制の活用等による実力に応じた処遇を期

待する。 
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るものとする。 対して納得が得ら

れるよう説明す

る。また、給与水準

の検証を行い、こ

れを維持する合理

的な理由がない場

合には必要な措置

を講じることによ

り、給与水準の適

正化に取り組み、

その検証結果や取

り組み状況を公表

する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）③ 契約の適正化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 契約については、「独

立行政法人における調

達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 

年５月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組を

着実に実施することと

し、契約の公正性、透明

性の確保等を推進し、

業務運営の効率化を図

るものとする。 

 また、県内複数機関

による共同調達連絡協

議会を通じた共同調達

の拡充について、参画・

機関と検討を行うもの

とする。 

 契約について

は、「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年 5月 25日総務大

臣決定）を踏まえ、

毎年度策定する調

達等合理化計画に

基づくPDCAサイク

ルにより公正性・

透明性を確保しつ

つ、研究開発等の

特性を踏まえた迅

速かつ効果的な調

達にも留意した上

で、自律的かつ継

続的に調達等の合

理化に関する取り

組みを行う。 

 また、県内複数

機関による共同調

 契約について

は、「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年 5月 25日総務大

臣決定）を踏まえ、

毎年度策定する調

達等合理化計画に

基づくPDCAサイク

ルにより公正性・

透明性を確保しつ

つ、研究開発等の

特性を踏まえた迅

速かつ効果的な調

達にも留意した上

で、自律的かつ継

続的に調達等の合

理化に関する取組

を行う。以上のほ

か、平成 23年度に

文部科学省所管の

 

 

 

１．「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」に基づく調達等の

合理化の取り組み。 

（長の資質としての

観点）、（資源配分の観

点）、（体制の観点）、

（適正性の観点）、（適

正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制

の確保の観点、妥当性

の観点） 

 

【随意契約の適正化

に関する取組】 

平成２８年度におい

ても、引き続き競争性

のない随意契約によ

＜主要な業務実績＞ 

 

 

契約の公正性や透明性を確

保しつつ、合理的な調達を促進

するため、平成 28 年 6 月に策

定した調達等合理化計画に基

づき、随意契約の適正化、一者

応札・応募の低減等の取組を通

して、競争性の向上と応札者の

拡大等に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 機構における平成２８年度

の契約件数は 729 件、契約金額

は 85億円であった。また、競争

性 の あ る 契 約 は 689 件

（94.5％）、81.9 億円（96.3％）、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【随意契約の適正化に関する

取組】 

競争性のない随意契約につい

ては、審査・点検体制の効果に

より、真にやむを得ないもの限

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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達連絡協議会を通

じた共同調達の拡

充について、参画

機関と検討を行

う。 

8 研究開発独立行

政法人で検討し、

運用を開始した調

達実績情報の共有

に引き続き取り組

むとともに、平成

25 年度より参画し

た茨城県内 7 機関

共同調達に引き続

き参加し、さらな

る経費削減や業務

効率化を推進す

る。 

らざるを得ないとす

るものについては、当

機構契約事務細則に

ある随意契約ができ

る場合の事由との整

合性やその理由等の

審査を機構内に置か

れた契約審査委員会

で行うとともに、監事

及び外部有識者によ

って構成する契約監

視委員会において事

後点検を受けること

とする。 

 

【一者応札・応募の低

減に向けた取組】 

物品関係を中心に引

き続き、複数の事業者

の参入による競争性

の確保に努めること

とする。また、契約過

程や契約内容の妥当

性について、監事及び

外部有識者によって

構成する契約監視委

員会において事後点

検を受けることとす

る。 

 

【複数年契約の活用】 

年間契約を中心に複

数年契約に移行可能

なものは、複数年契約

を活用することによ

り、調達価格の低減及

び事務の効率化に取

り組む。 

 

 

 

【物品・役務調達方法

競争性のない随意契約は 40 件

（5.5％）、 3.1 億円（3.7％）

となっている。随意契約につい

ては、契約審査委員会において

事前審査を行うとともに、契約

監視委員会において事後点検

を行うことにより、真にやむを

得ないものに限定された。 

 

 

 

 

 

 

 

一者応札・応募の低減に向け

た取り組みとして、公告期間の

十分な確保、メールマガジン等

による積極的な情報発信等を

行ってきたところであるが、研

究機器の購入・改修等でその特

殊性から供給元が限定された

案件がH27年度に比して多かっ

たため、「競争性のある契約」

689 件のうち、一者応札・応募

となった契約件数の状況は 527

件（76.5％）となり、H27 年度

を約４ポイント上回る結果と

なった。 

 

 平成２８年度は、年間保守等

の役務契約を中心に２２件約

４億８千万円の複数年契約を

締結することに取り組んだ。仕

様内容の変更等により増額と

なったものを除き、６件の契約

で単年度契約時より調達価格

を低減（計約 800 万円／年）す

るととともに、次年度以降の契

約処理の効率化を図った。 

 

＜共同調達＞ 

定することができたと評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一者応札・応募の低減に向け

た取組】  

研究設備の保守・改造等で特定

の事業者のみが実質的に履行

できる案件については、一般競

争に付しても応札者が限られ

るため、研究開発業務の特殊性

を考慮し、随意契約を含めた合

理的な調達方式への移行を検

討することとしたい。 

 

 

 

 

 

【複数年契約の活用】 

複数年契約の活用により、調達

価格の低減、契約手続きの効率

化に繋げることができたと評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

【物品・役務調達方法の合理
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の合理化】 

物品・役務関係につい

ては、汎用的な備品･

消耗品等を中心に他

機関＊との共同調達

（トイレットペーパ

ー、PPC 用紙、蛍光管 

計約６百万円）及び一

括調達（パソコン、実

験・建物設備等維持管

理用薬品等、計約１２

百万円）を行うなどし

て、事務処理の効率

化・調達費用の削減に

努めることとし、平成

２８年度は本取組に

よる品目数をH27年度

より拡大することを

目標とする。 

 

 

 

 

【インターネット調

達の拡充】 

５０万円未満の文具

事務用品等の物品の

効率的な調達を図る

ため、インターネット

調達に引き続き取り

組むとともに、文具事

務用品以外のオフィ

ス用品、理化学用品、

ＩＴ関連用品等の品

目へも拡充し、効率的

かつ迅速な納品に取

り組む。 

 

【オープンカウンタ

ー方式による見積合

わせの実施】 

機構のホームページ

・筑波大学、茨城大学、筑波技

術大学、高エネルギー加速器研

究機構、防災科学技術研究所、

教員研修センターの６機関と

トイレットペーパー、蛍光管、

PPC 用紙の共同調達に取り組

み、共同調達前と比較して、総

額で調達価格約３５０万円→

３０８万円と約１割の削減を

達成。 

＜一括調達＞  

・H27 年度に引き続き、パソコ

ン、実験・建物設備等維持管理

用薬品（調達価格約１，０６０

万円）について、一括調達に取

り組んだ。なお、２８年度より

ボイラー用薬品を新たな対象

品目とした。また、電子複写機

の保守・消耗品については、４

３台の保守契約を一括契約す

ることにより、事務処理の効率

化に取り組んだ。 

 

文具事務用品については、イ

ンターネット調達システムの

活用により平成２８年度にお

ける利用実績は、３１７件６７

０万円であり、平成２７年度３

３１件７３０万円と比して利

用件数、利用金額とも微減し

た。また、文具事務用品以外の

理化学用品、ＩＴ用品等のイン

ターネット調達導入について、

他機関やASP業者への調査を行

ったが、導入・運用経費の課題

もあるため、引き続き検討して

いくこととした。 

 

オープンカウンター方式に

よる見積合わせについては、28

年度は試行的に研究機器類の

購入等を中心に合わせて 9 件 

化】 

 他機関との共同調達及び一

括調達に取り組むなどのコス

ト削減、事務処理の効率化に努

めることができたと評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【インターネット調達の拡充】 

迅速な納品や経費節減等の一

定の効果はあった。今後も引き

続き調達品目の拡充に取り組

むなどして利用率向上を図り

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【オープンカウンター方式に

よる見積合わせの実施】 

新たな契約方式として、着実に

推進していると評価できる。次
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に調達情報を提示し

たうえで、郵送等によ

る見積書の提出を可

能とするオープンカ

ウンター方式による

見積もり合わせを試

行的に実施する。 

 

【調達に関するガバ

ナンスの徹底】 

（１）研究課題責任者

等が締結した契約状

況の確認等 

研究課題責任者等が

締結した契約につい

て不適切な経理の発

生の抑止又は監視の

ため、四半期ごとに事

務職員をもって構成

した確認チームが、見

積書等の会計書類又

はデータの確認の他、

研究課題責任者等若

しくは取引業者への

聞き取り、または物品

等の実地調査のうち

一部または全部の方

法により行うことと

する。 

 

（２）随意契約に関す

る内部統制の確立  

少額以外の随意契約

を締結しようとする

案件については、機構

内に設置された契約

審査委員会において、

事前に競争性のある

調達手続の実施の可

否の観点から審査を

受けることとする。  

 

総額 12,000 千円の調達につ

いて行い、見積案件を広く公開

することにより透明性、公正性

の確保に努めた。 

 

 

 

 

研究課題責任者等が締結し

た機構の業務の財源として取

り扱う全ての資金に関する契

約について、分割発注及び預け

金等の不適切な経理の発生抑

止、監視のため、モニタリング

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随意契約案件については、契

約審査委員会において、全ての

随意契約について機構の契約

事務細則との適合やより競争

性のある調達手続の実施の可

否の観点から事前審査を実施

した。その結果、上下水道の供

給を受ける場合やソフトウェ

ア・プログラム保守及び情報提

供サービス等で当該調達相手

方が特定されるものなど随意

契約によらざるを得ないもの

年度以降は試行運用の結果を

踏まえ、対象案件を拡充してい

くこととしたい。 

 

 

 

 

 

【調達に関するガバナンスの

徹底】 

 本モニタリングは不適切な

経理の発生抑止等の牽制機能

として効果的であったと評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【随意契約に関する内部統制

の確立】  

 少額随意契約を除く全ての

随意契約について事前に随意

契約理由の妥当性について審

査し、厳格に運用することがで

きたと評価できる。 
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（３）発注者以外の職

員の立会いによる検

収の徹底  

全ての購入物品、役

務、工事において、発

注者の検査のほか、原

則として事務部門が

検収を実施すること

によるチェックが有

効に機能するシステ

ムを引き続き運用す

ることにより、架空発

注の防止を図ること

とする。 

 

（４）研究者、調達担

当者に対する調達に

関する不祥事事案等

の研修の実施 

・ 関係者のコンプラ

イアンス意識の向上

を図るため、コンプラ

イアンス教育のあり

方を見直し、強化する

とともに、研究費の不

正使用を未然に防ぐ

ための環境整備を行

うとともに、発見・警

告・是正の仕組みをシ

ステムとして構築す

る等の取組を行う。 

 

 

・ 調達に関するマニ

ュアル類は不断の見

直しを行い、改訂した

場合は機構内イント

ラネット等を通じ、職

員に周知徹底を図る

について審査の結果、適合と判

断された。 

 

「公的研究費の管理・監査の

ガイドライン（平成２６年２月

改正）」を踏まえ、全ての購入物

品、役務、工事において、発注

者の検査のほか、原則として事

務部門が検収を実施すること

によるチェック体制について

平成２８年度も引き続き運用

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「研究費不正使用防止規

程」、「研究費の使用に関する行

動規範」、及び「少額随意契約モ

ニタリングの実施方法及び基

準について」を改正・制定し、

少額契約モニタリングの実施

方法及び指導改善等の指示基

準を明確化した他、改めて機構

職員として遵守すべき規範を

確認した。また、規範の改正に

伴い同意書の様式を改訂し、全

職員に対して誓約を求めた。 

 

 

調達に関するマニュアル類

は不断の見直しを行うととも

に、機構内イントラネットを通

じ、職員に周知徹底を図った。

また、平成２７年度決算検査報

告に掲載された他法人の事案

 

 

 

【発注者以外の職員の立会い

による検収の徹底】  

 ガイドラインに沿って事務

部門が検収を行う体制により、

検査・検収業務に取り組むこと

ができたと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究者、調達担当者に対する

調達に関する不祥事事案等の

研修の実施】 

 

研究費不正使用防止に関して

は、研修やイントラネットによ

る周知を通して、関係者の問題

意識向上に努めることができ

たと評価できる。 
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ものとする。さらに会

計検査院の決算検査

報告等に掲載された

他法人等の事案のう

ち、機構にも大きな影

響を与えるものと思

料される事案につい

ては、機構内イントラ

ネットによる周知や

ｅ-learning による研

修などを活用し、注意

喚起を行う。 

 

２．文部科学省所管の

８国立研究開発法人

間における調達実績

情報の共有に関する

取組み。 

のうち、機構の契約にも影響す

るような案件は運営会議やイ

ントラネットで周知し、注意喚

起を行った。また、研究費不正

使用防止教育の一環として

CITI  Japan の研究倫理 e-

learnimg のプログラムを導入

し、研究者のみならず、事務職

員に対しても研修を行った。 

 

 

 

 

文部科学省所管の研究開発８

法人において連携し、研究機器

等の「市場性の低い調達物品」

のうち、共通的に調達している

物品を対象とし、情報共有を行

うことにより、適正な契約額の

把握に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗 

 

【調達情報の共有】 

適正価格での契約に資するた

めの情報共有化に取り組むこ

とができたと評価できる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）④ 保有資産の見直し等 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有資産については、

実態把握の継続的な実

施により、その保有の

必要性について厳しく

検証するものとする。 

 

 

 

 

 保有資産につい

ては、実態把握を

継続的に行い、資

産の利用度及び有

効活用の可能性等

の観点に沿って、

その保有の必要性

について厳しく検

証する。 

 保有資産の必要

性について適宜検

証を行い、必要性

がないと認められ

る資産について

は、独立行政法人

通則法の手続きに

従って適切に処分

する。 

 

 

 

① 保有資産の必要性

について適宜検証を

行い、必要性がないと

認められる資産につ

いては、適切に処分す

る 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

・実物資産の状況 

茨城県つくば市に本部及び研

究活動拠点を有している。建物

は研究本館（管理棟、居室棟な

ど）や研究実験棟等 44 棟から

構成されており、土地面積は約

34 万㎡である。 

 

・保有資産の必要性 

研究プロジェクトの推進など

中長期計画に基づく着実な業

務の実施、構造材料研究拠点や

情報統合型物質・材料研究拠点

などによる産学官融合を促進

する拠点運営業務を効果的に

実施していくために、現状の保

有資産は今後も必要不可欠で

ある。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

法人の任務を遂行する手段と

しての有用性・有効性、事業目

的及び内容に照らした資産規

模等が適切であると評価でき

る。 

 

 

 

主要な研究設備等は、毎年減損

調査を行っており、当該年度末

において減損の兆候はなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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・実態把握 

平成 28 年度は、桜及び播磨地

区の保有資産（1,516 点）の棚

卸を実施し、適切に管理されて

いることを確認した。 

実態把握について、平成 29 年

度は千現地区、平成 30 年度は

並木地区と今後も棚卸を実施

し、定期的に管理状況の把握を

行う予定である。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（５） その他の業務運営面での対応 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構は、社会への説

明責任を果たすため、

情報提供等を適切に行

うとともに、環境への

配慮促進、男女共同参

画等に適切に対応する

ものとする。 

 機構の諸活動の

社会への説明責任

を果たすため、保

有する情報の提供

のための措置を充

実するとともに、

開示請求への適切

かつ迅速な対応を

行う。個人の権利、

利益を保護するた

め、機構における

個人情報の適切な

取扱いを徹底する

とともに、苦情処

理への適切かつ迅

速な対応等を行

う。 

 また、政府の施

策等を踏まえつ

つ、環境への配慮

促進、男女共同参

画や次世代育成支

 機構の諸活動の

社会への説明責任

を果たすため、保

有する情報の提供

のための措置を充

実するとともに、

開示請求への適切

かつ迅速な対応を

行う。個人の権利、

利益を保護するた

め、機構における

個人情報の適切な

取扱いを徹底する

とともに、苦情処

理への適切かつ迅

速な対応等を行

う。 

 また、政府の施

策等を踏まえつ

つ、環境への配慮

促進、男女共同参

画や次世代育成支

 

 

 

① 保有する情報の提

供のための措置を充

実するとともに、開示

請求への適切かつ迅

速な対応を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 個人情報の適切な

取扱いを徹底すると

ともに、苦情処理への

適切かつ迅速な対応

等を行う 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

公式ホームページにおいて、

機構の概要や研究成果等のニ

ュースリリース、イベント・セ

ミナー情報や求人情報も提供

している。平成２８年度につい

ては、４件の情報の開示請求が

あり、独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律に

基づき、手続き及び開示を行っ

た。また、担当者の資質向上の

ため、２種類の情報公開に関す

る研修等に参加させた。 

 

個人情報保護規程に則り、個

人情報の管理状況の点検を実

施し、個人情報の適切な管理運

用を行った。また、担当者の資

質向上のため、２種類の個人情

報保護に関する研修等に参加

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗：情報の公開、

情報公開請求について、適切な

取扱を推進している。また今後

も外部の情報公開に関する研

修に参加し、実際の情報公開請

求時の対応に生かす。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：個人情報保護

規程による個人情報、特定個人

情報の適切な管理運用を実施

している。 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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援等に適切に対応

する。 

援等に適切に対応

する。 

 

 

③ 環境への配慮促

進、男女共同参画や次

世代育成支援等に適

切に対応する 

させた。 

 

【環境への配慮促進】環境配慮

の基本方針に沿った省エネへ

の取組として、事業活動で消費

するエネルギー使用量及び二

酸化炭素排出量の前年度比 1％

以上の削減目標を設定し、施設

設備の省エネ化更新改修を実

施し、廃棄物の削減と再資源

化、化学物質等の排出に関する

適正管理、構内緑地の保存、ヘ

リウム回収システムによる貴

重なヘリウムガスの再資源化

に努めた。 

 

【男女共同参画他】外部機関と

連携し男女共同参画を普及啓

発・推進する活動を行った。Ｈ

26～28 年度 JST 女性研究者研

究活動支援事業（連携型）の集

大成として、お茶の水女子大、

芝浦工大と合同でシンポジウ

ムを開催すると共に、研究教育

機関がメンバーとなって男女

共同参画を連携して推進する

「ダイバーシティ・サポート・

オフィス（DSO）」の幹事機関の

１つとして活動し、また、DSO の

アドバイザーとして「つくば女

性研究者支援協議会」にも参加

した。さらに、国の男女共同参

画基本計画に沿って機構の第 3

次男女共同参画グランドデザ

インを策定し、男女がともに働

きやすい勤務環境の整備を継

続的に推進した。子育て・介護

支援制度では 10 名を採択し、

保育園の送迎などで勤務時間

に制限のある職員への支援を

行った。管理職研修において、

仕事と家庭を両立し易い勤務

 

 

計画通りの進捗：施設整備の更

新改修を実施し、省エネ化が図

られており、来年度も継続的に

施設設備の省エネ化を図って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画については、育児

介護等に関する諸制度を十分

に整備しており、制度周知の研

修や育児・介護中職員の支援な

どの活動を継続して行ったこ

とは評価できる。 
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制度を周知し、利用促進を図る

と共に、女性の能力を活用する

職場作りの一環としての研修

(介護離職防止セミナー）を実

施した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

① 年度計画の別添 2

を参照 

＜主要な業務実績＞ 

＊詳細なデータについては法

人の業務実績等報告書を参照 

 

ⅰ) 予算（支出決算額の状況) 

【債務残高の主な発生理由と

使途】 

＊「重点研究開発領域における

基礎研究及び基盤的研究開発」

については、特定国立研究開発

法人の指定を受けたことで研

究計画の変更が生じたため、翌

事業年度に繰り越したもの。 

＊「研究成果の情報発信及び活

用促進、中核的機関としての活

動」については、第４期中長期

計画開始に伴い立ち上げた新

規事業につき、十分な実施期間

が確保できなかったことで事

業の開始が遅れたため、翌事業

年度に繰り越したもの。 

＊「法人共通」については、長

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

会計基準に則り収益化単位の

業務ごとに予算実績管理を行

っており、執行率も高く計画的

に予算執行が行われた。 

 

各セグメントの運営費交付金

債務残高の発生理由及び翌年

度における使途は明確となっ

ている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・自己収入が戦略的な使途として世界トップレベルの優秀な研究者

確保等にも活用されることを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・自己収入を戦略資金として活用する方針は、研究活動の好循環に大

変効果的であると評価できる。 
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期損害保険契約の一括前払い

保険料のうち、未経過分を翌事

業年度に繰り越したもの。 

いずれも翌事業年度以降に収

益化予定である。 

 

ⅱ） 収支計画の状況 

【業務達成基準への対応等】 

＊運営費交付金収益は、研究部

門では業務達成基準、一般管理

部門（法人共通）では、期間進

行基準を適用している。 

＊共通的な費用（環境整備費や

水道光熱費等）は、各セグメン

トに従事者数比、施設面積比等

の合理的な基準により配分し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

自己収入は、特許権収入、施設

利用料収入の増加により、計画

予算に対し 175.2%の大幅増加

となった。 

 

受託事業収入等は、主に国から

の委託事業（次世代半導体研究

開発など）の増加により、計画

予算に対し 57.9%の増加となっ

た。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 
 
 
 
 
 
 
 

評価対象となる指標 
 

達成目標 
 
 

基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 
 
 

２９年度 
 
 

３０年度 
 
 

３１年度 
 
 

３２年度 
 
 

３３年度 
 
 

３４年度 
 
 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

           
           

           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  短期借入金の限

度額は20億円とす

る。短期借入が想

定される理由とし

ては、年度当初に

おける国からの運

営費交付金の受入

れの遅延、受託業

務に係る経費の暫

時立替等が生じた

場合である。 

 短期借入金の限

度額は20億円とす

る。短期借入が想

定される理由とし

ては、年度当初に

おける国からの運

営費交付金の受入

れの遅延、受託業

務に係る経費の暫

時立替等が生じた

場合である。 

 

 

 

① 短期借入金の限度

額は 20 億円とする 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  重要な財産を譲

渡、処分する計画

はない。保有資産

の必要性について

適宜検証を行い、

必要性がないと認

められる資産につ

いては、独立行政

法人通則法の手続

きに従って適切に

処分する。 

 重要な財産を譲

渡、処分する計画

はない。 

 

 

 

① 重要な財産を譲

渡、処分する計画はな

い 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－４ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   重要な財産の譲

渡、又は担保に供

する計画はない。 

 

 

 

① 重要な財産の譲

渡、又は担保に供する

計画はない 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－５ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  機構の決算にお

いて剰余金が発生

した場合の使途

は、重点研究開発

業務や中核的機関

としての活動に必

要とされる業務へ

の充当、研究環境

の整備や知的財産

管理・技術移転に

係る経費、職員教

育の充実、業務の

情報化、機関とし

て行う広報の充実

に充てる。 

 機構の決算にお

いて剰余金が発生

した場合の使途

は、重点研究開発

業務や中核的機関

としての活動に必

要とされる業務へ

の充当、研究環境

の整備や知的財産

管理・技術移転に

係る経費、職員教

育の充実、業務の

情報化、機関とし

て行う広報の充実

に充てる。 

 

 

 

① 重点研究開発業務

や中核的機関として

の活動に必要とされ

る業務への充当、研究

環境の整備や知的財

産管理・技術移転に係

る経費、職員教育の充

実、業務の情報化、機

関として行う広報の

充実に充てる 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

【剰余金の使途】 

1. 特許権収入にかかる利益

は、目的積立金へ申請し、翌年

度以降、広報活動経費、職員研

修経費及び中核機関としての

活動に必要とされる経費に充

当予定である。 

2. 運営費交付金債務の収益化

相当額については、一般管理部

門において期間進行基準を適

用したことによる残余であり、

中期計画最終年度に国庫返納

予定である。 

会計上の利益は、翌年度以降の

減価償却費に充当予定である。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

当期総利益の発生要因は明確

になっており、剰余金の使途は

中長期計画に定めている使途

にしたがって適切に使用する

予定である。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－１ 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232,0233,0237 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  機構における研

究活動の水準を向

上させるため、常

に良好な研究環境

を維持、整備して

いくことが必要で

あることから、既

存の研究施設及び

中長期目標期間中

に整備される施設

の有効活用を進め

るとともに、老朽

化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を重点的・

計画的に実施す

る。 

 なお、中長期目

標を達成するため

に必要な実験に対

応した施設や外部

研究者の受入れに

  

 

 

① マテリアズオープ

ンプラットフォーム

新棟の建設 

 

 

 

 

 

 

 

② マテリアルズオー

プンプラットフォー

ムの構築に資する設

備の整備 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

企業、大学、ＮＩＭＳが協働研

究を行う化学系のマテリアル

ズオープンプラットフォーム

及び物質・材料データプラット

フォームとしての機能を併せ

持つオープンイノベーション

型の研究拠点となるマテリア

ルズオープンイノベーション

拠点棟の設計業務に着手した。 

 

企業、大学、ＮＩＭＳが協働研

究を行い、我が国のマテリアル

イノベーションを強力に推進

するマテリアルズオープンプ

ラットフォームの構築に資す

る設備の整備に着手した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

計画通りの進捗： 設計業務は

計画通りに進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：設備の整備は

計画通りに進んでいる。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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必要な施設の整

備、その他業務の

実施状況等を勘案

した施設整備が追

加されることが有

り得る。また、施

設・設備の老朽度

合等を勘案した改

修・更新等が追加

される見込みであ

る。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  国内外から優秀

な研究者を採用す

るため、国際公募

の実施等により職

員の採用プロセス

を更に透明化する

とともに、外国人

研究者の採用と受

入れを円滑かつ効

率的に進めるため

に事務部門をはじ

め外国人研究者の

支援体制を維持す

る。また、若手・女

性研究者の活用及

び国際的に卓越し

た研究者の積極的

採用・確保・育成等

を進めるととも

に、研究活動を効

率化するため、必

要な研究支援者や

 国内外から優秀

な研究者を採用す

るため、国際公募

の実施等により職

員の採用プロセス

を更に透明化する

とともに、外国人

研究者の採用と受

入れを円滑かつ効

率的に進めるため

に事務部門をはじ

め外国人研究者の

支援体制を維持す

る。また、若手・女

性研究者の活用及

び国際的に卓越し

た研究者の積極的

採用・確保・育成等

を進めるととも

に、研究活動を効

率化するため、必

要な研究支援者や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 国内外から優秀な

研究者を採用するた

め、採用プロセスを更

に透明化するととも

に、外国人研究者の支

援体制を維持する 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

H27 年度の指摘事項： 

研究員の質の確保のため，能力

に応じた採用が確保されるべ

き 

NIMS で講じられた措置： 

多様で優秀な人材を採用する

ため、研究領域を特定した公募

枠に加え、物質・材料全般を対

象にした公募枠の設置、国際公

募、多段階審査等を実施すると

ともに、審査員を増員し多面的

かつ専門的な審査に努めた。 

 

研究者の採用は国際公募とし、

優秀な研究者を採用するため、

物質・材料科学一般分野では 4

段階、分野指定公募でも 3段階

の審査により慎重な審査を引

き続き実施した。透明性確保の

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 職員の採用

プロセスの透明化を図るとと

もに、外国人研究者の採用と受

入れを促進するための支援体

制の強化が行われている。特に

今年度は"卓越研究員制度"か

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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技術者を確保す

る。さらに、新たな

イノベーション創

出を目指し、クロ

スアポイントメン

ト制度の活用等に

より、企業や大学

等の研究者を受け

入れる。 

 職員一人一人が

機構の使命を十分

に認識し、やりが

いを持って業務に

従事できるよう、

良好な職場環境の

構築、職員のメン

タルケアの充実、

経営層と職員との

コミュニケーショ

ンの機会を確保す

るとともに、様々

な研修機会を活用

した長期的視野に

立った職員の能力

開発など、人材マ

ネジメントを継続

的に改善する。 

 また、機構の研

究者や技術者の技

術やノウハウが、

組織として適切に

伝承されるよう、

若手研究者の組織

的な指導教育、転

出時における引継

ぎの徹底などによ

り、データ管理と

活用等の観点から

適切な方策を講じ

る。 

技術者を確保す

る。さらに、新たな

イノベーション創

出を目指し、クロ

スアポイントメン

ト制度の活用等に

より、企業や大学

等の研究者を受け

入れる。 

 職員一人一人が

機構の使命を十分

に認識し、やりが

いを持って業務に

従事できるよう、

良好な職場環境の

構築、職員のメン

タルケアの充実、

経営層と職員との

コミュニケーショ

ンの機会を確保す

るとともに、様々

な研修機会を活用

した長期的視野に

立った職員の能力

開発など、人材マ

ネジメントを継続

的に改善する。ま

た、機構の研究者

や技術者の技術や

ノウハウが、組織

として適切に伝承

されるよう、若手

研究者の組織的な

指導教育、転出時

における引継ぎの

徹底などにより、

データ管理と活用

等の観点から適切

な方策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 若手・女性研究者

の活用及び国際的に

卓越した研究者の積

極的採用・確保・育成

等を進めるとともに、

必要な研究支援者や

技術者を確保する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ クロスアポイント

メント制度の活用等

により、企業や大学等

ために、審査員の人数を増員し

た。外国人研究者の支援体制充

実のため、事務職・エンジニア

職の公募にあたっては英語に

よるコミュニケーション能力

の確認を行った。更に文部科学

省の"卓越研究員制度"を利用

し、優れた若手研究者の採用を

行った。 

 

優れた若手研究者を活用する

ために、MANA で培った独立研究

者制度を全研究拠点に拡充し

た。また年俸制を整備して、能

力の高い若手研究者の受け入

れ体制を構築した。女性研究者

の活用としては、1 名を構造材

料研究拠点副拠点長に、またも

う 1 名を NIMS-日立金属次世代

開発センター長に抜擢した。若

手を中心に新グループリーダ

ーを 33 名（うち機構内公募 30

名、女性 1名）登用した。新規

採用者（研究者 16 名（うち女性

1名、外国人 3名）、エンジニア

4名（うち女性 2名））に占める

若手（研究者 12名、エンジニア

2名）および女性割合もほぼH27

年度レベルに維持できた。一

方、スピントロニクス関連材料

の分野で新進気鋭の研究者を

ヘッド・ハントし、弱冠 30 歳の

グループリーダーも誕生させ

た。これら若手・女性研究者の

研究を推進するために、当機構

の強みである研究支援者の充

実や技術の伝承を確保した。 

 

 

新たなイノベーション創出を

目指し、クロスアポイントメン

ト制度を積極的に活用した結

らの採用者を幅広く検討し1名

を採用した。その卓越研究員を

迎えるにあたり、MANA で培って

いる独立研究員制度の研究環

境、ノウハウを活かして、優れ

た研究者に快適な研究環境を

提供した。 

 

 

 

計画通りの進捗： 積極的な人

材登用策により、若手・女性研

究者を処遇したことは評価で

きる。若手を中心に新グループ

リーダーを登用し、大幅に研究

体制の若返りを実現したこと

も高く評価できる。当機構の強

みである研究支援者による材

料評価試験技術等の伝承を確

保するための採用は適切な措

置といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： ノーベル賞

受賞者のクロスアポイントメ

ントを実施するなどクロスア
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の研究者を受け入れ

る 

 

 

 

④ 人材マネジメント

を継続的に改善する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 研究者や技術者の

技術やノウハウが、組

織として適切に伝承

される適切な方策を

講じる 

果、企業から 3 名、大学から 4

名の受け入れを実施した。 

 

 

 

良好な職場環境の構築のため、

メンタルヘルスカウンセラー

を配置し、メンタルケアの充実

を図るとともに、研究部門にお

けるマネジメントの適正化の

ため、新任の研究グループリー

ダーを対象とした研修を実施

した。また、全定年制職員を対

象とした理事長及び理事によ

る個別面談を実施し、経営層と

職員とのコミュニケーション

の機会を設け、現場の意見の吸

い上げと経営方針の浸透及び

敷衍を図った。 

 

定年退職した研究者及びエン

ジニアを再雇用し、研究支援部

門に配置することにより技術

やノウハウの伝承を図るとと

もに、伝統的な技術分野（クリ

ープ試験等）での技術の継承が

断絶することの無いようエン

ジニア職の採用分野に一定の

配慮を行うとともに任期制エ

ンジニア職の雇用を継続して

進めた。 

ポイントメント制度の活用等

により研究者の受け入れを着

実に実施したことは評価でき

る。 

 

計画通りの進捗： メンタルケ

アや新任管理職へのマネジメ

ント研修、更には役員による職

員の個別面談等を通じて人材

マネジメントが適切に実施さ

れていると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 研究者及び

エンジニアの再雇用やエンジ

ニア職の計画的な採用・配置に

より機構内の優れた技術・ノウ

ハウの伝承を図ったことは評

価できる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－３ 中長期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  中長期目標期間

を超える債務負担

については、研究

基盤の整備等が中

長期目標期間を超

える場合で、当該

債務負担行為の必

要性及び資金計画

への影響を勘案し

合理的と判断され

るものについて行

う。 

 中長期目標期間

を超える債務負担

については、研究

基盤の整備等が中

長期目標期間を超

える場合で、当該

債務負担行為の必

要性及び資金計画

への影響を勘案し

合理的と判断され

るものについて行

う。 

 

 

 

① 必要性及び資金計

画への影響を勘案し

合理的と判断される

ものについて行う 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

該当なし 

評定 ― 

＜評定に至った理由＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－４ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0232 

 
２．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 

 

 

基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

２８年度 

 

 

２９年度 

 

 

３０年度 

 

 

３１年度 

 

 

３２年度 

 

 

３３年度 

 

 

３４年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

           

           

           

           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 

中長期計画 

 

年度計画 

 

主な評価指標 

 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第４４条

の処理を行ってな

お積立金があると

きは、その額に相

当する金額のうち

文部科学大臣の承

認を受けた金額に

ついて、以下のも

のに充てる。 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている、重点

研究開発業務や中

核的機関としての

活動に必要とされ

る業務に係る経

費、研究環境の整

備に係る経費、知

的財産管理・技術

 前中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第４４条

の処理を行ってな

お積立金があると

きは、その額に相

当する金額のうち

文部科学大臣の承

認を受けた金額に

ついて、以下のも

のに充てる。 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている、重点

研究開発業務や中

核的機関としての

活動に必要とされ

る業務に係る経

費、研究環境の整

備に係る経費、知

的財産管理・技術

 

 

 

① 前中長期目標期間

の最終年度において、

独立行政法人通則法

第４４条の処理を行

ってなお積立金があ

るとき 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

前中期目標期間繰越積立金は、

当年度に以下のとおり取崩を

行った。 

 

①期首残高： 

499 万円 

②広報活動経費、職員研修経費

等： 

85 百万円 

③当年度の減価償却費へ充当： 

91 百万円 

期末残高（①－②－③）： 

323 百万円 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

中長期計画に定めている使途

にしたがって適切に取崩を行

っている。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画及び年度計画に定められた通り、概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜有識者からの意見＞ 

― 
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移転に係る経費、

職員教育に係る経

費、業務の情報化

に係る経費、広報

に係る経費 

・自己収入により

取得した固定資産

の未償却残高相当

額等に係る会計処

理 

移転に係る経費、

職員教育に係る経

費、業務の情報化

に係る経費、広報

に係る経費 

・自己収入により

取得した固定資産

の未償却残高相当

額等に係る会計処

理 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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